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要 旨 

 低炭素社会の構築に向けた取組みとして，ポルトランドセメントの一部分あるいは大部分を高炉ス

ラグ微粉末やフライアッシュ等の混和材で置き換えたコンクリートの利用が注目されている。混和材

を多量に用いたコンクリートの実用化を進めるためには，信頼性の高い品質評価方法と適切な設計施

工方法の確立が不可欠である。この共同研究では，日本国内で一般的に用いられているセメントと比

較して混和材の置換率を高めて材料製造時の二酸化炭素排出量を削減した結合材を「低炭素型セメン

ト結合材」と定義して，これを用いたコンクリート構造物の設計施工方法について検討した。 
 この共同研究報告書では，早強ポルトランドセメントの一部を高炉スラグ微粉末あるいはフライア

ッシュで置換したコンクリートを用いたプレストレストコンクリート橋の設計及び施工について標

準的な方法を示した「混和材を用いたプレストレストコンクリート橋の設計・施工マニュアル（案）」

を提案するとともに，検討の過程で得られた研究成果をとりまとめた。 

キーワード：低炭素型セメント結合材，コンクリート，混和材，高炉スラグ微粉末，フライアッシュ，

品質評価方法，設計施工方法，二酸化炭素排出削減 



 

 

 



 
 

はじめに 

 

 近年，地球温暖化問題に対する世界的な関心の高まりを受けて，社会資本整備に伴って発生する二酸化炭

素排出量を削減するための一つの対策として，ポルトランドセメントの一部分あるいは大部分を高炉スラグ

微粉末やフライアッシュ等の混和材で置き換えたコンクリートの利用が注目されている。コンクリートの主

要な構成材料であるセメントの製造過程では原料や熱エネルギー源として多量の産業副産物や産業廃棄物を

有効利用しているが，コンクリート関連部門が二酸化炭素排出量に与える影響は依然として大きい。例えば，

世界全体の二酸化炭素排出量の約 5%がセメントの製造に由来すること 1)，日本国内におけるプレストレスト

コンクリート道路橋を対象とした試算例では，建設工事で発生する二酸化炭素排出量の約 40%がコンクリー

ト関連部門に起因する二酸化炭素排出量で占められること 2)が報告されている。このため，混和材の置換率

を高めてポルトランドセメントの使用量を抑制することによって，コンクリート構造物の構築に必要となる

材料の製造時に発生する二酸化炭素の相当量を削減できることが期待される。また，混和材の使用は，塩化

物イオン浸透抵抗性の向上やアルカリシリカ反応の抑制に効果的であり，コンクリート構造物の耐久性の向

上や長寿命化にも寄与できる可能性が高い。しかし，混和材を多量に用いたコンクリートでは，ポルトラン

ドセメントのみを用いたコンクリートと比較して，フレッシュコンクリートと硬化コンクリートの品質が大

幅に異なる場合もあり，強度特性，耐久性及び温度ひび割れ抵抗性の評価方法，構造計算に用いる設計値，

施工時の留意点等が十分には明確にされていない。また，混和材の使用による二酸化炭素排出量の削減効果

を定量的に評価するための統一的な手法も整備されていない。混和材を多量に用いたコンクリートを広く実

用化していくためには，信頼性の高い品質評価方法と適切な設計施工方法を確立することが不可欠である。 

 

 これらのことを背景として，国立研究開発法人土木研究所は，平成 23年 6月から，一般社団法人プレスト

レスト・コンクリート建設業協会，株式会社大林組，大成建設株式会社，前田建設工業株式会社，戸田建設

株式会社，西松建設株式会社，鐵鋼スラグ協会，電源開発株式会社との共同研究「低炭素型セメント結合材

の利用技術に関する研究」を実施した。この共同研究では，日本国内で一般的に用いられているセメントと

比較して混和材の置換率を高めて材料製造時の二酸化炭素排出量を削減した結合材を「低炭素型セメント結

合材」と定義して，これを用いたコンクリート構造物の設計施工方法について検討した。この結果，低炭素

型セメント結合材を用いたコンクリート構造物の設計及び施工の原則と配慮することが望ましい事項をとり

まとめた「低炭素型セメント結合材を用いたコンクリート構造物の設計・施工ガイドライン（案）」，対象と

する結合材や構造物の種別ごとに設計及び施工の標準的な方法をとりまとめた 5 編の「設計・施工マニュア

ル（案）」を提案した。全 6編の共同研究報告書の構成と概要を次のページに示す。 

 

 この共同研究報告書は，「低炭素型セメント結合材を用いたコンクリート構造物の設計・施工ガイドライン

（案）」（第Ⅰ部），「混和材を用いたプレストレストコンクリート橋の設計・施工マニュアル（案）」（第Ⅱ部）

を示すとともに，検討の過程で得られた知見を付録資料（第Ⅲ部）としてまとめたものである。 



 
 

低炭素型セメント結合材の利用技術に関する共同研究報告書の構成と概要 

 

  共同研究報告書 第 471 号 低炭素型セメント結合材の利用技術に関する共同研究報告書（Ⅰ） 

   低炭素型セメント結合材を用いたコンクリート構造物の設計・施工ガイドライン（案） 
低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートに求められる品質を定義するとともに， 
これを用いたコンクリート構造物の設計及び施工の原則と配慮することが望ましい事項を示した。 

          国立研究開発法人土木研究所，一般社団法人プレストレスト・コンクリート建設業協会， 
          株式会社大林組，大成建設株式会社，前田建設工業株式会社，戸田建設株式会社， 
          西松建設株式会社，鐵鋼スラグ協会，電源開発株式会社 

 
 

       共同研究報告書 第 472 号 低炭素型セメント結合材の利用技術に関する共同研究報告書（Ⅱ） 

          混和材を用いたプレストレストコンクリート橋の設計・施工マニュアル（案） 
早強ポルトランドセメントの一部を高炉スラグ微粉末あるいはフライアッシュで置換したコンク

リートを用いたプレストレストコンクリート橋の設計及び施工について，標準的な方法を示した。 
                   国立研究開発法人土木研究所，一般社団法人プレストレスト・コンクリート建設業協会 

 

       共同研究報告書 第 473 号 低炭素型セメント結合材の利用技術に関する共同研究報告書（Ⅲ） 

          混和材を高含有した低炭素型のコンクリートの設計・施工マニュアル（案） 
ポルトランドセメントの 70～90%を 1～4種類の混和材で置換した低炭素型のコンクリート「クリ

ーンクリート」の設計及び施工について，標準的な方法を示した。 
                   国立研究開発法人土木研究所，株式会社大林組 

 

       共同研究報告書 第 474 号 低炭素型セメント結合材の利用技術に関する共同研究報告書（Ⅳ） 

          多成分からなる結合材を用いた低炭素型のコンクリートの設計・施工マニュアル（案） 
ポルトランドセメントの75%あるいは90%を2～3種類の混和材で置換した低炭素型のコンクリー

ト「スーパーグリーンコンクリート」の設計及び施工について，標準的な方法を示した。 
                   国立研究開発法人土木研究所，大成建設株式会社，前田建設工業株式会社 

 

       共同研究報告書 第 475 号 低炭素型セメント結合材の利用技術に関する共同研究報告書（Ⅴ） 
          高炉スラグ微粉末を高含有した低炭素型のコンクリートの設計・施工マニュアル（案） 

ポルトランドセメントの 70～90%を高炉スラグ微粉末で置換した低炭素型のコンクリート「スラ

グリート」の設計及び施工について，標準的な方法を示した。 
                   国立研究開発法人土木研究所，戸田建設株式会社，西松建設株式会社 

 

       共同研究報告書 第 476 号 低炭素型セメント結合材の利用技術に関する共同研究報告書（Ⅵ） 

          高炉スラグ微粉末を結合材とした低炭素型のコンクリートの設計・施工マニュアル（案） 
ポルトランドセメントの使用量を“ゼロ”として高炉スラグ微粉末と刺激材を結合材とした低炭素

型のコンクリート「環境配慮コンクリート」の設計及び施工について，標準的な方法を示した。 
                   国立研究開発法人土木研究所，大成建設株式会社 

 
※共同研究報告書第 472～476 号では，第Ⅰ部に「低炭素型セメント結合材を用いたコンクリート構造物の設計・施工ガイドラ

イン（案）（共同研究報告書第 471 号の第Ⅰ部）」を共通編として収録し，第Ⅱ部に対象とする結合材や構造物の種別ごとに設

計及び施工の標準的な方法をとりまとめた「設計・施工マニュアル（案）」を収録している。 
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1 
 

1 章 総則 
 

 

1.1 適用の範囲 

 「低炭素型セメント結合材を用いたコンクリート構造物の設計・施工ガイドライン（案）（以下，このガイ

ドライン（案）という）」は，低炭素型セメント結合材を用いたコンクリート構造物の設計及び施工の原則と

配慮することが望ましい事項を示したものである。 

 

【解説】 

 低炭素社会の構築に向けた取組みの一環として，ポルトランドセメントの一部分あるいは大部分を高炉ス

ラグ微粉末やフライアッシュ等の混和材で置き換えたコンクリートの利用が注目されている。混和材の使用

は，材料製造時の二酸化炭素排出量の削減に寄与する一方で，フレッシュコンクリート及び硬化コンクリー

トの品質に多大な影響を与える。このため，混和材を多量に用いたコンクリートの適用にあたっては，品質

の特徴を適切に把握して設計及び施工を行うことが肝要である。 

 このガイドライン（案）では，プレストレストコンクリート，鉄筋コンクリート，無筋コンクリート等の

構造物の種別ごとに日本国内で一般的に用いられているセメントよりも混和材の置換率を高めて材料製造時

の二酸化炭素排出量の削減を可能とし，フレッシュコンクリート及び硬化コンクリートが所要の品質を有す

る結合材を「低炭素型セメント結合材」と定義して，これを用いたコンクリート構造物の設計及び施工の原

則と配慮することが望ましい事項を示した。日本国内で一般的に用いられているセメントとしては，プレス

トレストコンクリートでは早強ポルトランドセメント，鉄筋コンクリート及び無筋コンクリートでは普通ポ

ルトランドセメントと高炉セメントB種を想定した。したがって，低炭素型セメント結合材は，プレストレ

ストコンクリートでは早強ポルトランドセメントの一部を高炉スラグ微粉末あるいはフライアッシュで置換

し，鉄筋コンクリート及び無筋コンクリートでは高炉スラグ微粉末やフライアッシュ等を含めた混和材の置

換率を高炉セメントC種の上限値以上（70%以上）とすることによって，材料製造時の二酸化炭素排出量の

大幅な削減を可能とした結合材といえる（図－1.1）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－1.1 低炭素型セメント結合材の位置づけ  

混和材の置換率：高
二酸化炭素の排出削減効果：大

フライアッシュセメント(JIS R 5213)

高炉セメント(JIS R 5211)

普通・早強ポルトランドセメント(JIS R 5210)

低炭素型セメント結合材

A種 B種 C種

A種 B種 C種

・プレストレストコンクリート：
早強ポルトランドセメントの一部を混和材で置換したコンクリート

・鉄筋コンクリート・無筋コンクリート：
混和材の置換率を高炉セメントC種の上限値以上(70%以上)としたコンクリート

5% 10% 20% 30%

5% 30% 60% 70%

※百分率は混合セメントの混和材の置換率を表示
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 低炭素型セメント結合材を構成するセメントと混和材の種類及び混和材の置換率は，プレストレストコン

クリート，鉄筋コンクリート，無筋コンクリート等の対象とする構造物の種別に加えて，目標とする強度，

耐久性及び二酸化炭素排出削減効果，構造物が供用される環境条件等によっても異なる。このガイドライン

（案）では，これらの違いにかかわらず，低炭素型セメント結合材を用いたコンクリート構造物の設計及び

施工の原則と共通的に配慮することが望ましい事項を示している。また，このガイドライン（案）に付属す

る 5編の「設計・施工マニュアル（案）（以下，マニュアル（案）という）」では，このガイドライン（案）

に基づき，対象とする結合材や構造物の種別ごとに設計及び施工の標準的な方法を示している（図－1.2）。5

編のマニュアル（案）で対象としている結合材は，このガイドライン（案）で定義した低炭素型セメント結

合材に適合するものである。 

 このガイドライン（案）と 5編のマニュアル（案）に示されていない事項については，低炭素型セメント

結合材を用いたコンクリート構造物の設計及び施工において特別の配慮が不要と考えられたため，対象とす

る構造物の設計及び施工に関する既存の基準類を参考としてよい。 

 一般的なコンクリート構造物の設計及び施工については，必要に応じて，次の文献を参考にするとよい。 

 

 ・土木学会：2012年制定コンクリート標準示方書［基本原則編］，［設計編］，［施工編］，2013 

 ・土木学会：2013年制定コンクリート標準示方書［維持管理編］，［規準編］，2013 

 ・日本道路協会：道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編，Ⅲコンクリート橋編），2012 

 

 また，高炉スラグ微粉末あるいはフライアッシュを用いたコンクリートの品質の一般的な特徴については，

必要に応じて，次の文献を参考にするとよい。 

 

 ・土木学会：高炉スラグ微粉末を用いたコンクリートの施工指針，コンクリートライブラリー86，1996 

 ・土木学会：フライアッシュを用いたコンクリートの施工指針（案），コンクリートライブラリー94，1999 

 

 このガイドライン（案）と 5 編のマニュアル（案）で参照する基準類及び JIS については，このガイドラ

イン（案）と5編のマニュアル（案）の発刊時（2016年1月）で最新のものとした。今後，基準類の改訂あ

るいは JIS の改正が行われた場合には，これらの影響を適切に考慮した上で，最新の基準類及び JIS を参照

してよい。 
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  共同研究報告書 第471 号 低炭素型セメント結合材の利用技術に関する共同研究報告書（Ⅰ） 

   低炭素型セメント結合材を用いたコンクリート構造物の設計・施工ガイドライン（案） 
低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートに求められる品質を定義するとともに， 
これを用いたコンクリート構造物の設計及び施工の原則と配慮することが望ましい事項を示した。 

          国立研究開発法人土木研究所，一般社団法人プレストレスト・コンクリート建設業協会， 
          株式会社大林組，大成建設株式会社，前田建設工業株式会社，戸田建設株式会社， 
          西松建設株式会社，鐵鋼スラグ協会，電源開発株式会社 

 
 

       共同研究報告書 第472 号 低炭素型セメント結合材の利用技術に関する共同研究報告書（Ⅱ） 

          混和材を用いたプレストレストコンクリート橋の設計・施工マニュアル（案） 
早強ポルトランドセメントの一部を高炉スラグ微粉末あるいはフライアッシュで置換したコンク

リートを用いたプレストレストコンクリート橋の設計及び施工について，標準的な方法を示した。 
                   国立研究開発法人土木研究所，一般社団法人プレストレスト・コンクリート建設業協会 

 

       共同研究報告書 第473 号 低炭素型セメント結合材の利用技術に関する共同研究報告書（Ⅲ） 

          混和材を高含有した低炭素型のコンクリートの設計・施工マニュアル（案） 
ポルトランドセメントの70～90%を1～4種類の混和材で置換した低炭素型のコンクリート「クリ

ーンクリート」の設計及び施工について，標準的な方法を示した。 
                   国立研究開発法人土木研究所，株式会社大林組 

 

       共同研究報告書 第474 号 低炭素型セメント結合材の利用技術に関する共同研究報告書（Ⅳ） 

          多成分からなる結合材を用いた低炭素型のコンクリートの設計・施工マニュアル（案） 
ポルトランドセメントの75%あるいは90%を2～3種類の混和材で置換した低炭素型のコンクリー

ト「スーパーグリーンコンクリート」の設計及び施工について，標準的な方法を示した。 
                   国立研究開発法人土木研究所，大成建設株式会社，前田建設工業株式会社 

 

       共同研究報告書 第475 号 低炭素型セメント結合材の利用技術に関する共同研究報告書（Ⅴ） 
          高炉スラグ微粉末を高含有した低炭素型のコンクリートの設計・施工マニュアル（案） 

ポルトランドセメントの70～90%を高炉スラグ微粉末で置換した低炭素型のコンクリート「スラグ

リート」の設計及び施工について，標準的な方法を示した。 
                   国立研究開発法人土木研究所，戸田建設株式会社，西松建設株式会社 

 

       共同研究報告書 第476 号 低炭素型セメント結合材の利用技術に関する共同研究報告書（Ⅵ） 

          高炉スラグ微粉末を結合材とした低炭素型のコンクリートの設計・施工マニュアル（案） 
ポルトランドセメントの使用量を“ゼロ”として高炉スラグ微粉末と刺激材を結合材とした低炭素

型のコンクリート「環境配慮コンクリート」の設計及び施工について，標準的な方法を示した。 
                   国立研究開発法人土木研究所，大成建設株式会社 

 
※共同研究報告書第 472～476 号では，第Ⅰ部に「低炭素型セメント結合材を用いたコンクリート構造物の設計・施工ガイドライ

ン（案）（共同研究報告書第471号の第Ⅰ部）」を共通編として収録し，第Ⅱ部に対象とする結合材や構造物の種別ごとに設計及

び施工の標準的な方法をとりまとめた「設計・施工マニュアル（案）」を収録している。 

 

 

図－1.2 このガイドライン（案）及び5編のマニュアル（案）の構成と概要 
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【参考】 

混和材を用いたコンクリートの品質の一般的な傾向について 

 高炉スラグ微粉末あるいはフライアッシュの置換率を混合セメントB種相当としたコンクリートの品質の

一般的な傾向については，表－1.1 のように整理できる。しかし，高炉スラグ微粉末やフライアッシュ等を

含めた混和材の置換率を高炉セメント C 種の上限値以上としたコンクリートの品質には，表－1.1 と異なる

傾向を示すものが散見される。このため，低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの品質については，

このガイドライン（案）及び 5編のマニュアル（案）の規定を入念に確認する必要がある。 

 

表－1.1 混和材の置換率を混合セメントB種相当としたコンクリートの品質の一般的な傾向 

項目 特徴（ポルトランドセメントのみを用いたコンクリートとの比較） 

強度発現 
水結合材比が同程度の場合，初期材齢では遅れることが多いが，その後も継

続することが多い。 

中性化に対する抵抗性 
水結合材比と単位水量が同程度の場合，環境条件の影響も受けるが，低下す

ることが多い。 

塩化物イオン浸透に対する抵抗性 
水結合材比と単位水量が同程度の場合，環境条件の影響も受けるが，向上す

ることが多い。 

凍結融解に対する抵抗性 化学混和剤を用いて空気量を確保した場合，同等か向上することが多い。 

アルカリシリカ反応の抑制効果 置換率を一定以上とした場合に抑制効果が得られることが多い。 

クリープ係数 載荷時の圧縮強度が同程度の場合，同等か小さくなることが多い。 

自己収縮ひずみ 
水結合材比が同程度で，高炉スラグ微粉末を用いた場合は，せっこう添加量

や温度履歴の影響も受けるが，収縮量は同等か大きくなることが多く，フラ

イアッシュを用いた場合は，収縮量は同等か小さくなることが多い。 

乾燥収縮ひずみ 
水結合材比と単位水量が同程度の場合，収縮量は同等か小さくなることが多

い。 

ワーカビリティー 
水結合材比と単位水量が同程度の場合，化学混和剤の種類と使用量の影響も

受けるが，同等か向上することが多い。 

単位水量 化学混和剤の使用量とスランプが同程度の場合，少なくできることが多い。

断熱温度上昇特性 
水結合材比と単位水量が同程度で，高炉スラグ微粉末を用いた場合は，発熱

速度は小さくなることが多いが，終局値は同等か大きくなることが多く，フ

ライアッシュを用いた場合は，どちらも小さくなることが多い。 

凝結時間 
化学混和剤の種類と使用量，せっこうの添加量の影響も受けるが，水結合材

比と単位水量が同程度の場合，同等か遅くなることが多い。 

湿潤養生期間の影響 
水結合材比が同程度の場合，湿潤養生期間の長短が品質に与える影響が大き

く，同等の品質を得るための湿潤養生期間が長くなることが多い。 

冬期施工時の低温の影響 
水結合材比が同程度の場合，化学混和剤の種類と使用量の影響も受けるが，

凝結や強度発現が遅れることが多い。 

夏期施工時の高温の影響 
化学混和剤の種類と使用量の影響も受けるが，ワーカビリティーの経時的な

低下の程度が大きくなることがある。 

色調 
高炉スラグ微粉末を用いた場合，表面は脱型直後に青藍色を呈するが徐々に

白くなり，内部は長期材齢においても青藍色を呈することが多い。 

材料製造時の二酸化炭素排出量 減少する。 

※普通ポルトランドセメントを用いて，高炉スラグ微粉末あるいはフライアッシュの置換率を混合セメントB種相当としたコン

クリートの品質の一般的な傾向である。高炉スラグ微粉末には JIS A 6206に適合する高炉スラグ微粉末4000，フライアッシュ

には JIS A 6201に適合するフライアッシュⅡ種の使用を想定している。  
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1.2 用語の定義 
 このガイドライン（案）では，次のように用語を定義する。 

・低炭素型セメント結合材 (Low-carbon Cementitious Binders)： プレストレストコンクリート，鉄筋コンクリ

ート，無筋コンクリート等の対象とする構造物の種別に応じて，日本国内において一般的に用いられている

セメントよりも混和材の置換率を高めて材料製造時の二酸化炭素排出量を削減し，フレッシュコンクリート

及び硬化コンクリートがこのガイドライン（案）に示す所要の品質を有する結合材。 

・混和材 (Supplementary Cementitious Materials)： ポルトランドセメントの代替として用い，潜在水硬性ある

いはポゾラン反応を示す無機物質。このガイドライン（案）では，高炉スラグ微粉末，フライアッシュ等を

指す。 

・結合材 (Binders)： 硬化コンクリートの強度発現に寄与する物質を生成し，骨材を結合する役割を果たす

材料の総称。このガイドライン（案）では，ポルトランドセメント，混和材等を指す。 

・水結合材比 (Water to Binder Ratio)： 水の質量を結合材の質量で除したもの。百分率で表される。 

・置換率 (Replacement Ratio)： 混和材の質量を結合材の質量で除したもの。百分率で表される。 

 

【解説】 

低炭素型セメント結合材について 

 混和材を多量に用いたコンクリートの名称として様々なものが提案されているが，このガイドライン（案）

では，対象とする構造物の種別に応じて，日本国内で一般的に用いられているセメントよりも混和材の置換

率を高めて材料製造時の二酸化炭素排出量を削減し，フレッシュコンクリート及び硬化コンクリートがこの

ガイドライン（案）に示す所要の品質を有する結合材を「低炭素型セメント結合材」と定義した。なお，日

本国内で一般的に用いられているセメントとしては，プレストレストコンクリートでは早強ポルトランドセ

メント，鉄筋コンクリート及び無筋コンクリートでは普通ポルトランドセメントと高炉セメントB種を想定

した。 

 5編のマニュアル（案）では，図－1.2に示したように，結合材の種類ごとに異なる名称を用いているもの

もあるが，いずれの結合材も，このガイドライン（案）で定義した低炭素型セメント結合材に適合するもの

である。 

 

混和材と結合材について 

 このガイドライン（案）では，混和材の例として高炉スラグ微粉末，フライアッシュ等，結合材の例とし

てポルトランドセメント，混和材等を挙げた。これらの材料が有するべき品質については3章に示した。 

 また，5 編のマニュアル（案）では，対象とする結合材や構造物の種別ごとに，セメントと混和材の種類

及び混和材の置換率が異なること，高炉スラグ微粉末やフライアッシュ以外の混和材を用いることがある。

このため，混和材あるいは結合材として取り扱うことのできる材料の選定にあたっては，5 編のマニュアル

（案）の規定を参照するとよい。 
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水結合材比について 

 このガイドライン（案）及び5編のマニュアル（案）の規定に適合する結合材については，水結合材比の

計算において結合材として取り扱ってよい。水結合材比の計算は，式(1.1)によるものとする。 

 

   100(%) ´=
B
W

水結合材比        (1.1) 

ここに，W：単位水量(kg/m3)，B：単位結合材量(kg/m3)である。 

 

 また，フレッシュコンクリート及び硬化コンクリートの品質が，このガイドライン（案），5編のマニュア

ル（案）及び対象とする構造物の設計及び施工に関する既存の基準類の規定に適合することを試験によって

確認した場合には，既存の基準類に示されている「水セメント比」をここで定義した「水結合材比」で読み

替えてよい。 

 

置換率について 

 混合セメントの JIS（JIS R 5211 高炉セメント，JIS R 5212 シリカセメント，JIS R 5213 フライアッシュセ

メント）では，「分量（質量%）」によって各混合セメントに含まれる混和材の割合を表している。このガイ

ドライン（案）では「置換率（質量%）」，5 編のマニュアル（案）では「置換率（質量%）」あるいは「混合

割合（質量%）」によって結合材に含まれる混和材の割合を表すこととした。これらの用語は，特に記載がな

い限り，同義とみなしてよい。なお，混和材の置換率の計算は，式(1.2)によるものとする。 

 

   100(%) ´
+

=
SCMsC

SCMs
置換率        (1.2) 

ここに，C：単位セメント量(kg/m3)，SCMs：単位混和材量(kg/m3)である。単位混和材量には，複数の混和材

の使用量を含めてよい。 

 

 また，混合セメントの JIS では，混和材の分量の上限値と下限値を規定し，これに応じて各混合セメント

を A 種，B 種，C 種の 3 種類に分類している。一方，このガイドライン（案）及び 5 編のマニュアル（案）

で取り扱う低炭素型セメント結合材では，対象とする結合材や構造物の種別によって選定する混和材の種類

や置換率が異なること，混和材の置換率を高炉セメントC種の上限値以上とした結合材も含まれること，混

和材の置換率を高めるほど二酸化炭素の排出削減効果が大きくなること等を踏まえて，混和材の置換率の上

限値と下限値を規定していない。個別の結合材における混和材の種類や置換率の選定方法については，5 編

のマニュアル（案）の規定を参照するとよい。 

 

 なお，ここで定義した用語以外の用語については，JIS A 0203 コンクリート用語等を参考にするとよい。 
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規定の末尾に用いられる字句の意味について 

 このガイドライン（案）及び5編のマニュアル（案）では，適用上の疑義を防ぐため，規定の末尾に用い

られる字句の意味を表－1.2のように定義して区別している。 

 

表－1.2 規定の末尾に用いられる字句の意味 

規定の末尾に用いられる字句 意味 

 ・・・しなければならない。 

 ・・・とする。 
明確な理由がない限り従わなければならない規定。 

 ・・・することが望ましい。 特に大きな支障がなければ従わなければならない規定。 

 ・・・を標準とする。 

実用上，従わなければならない規定。一律な規制が困難なため，規定

の趣旨の範囲内であれば，実験結果や実績等をもとに別途定められた

実用可能かつ簡便な方法を用いることができる規定。 

 ・・・してよい。 

 ・・・することができる。 

本来は厳密な検討を行うとよいが，実験結果や実績等を参考として，

便宜上，実用可能かつ簡便な方法を示した規定。 

 

 

「品質」と「性能」の区別について 

 このガイドライン（案）及び5編のマニュアル（案）では，適用上の疑義を防ぐため，コンクリート構造

物を構築するために用いられるコンクリート，セメント，混和材等の材料の特性を「品質」，構築されたコン

クリート構造物が有する耐久性，安全性，使用性等を「性能」と称して区別している。 

 

英語の語尾に対応する長音符号の扱いについて 

 JIS Z 8301 規格票の様式及び作成方法では，学術用語においては英語のつづりの終わりの-er，-or，-ar等を

仮名書きにする場合に，長音符号を付けるか，付けないか厳格に一定にすることが困難なため，長音符号は

用いても略しても誤りでないとしている。このことを踏まえて，このガイドライン（案）及び5編のマニュ

アル（案）でも，英語のつづりの終わりの-er，-or，-ar 等を仮名書きにする場合の表し方を統一することは

せず，長音符号の使用の有無については個別に対応方法を設定している。 
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2 章 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの品質 
 

 

2.1 一般 
 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートは，品質のばらつきが少なく，所要のワーカビリティー，

強度，耐久性，ひび割れ抵抗性を有し，環境負荷の低減に配慮したものでなければならない。 

 

【解説】 

 この章では，低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートに求められる品質を示した。 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートに求められる品質は，ポルトランドセメントのみを用いた

コンクリートと同様に，ばらつきが少ないこと，施工に適したワーカビリティーを有すること，所要の強度，

耐久性，ひび割れ抵抗性を有することに加えて，構造物の構築に伴って発生する環境負荷の低減に配慮した

ものであることである。 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートでは，ポルトランドセメントのみを用いたコンクリートと

比較して，フレッシュコンクリート及び硬化コンクリートの品質が大幅に異なる場合があるため，所要の性

能を有する構造物を構築するためには，品質の特徴を適切に把握しておくことが肝要である。 

 

 

2.2 ワーカビリティー 
 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートは，施工条件と環境条件に応じて，運搬，打込み，締固め，

仕上げ等に適したワーカビリティーを有するものでなければならない。 

 

【解説】 

 所要の性能を有する構造物を構築するためには，施工条件と環境条件を適切に踏まえた上で，コンクリー

トの運搬，打込み，締固め，仕上げ等を円滑に行う必要がある。低炭素型セメント結合材を用いたコンクリ

ートのワーカビリティーは，セメントと混和材の種類及び混和材の置換率によって異なる傾向を示すことが

ある。このため，低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの施工を問題なく行うためには，特に，充

塡性，圧送性，凝結特性の特徴を適切に把握しておく必要がある。 

 高炉スラグ微粉末の置換率の高いコンクリートや水結合材比の小さいコンクリートでは，フレッシュコン

クリートの粘性が高くなり，充塡性や圧送性が低下することがある。このような粘性の高いコンクリートで

は，均質なコンクリートを得るために要する練混ぜ時間が長くなることもある。また，打込み時の気温が高

いとワーカビリティーの経時的な低下の程度が大きくなることや凝結が早まることも想定される。これらの

ことが懸念される場合には，化学混和剤の選定と使用量の調整を適切に行うとともに，事前の試験によって

ワーカビリティーとその経時変化を確認しておくことが望ましい。 

 また，粘性の高いコンクリートのワーカビリティーを確保するために，スランプの目標値を大きく設定す
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ることやスランプフローで品質管理を行うことも想定されるが，その際には，フレッシュコンクリートが十

分な材料分離抵抗性を有することにも配慮することが望ましい。 

 

 

2.3 強度 
 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートは，構造物に求められる強度を有するものでなければなら

ない。 

 

【解説】 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの強度発現の傾向は，セメントと混和材の種類及び混和材

の置換率によって異なることがある。また，低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの強度発現は，

ポルトランドセメントのみを用いたコンクリートと比較して，湿潤養生期間や打込み後の温度履歴の影響を

受けやすく，湿潤養生期間が短い場合や打込み後のコンクリートの温度が低い場合に遅れることがある。こ

れらの特徴を適切に考慮し，低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートは，構造物に求められる性能や

施工時の気象条件の影響を踏まえて，所定の材齢において所要の強度を有するものである必要がある。 

 

 

2.4 耐久性 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートは，構造物が供用期間中に受ける様々な作用に対して十分

な抵抗性を有し，内部の鋼材を保護できるものでなければならない。 

 

【解説】 

 構造物を問題なく供用していくため，低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートは，様々な作用に対

して十分な抵抗性を有し，内部の鋼材を保護できるものである必要がある。これを阻害する要因としては，

中性化，塩化物イオン浸透，凍結融解，化学的侵食，アルカリシリカ反応等が挙げられる。これらの要因と

低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの関係については，次のように整理できる。 

 

中性化について 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートでは，ポルトランドセメントの使用量が抑制されて，水酸

化カルシウムの含有量が少なくなるため，ポルトランドセメントのみを用いたコンクリートと比較して，中

性化に対する抵抗性が低下する可能性が高い。このため，低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの

中性化に対する抵抗性については，5.4節に示す方法で適切に評価する必要がある。 

 中性化に対する抵抗性の評価にあたっては，施工時と供用時に構造物が置かれる環境条件の影響を適切に

考慮する必要がある。例えば，降雨等によって水分が供給される環境や大気との接触が少ない環境では，降

雨等の影響を受けにくく湿度が低い環境や二酸化炭素濃度が高い環境と比較して，中性化の進行が遅くなる
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ことが多い。また，中性化と塩化物イオン浸透が同時に作用する環境では，中性化の進行とともに水和生成

物に固定されていた塩化物イオンがコンクリートの内部へ移動・濃縮する場合があり，この塩化物イオンに

よって鋼材腐食が発生する可能性がある。 

 

塩化物イオン浸透について 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートでは，硬化体の細孔構造が緻密になること，水和生成物の

塩化物イオンの固定化能力が高まること等から，ポルトランドセメントのみを用いたコンクリートと比較し

て，塩化物イオン浸透に対する抵抗性が向上することが多い。しかし，塩化物イオンに起因する鋼材の腐食

速度は中性化に起因するものと比較して速く，腐食の程度によっては構造物の耐荷性能にも甚大な影響を及

ぼす場合がある。このため，低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの塩化物イオン浸透に対する抵

抗性については，5.5節に示す方法で適切に評価する必要がある。 

 

凍結融解について 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートでは，化学混和剤を用いて AE コンクリートとすることに

よって，ポルトランドセメントのみを用いたコンクリートと同等以上の凍結融解に対する抵抗性を確保でき

ることが多い。しかし，高炉スラグ微粉末の置換率を高炉セメントC種の上限値よりも高くしたコンクリー

トでは，化学混和剤を用いて AE コンクリートとしても凍結融解に対して十分な抵抗性が得られない場合が

ある。また，フライアッシュを用いたコンクリートでは，化学混和剤がフライアッシュに含まれる未燃カー

ボンに吸着されて空気量の確保が困難となる場合がある。このため，低炭素型セメント結合材を用いたコン

クリートの凍結融解に対する抵抗性については，5.6節に示す方法で適切に評価する必要がある。 

 

化学的侵食について 

 混和材の使用は化学的侵食に対する抵抗性を向上させることが多いが，低炭素型セメント結合材を用いた

コンクリートが硫酸塩を含む土壌や水と接する場合等，あらかじめ化学的侵食の作用を受けることが判明し

ている際には，事前の試験によって化学的侵食に対する抵抗性を確認しておくことが望ましい。 

 

アルカリシリカ反応について 

 混和材の置換率一定以上とすると，高炉スラグ微粉末やフライアッシュの反応とともに細孔溶液中の水酸

化物イオンの濃度が低下すること等によって，アルカリシリカ反応の抑制効果が得られる。JIS A 5308の附

属書 B における「アルカリシリカ反応抑制効果のある混合セメントなどを使用する抑制対策の方法」では，

JIS R 5211に適合する高炉セメントB種もしくはC種または JIS R 5213に適合するフライアッシュセメント

B種もしくはC種を用いることとし，高炉セメントB種の高炉スラグの分量は40%以上，フライアッシュセ

メントB種のフライアッシュの分量は15%以上でなければならないとしている。低炭素型セメント結合材を

用いたコンクリートにおいても，高炉スラグ微粉末あるいはフライアッシュの置換率をこれらの分量以上と

する場合には，アルカリシリカ反応の抑制効果が得られると考えてよい。ただし，骨材の種類によっては，
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混和材の置換率を一定以上としてもアルカリシリカ反応を完全に抑制できない場合があるため，アルカリシ

リカ反応が疑われる骨材を用いる場合には，事前の試験によって十分な抑制効果が得られることを確認する

ことが望ましい。 

 また，アルカリシリカ反応が疑われる骨材との組合せで，高炉スラグ微粉末の潜在水硬性あるいはフライ

アッシュのポゾラン活性による反応を促進させることを目的として，ナトリウム，カリウム等を主成分とす

る刺激剤を併用する場合にも，アルカリシリカ反応の抑制効果を事前の試験によって確認しておくことが望

ましい。 

 

長期的な安定性について 

 高炉スラグ微粉末の置換率を高炉セメントC種の上限値よりも高くしたコンクリートでは，コンクリート

の仕上げ面のペーストが脆くなり骨材が露出するアブサンデン現象の発生が懸念される場合がある。また，

混和材の使用によってDEF（Delayed Ettrigite Formation：エトリンガイトの遅延生成）の抑制効果が得られる

ことを期待できるが，せっこうの添加量が多く若材齢で高温履歴を受けるようなコンクリートでは，逆に

DEF の発生が懸念される場合もある。アブサンデン現象や DEF の発生が懸念される場合には，供用時に構

造物が置かれる環境条件となるべく近い条件での暴露試験等によって硬化コンクリートの長期的な安定性を

確認しておくことが望ましい。 

 

 

2.5 ひび割れ抵抗性 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートは，温度変化や収縮等に伴う体積変化に起因するひび割れ

の発生ができるだけ少ないものでなければならない。 

 

【解説】 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートにおいても，コンクリート表面のひび割れは，ポルトラン

ドセメントのみを用いたコンクリートと同様に，構造物の美観を損なわせ，水や酸素等の腐食因子の侵入を

容易にして鋼材腐食の発生リスクを高め，構造物の耐久性を低下させる要因となる場合がある。このため，

コンクリートに発生するひび割れをできるだけ少なくするとともに，ひび割れが発生しても，耐久性上有害

なひび割れとならないように，ひび割れ幅を制御する必要がある。 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートでは，ポルトランドセメントのみを用いたコンクリートと

比較して，若材齢の結合材の反応による発熱量が少なくなることが多い。しかし，高炉スラグ微粉末の置換

率の高いコンクリートでは，特にコンクリート打込み直後の若材齢において自己収縮に起因する体積変化が

大きくなることが多く，また，この傾向は若材齢で高温履歴を受けるマスコンクリートで顕著に現れる可能

性が高い。若材齢の温度変化や自己収縮に伴う体積変化が拘束されて発生する温度ひび割れに対する抵抗性

については，5.7節に示す方法で適切に評価する必要がある。 

  



12 
 

2.6 環境負荷低減効果 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートは，構造物のライフサイクルで発生する環境負荷をできる

だけ少なくし，特に材料製造時に発生する二酸化炭素排出量の削減に寄与するものでなければならない。 

 

【解説】 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートにおいても，ポルトランドセメントのみを用いたコンクリ

ートと同様に，構造物のライフサイクルで発生する環境負荷をできるだけ少なくなるよう抑制する必要があ

る。ここでの環境負荷の抑制には，温室効果ガス，汚染物質及び廃棄物の発生量の削減に加えて，自然環境

の保護等も含まれる。 

 温室効果ガスには様々なものが存在するが，人為的に排出されるもので地球温暖化への影響度が最も大き

いと考えられているのが二酸化炭素である。低炭素型セメント結合材の特徴の一つは，ポルトランドセメン

トの一部分あるいは大部分を高炉スラグ微粉末やフライアッシュ等の混和材で置換してポルトランドセメン

トの使用量を抑制し，コンクリートに用いる材料の製造時に発生する二酸化炭素排出量を削減できることで

ある。低炭素型セメント結合材の使用によって得られる二酸化炭素排出量の削減効果については，5.8節に示

す方法で定量的に評価する必要がある。 

 また，高炉スラグ微粉末は鉄鋼生産，フライアッシュは石炭火力発電の過程で得られる産業副産物である。

このため，高炉スラグ微粉末やフライアッシュ等の混和材の置換率を高め，これらの使用量を増やすことに

よって，産業副産物の有効利用にも貢献できる。 
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3 章 材料 
 

 

3.1 一般 

(1) 材料は，品質が確かめられたものでなければならない。 

(2) JIS及び土木学会規準の品質規格に適合する材料は，品質が確かめられた材料であると判断してよい。た

だし，JIS及び土木学会規準の品質規格に適合する材料であっても，品質規格の試験条件と異なる条件で

用いる場合には，フレッシュコンクリート及び硬化コンクリートが所要の品質を有することを確認しなけ

ればならない。 

(3) JIS及び土木学会規準に品質規格の定められていない材料を用いる場合には，フレッシュコンクリート及

び硬化コンクリートが所要の品質を有することを確認しなければならない。 

 

【解説】 

 この章では，低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートを構成する材料に求められる品質を示した。 

 なお，対象とする結合材や構造物の種別によって用いる材料の種類と品質が異なるため，個別の結合材で

用いる材料の選定については，5編のマニュアル（案）の規定を参照するとよい。 

 

(1)について 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートを構成する材料の品質はフレッシュコンクリート及び硬化

コンクリートの品質に多大な影響を与えるため，所要の性能を有する構造物を構築するためには品質が確か

められた材料を用いる必要がある。 

 

(2)について 

 JIS 及び土木学会規準の品質規格に適合する材料は品質が確かめられた材料であると判断してよいが，JIS

及び土木学会規準の品質規格に適合する材料であっても，品質規格の試験条件と異なる条件で用いられる場

合がある。このような場合には，実施工となるべく近い条件での試験の結果等を参考として，フレッシュコ

ンクリート及び硬化コンクリートが所要の品質を有することを確認する必要がある。例えば，JIS A 6202 コ

ンクリート用膨張材の膨張性試験は普通ポルトランドセメントを用いた供試体を製作して行われるため，低

炭素型セメント結合材を用いたコンクリートでの膨張材の効果については試験によって別途確認しておくこ

とが望ましい。 

 

(3)について 

 JIS 及び土木学会規準に品質規格の定められていない材料を用いる場合には，実施工となるべく近い条件

での試験の結果等を参考として，フレッシュコンクリート及び硬化コンクリートが所要の品質を有すること

を確認する必要がある。  
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3.2 セメント 

(1) セメントは，JIS R 5210に適合したものを標準とする。 

(2) (1)以外のセメントについては，その品質を確かめ，これを用いたコンクリートが所要の品質を有するこ

とを確認しなければならない。 

 

【解説】 

(1)について 

 このガイドライン（案）では，JIS R 5210に適合するポルトランドセメントを用いることを標準とした。

JIS R 5210では6種類のポルトランドセメントの品質が規定されているが，ポルトランドセメントの種類は

フレッシュコンクリートのワーカビリティー，硬化コンクリートの強度，耐久性，ひび割れ抵抗性に多大な

影響を与えるため，対象とする構造物の種別，施工条件，環境条件等を考慮して適切なセメントを選定する

必要がある。 

 また，JIS R 5210に適合するポルトランドセメントには，少量混合成分として，高炉スラグやシリカ質混

合材，フライアッシュ，石灰石が 5%以下の割合で含まれるものもあるが，これらの少量混合成分について

は混和材としては考慮しないこととする。 

 

(2)について 

 JIS R 5210に適合するポルトランドセメント以外のセメントを用いる場合には，実施工となるべく近い条

件での試験の結果等を参考として，フレッシュコンクリート及び硬化コンクリートが所要の品質を有するこ

とを確認する必要がある。 

 混合セメントの JIS（JIS R 5211 高炉セメント，JIS R 5212 シリカセメント，JIS R 5213 フライアッシュセ

メント）では混合セメントに含まれる混和材の分量を規定しているが，市販されている混合セメントには混

和材の置換率が明示されていないものもある。このため，低炭素型セメント結合材の一部として混合セメン

トを用いる場合には，ヒアリング等によって混合セメントに含まれる混和材の置換率を明確にし，低炭素型

セメント結合材に含まれる混和材の置換率を把握しておくことが望ましい。 

 

 

3.3 練混ぜ水 

(1) 練混ぜ水は，上水道水，JSCE-B 101または JIS A 5308附属書Cに適合したものを標準とする。 

(2) (1)以外の練混ぜ水については，その品質を確かめ，これを用いたコンクリートが所要の品質を有するこ

とを確認しなければならない。 

 

【解説】 

(1)について 

 このガイドライン（案）では，上水道水，JSCE-B 101または JIS A 5308附属書Cに適合した練混ぜ水を用
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いることを標準とした。ただし，回収水を用いる場合には，実施工となるべく近い条件での試験の結果等を

参考として，フレッシュコンクリート及び硬化コンクリートが所要の品質を有することを確認しておくこと

が望ましい。 

 

(2)について 

 (1)以外の練混ぜ水を用いる場合には，実施工となるべく近い条件での試験の結果等を参考として，フレッ

シュコンクリート及び硬化コンクリートが所要の品質を有することを確認する必要がある。 

 

 

3.4 混和材 
(1) 高炉スラグ微粉末は，JIS A 6206に適合したものを標準とする。 

(2) フライアッシュは，JIS A 6201に適合したもののうち，フライアッシュⅠ種あるいはフライアッシュⅡ種

を標準とする。 

(3) (1)～(2)以外の混和材については，その品質を確かめ，これを用いたコンクリートが所要の品質を有する

ことを確認しなければならない。 

 

【解説】 

(1)について 

 このガイドライン（案）では，JIS A 6206に適合する高炉スラグ微粉末を用いることを標準とした。 

 JIS A 6206では，高炉スラグ微粉末3000，高炉スラグ微粉末4000，高炉スラグ微粉末6000，高炉スラグ微

粉末8000の4種類の高炉スラグ微粉末の品質を規定している。これらの高炉スラグ微粉末は比表面積や活性

度指数等が異なるため，いずれの高炉スラグ微粉末を用いるかによって，フレッシュコンクリートのワーカ

ビリティー，硬化コンクリートの強度，耐久性，ひび割れ抵抗性に与える影響が異なる可能性がある。した

がって，対象とする構造物の種別，施工条件，環境条件等を考慮して，適切な高炉スラグ微粉末を選定して

用いる必要がある。 

 

(2)について 

 このガイドライン（案）では，JIS A 6201に適合するフライアッシュのうち，フライアッシュⅡ種とこれ

と同等以上の品質を有するフライアッシュⅠ種を用いることを標準とした。 

 JIS A 6201では，フライアッシュⅢ種とフライアッシュⅣ種の品質も規定しているが，これらは細骨材の

代替として用いられることが多く，この場合には結合材としては取り扱わない。このため，フライアッシュ

Ⅲ種とフライアッシュⅣ種の使用については標準としなかった。 

 

(3)について 

 高炉スラグ微粉末とフライアッシュ以外に，シリカフューム，膨張材，刺激剤，せっこう等を用いる場合
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には，実施工となるべく近い条件での試験の結果等を参考として，フレッシュコンクリート及び硬化コンク

リートが所要の品質を有することを確認する必要がある。 

 

 

3.5 化学混和剤 
(1) 化学混和剤は，JIS A 6204に適合したものを標準とする。 

(2) (1)以外の化学混和剤については，その品質を確かめ，これを用いたコンクリートが所要の品質を有する

ことを確認しなければならない。 

 

【解説】 

(1)について 

 このガイドライン（案）では，JIS A 6204に適合する化学混和剤を用いることを標準とした。 

 高炉スラグ微粉末の置換率の高いコンクリートや水結合材比の小さいコンクリートでは，所要のワーカビ

リティーを確保するために，高性能 AE 減水剤，高性能減水剤，高機能タイプの AE 減水剤等の使用が必要

となることが多い。また，高炉スラグ微粉末あるいはフライアッシュの置換率が高いと所定の空気量を確保

するための AE 剤の使用量が多くなることがあり，混和材の種類と置換率，水結合材比によっては化学混和

剤の効果が異なることもある。このため，化学混和剤の選定と使用量の調整を行う際には，実施工となるべ

く近い条件で試し練りを行い，フレッシュコンクリートの品質を確認することが望ましい。 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートのフレッシュ性状は，セメント及び混和材の種類や混和材

の置換率によって，ポルトランドセメントのみを用いたコンクリートと異なる傾向を示すことがある。例え

ば，高炉スラグ微粉末の置換率の高いコンクリートや水結合材比の小さいコンクリートではフレッシュコン

クリートの粘性が高くなる場合があること，フライアッシュの品質によっては化学混和剤がフライアッシュ

に含まれる未燃カーボンに吸着されて空気量の確保が困難となる場合があること，スランプや空気量等のフ

レッシュ性状や凝結時間が施工時の気温の影響を受けやすく，特に施工時の気温が高いとワーカビリティー

の経時的な低下の程度が大きくなる場合があること，化学混和剤の使用量が過大になると凝結の遅延を引き

起こす場合があること等が知られている。これらの点を十分に踏まえて，フレッシュコンクリートが所要の

品質を有するよう，化学混和剤の選定と使用量の調整を行う必要がある。 

 

(2)について 

 混和材の置換率の高いコンクリートを主な用途とした化学混和剤が開発されつつあるが，JIS A 6204に適

合する化学混和剤以外の化学混和剤を使用する場合には，実施工となるべく近い条件での試験の結果等を参

考として，フレッシュコンクリート及び硬化コンクリートが所要の品質を有することを確認する必要がある。 
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4 章 配合 
 

 

4.1 一般 
 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの配合は，コンクリートが所要のワーカビリティー，強度，

耐久性，ひび割れ抵抗性を有する範囲内で，単位水量をできるだけ小さくし，かつ，品質のばらつきが少な

くなるように設定するものとする。 

 

【解説】 

 この章では，低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの配合を設定する際に配慮することが望まし

い事項を示した。 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートにおいても，ポルトランドセメントのみを用いたコンクリ

ートと同様に，フレッシュコンクリート及び硬化コンクリートの品質を確保するため，単位水量をできるだ

け小さくし，かつ，品質のばらつきが少なくなるように配合を設定する必要がある。 

 なお，対象とする結合材や構造物の種別ごとの配合設計の標準的な方法については，5編のマニュアル（案）

の規定を参照するとよい。 

 

 

4.2 セメントと混和材の種類及び混和材の置換率 
 低炭素型セメント結合材に用いるセメントと混和材の種類及び混和材の置換率は，フレッシュコンクリー

ト及び硬化コンクリートが所要の品質を有するよう，適切に設定するものとする。 

 

【解説】 

 セメントと混和材の種類及び混和材の置換率には，多種多様な組合せが存在する。これらの組合せはフレ

ッシュコンクリートのワーカビリティー，硬化コンクリートの強度，耐久性，ひび割れ抵抗性等に多大な影

響を及ぼすため，対象とする構造物の種別，施工条件，環境条件等を考慮して，セメントと混和材の種類及

び混和材の置換率を適切に設定する必要がある。 

 また，環境負荷の低減の観点からは，混和材の置換率を高めるほど二酸化炭素排出削減効果を大きくでき

ること，混和材の産地には地域的な偏りがあるため，地産地消に配慮することによって輸送に伴って発生す

る環境負荷を低減できること等を踏まえた上で，混和材の種類及び置換率を検討することが望ましい。 
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4.3 水結合材比 
 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの水結合材比は，フレッシュコンクリート及び硬化コンク

リートが所要の品質を有するよう，適切に設定するものとする。 

 

【解説】 

 コンクリートの水結合材比は強度と耐久性に影響を及ぼすことから，特に混和材の置換率の高いコンクリ

ートでは，初期材齢の強度発現と中性化に対する抵抗性を確保するために，ポルトランドセメントのみを用

いたコンクリートと比較して，水結合材比を小さく設定することが多い。ただし，混和材の置換率が高く，

かつ，水結合材比が小さいコンクリートでは，ポルトランドセメントのみを用いたコンクリートと比較して，

フレッシュコンクリートの粘性が高くなり，ワーカビリティーが損なわれることがある。このため，水結合

材比を設定する際には，フレッシュコンクリートのワーカビリティー，硬化コンクリートの強度，耐久性，

ひび割れ抵抗性等を総合的に勘案する必要がある。 
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5 章 設計 
 

 

5.1 一般 
(1) 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの設計値は，試験等に基づいて設定するものとする。 

(2) 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの耐久性及び温度ひび割れ抵抗性は，施工時と供用時に構

造物が置かれる環境条件を適切に考慮して，十分な信頼性を有する方法によって評価するものとする。 

(3) 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの二酸化炭素排出削減効果は，十分な信頼性を有する方法

及びデータに基づき，定量的に評価するものとする。 

 

【解説】 

 この章では，低炭素型セメント結合材を用いたコンクリート構造物の設計の原則と配慮することが望まし

い事項を示した。 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの品質には，ポルトランドセメントのみを用いたコンクリ

ートと異なる傾向を示すものが多くある。このため，構造計算に用いる設計値については，試験等に基づい

て設定し，耐久性及び温度ひび割れ抵抗性については，施工時と供用時に構造物が置かれる環境条件を適切

に考慮して十分な信頼性を有する方法によって評価する必要がある。また，二酸化炭素排出削減効果につい

ては，十分な信頼性を有する方法及びデータに基づいて，定量的に評価する必要がある。 

 なお，対象とする結合材や構造物の種別ごとの設計の標準的な方法については，5 編のマニュアル（案）

の規定を参照するとよい。 

 

 

5.2 強度 
(1) 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの強度は，原則として，標準養生を行った供試体の材齢

28日における試験強度に基づいて定めるものとする。ただし，構造物の要求性能に応じて，28日以外の

材齢を設定してよい。 

(2) 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの強度を確認または推定する際には，打込み後のコンクリ

ートの温度履歴の影響を適切に考慮するものとする。 

(3) 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの圧縮強度以外の強度特性のうち，試験によって圧縮強度

との関係を確認したものについては，圧縮強度に基づいて設定してよい。 

 

【解説】 

(1)について 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの強度は，原則として，標準養生を行った供試体の材齢28

日における試験強度に基づいて定めることとした。ただし，低炭素型セメント結合材を用いたコンクリート
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の強度はポルトランドセメントのみを用いたコンクリートよりも長期にわたって増加することが確認されて

いるため，早期の強度発現が求められない構造物では，28日以外の材齢，例えば，56日や91日，の試験強

度に基づいて強度を定めてもよい。 

 

(2)について 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの強度発現は，初期材齢の温度履歴の影響を受けるため，

強度の確認または推定にあたっては，打込み後のコンクリートの温度履歴の影響を適切に考慮する必要があ

る。例えば，型枠や支保工の取外しやプレストレス力の導入等，材齢28日よりも早期の段階でコンクリート

の強度を確認する必要がある場合には，実際の部材となるべく近い条件で養生を行った供試体の試験強度に

基づいて強度を確認することが望ましい。 

 打込み後のコンクリートの温度履歴を考慮した強度の推定方法として，有効材齢や積算温度を用いた方法

がある。低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートでは，これらの方法の推定精度が温度履歴によって

異なる場合があることが確認されている。例えば，冬期に打込み後のコンクリートが低温状態に継続して置

かれる場合には，初期材齢の強度発現の遅れが著しくなるため，強度を過大に推定することがある。この傾

向は特にコンクリートの平均温度が10℃よりも低いと明確に現れることが確認されているため，冬期で打込

み時の気温が低く，かつ，部材寸法が小さく結合材の反応による温度上昇が見込めない場合には，初期凍害

の防止の観点から注意が必要である。一方，マスコンクリートで若材齢において高温履歴を受ける場合や冬

期以外で打込み後のコンクリートが低温状態に継続して置かれない場合には，初期材齢の強度を精度良く推

定できることが確認されている。 

 

(3)について 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートのヤング係数や割裂引張強度，曲げ強度等，圧縮強度以外

の強度特性のうち，試験によって圧縮強度との関係を確認したものについては，圧縮強度に基づいて設定し

てよいこととした。 
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5.3 クリープ・収縮 

 クリープ及び収縮の影響を無視できない構造物の設計においては，低炭素型セメント結合材を用いたコン

クリートのクリープ及び収縮の特性を適切に考慮するものとする。 

 

【解説】 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートのクリープ及び収縮の特性には，ポルトランドセメントの

みを用いたコンクリートと異なる傾向を示すものもある。このため，プレストレストコンクリートや持続荷

重の作用を受ける構造物等，クリープ及び収縮の影響を無視できない構造物の設計においては，試験や実績

等に基づき，クリープ及び収縮の特性を適切に考慮する必要がある。 

 例えば，低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートのクリープ係数と乾燥収縮ひずみは，ポルトラン

ドセメントのみを用いたコンクリートと比較して，圧縮強度が同程度の場合，同等か小さくなることが確認

されている。また，高炉スラグ微粉末を用い，かつ，水結合材比の小さいコンクリートでは，特に若材齢で

高温履歴を受ける場合に，自己収縮ひずみの進行速度と最終値が大きくなる場合があることが確認されてい

る。このような場合には，5.7節に基づき，温度ひび割れに対する抵抗性を適切に評価する必要がある。 

 

 

5.4 中性化に対する抵抗性 
 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの中性化に対する抵抗性は，施工時と供用時に構造物が置

かれる環境条件を適切に考慮して，暴露試験や促進試験の結果等に基づき，十分な信頼性を有する方法によ

って評価するものとする。 

 

【解説】 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートでは，ポルトランドセメントの使用量が抑制されて，水酸

化カルシウムの含有量が少なくなるため，ポルトランドセメントのみを用いたコンクリートと比較して，中

性化に対する抵抗性が低下する可能性が高い。このため，低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの

中性化に対する抵抗性は，施工時と供用時に構造物が置かれる環境条件を適切に考慮して，暴露試験や促進

試験の結果等に基づき，十分な信頼性を有する方法によって評価する必要がある。 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの中性化に対する抵抗性の評価には，構造物の供用期間中

に中性化深さが鋼材腐食発生限界深さに達しないことを照査する方法を用いてよい。暴露試験や促進試験の

結果等に基づいて構造物の供用期間中に中性化深さが鋼材腐食発生限界深さに達しないことを確認し，これ

を担保するかぶりの最小値を確保する場合には，中性化に対して十分な抵抗性を有すると判定してよい。た

だし，これらの方法によって中性化に対する抵抗性を評価する際には，次の事項に留意する必要がある。 
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中性化深さの推定方法について 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの中性化は，時間の平方根に比例して進行すると仮定して

よい。すなわち，構造物の供用期間中における中性化深さは，式(5.1)で示される√t則に従うと仮定して推定

してよい。ここで用いる中性化速度係数については，暴露試験あるいは促進中性化試験の結果等に基づいて

設定する必要がある。 

   ty ×=a          (5.1) 

ここに，y：中性化深さの推定値(mm)，α：中性化速度係数(mm/√year)，t：供用期間(year)である。 

 

暴露試験の結果に基づく中性化速度係数の設定ついて 

 供用時に構造物が置かれる環境条件と同様の環境条件で行った暴露試験の結果を入手できる場合には，こ

の結果を用いて中性化速度係数を設定してよい。 

 屋外での暴露試験の結果を用いる場合には，なるべく長期の暴露試験の結果を用いることが望ましい。長

期的な暴露試験の実施は必ずしも容易ではないが，気温や降水量等の気象条件は季節によって異なり，この

ような年間をとおした気象条件の違いは中性化の進行速度にも影響を与える可能性が高いため，屋外暴露試

験の実施期間については少なくとも1年間以上とすることが望ましい。 

 

促進中性化試験の結果に基づく中性化速度係数の設定について 

 暴露試験の結果を入手できない場合には，JIS A 1153に準拠した促進中性化試験を行い，この結果を用い

て中性化速度係数を設定してよい。ただし，この促進中性化試験では供用時に構造物が置かれる屋外の環境

条件と大幅に異なる試験条件（温度20±2℃，相対湿度60±5%，二酸化炭素濃度5±0.2%）を採用している

ため，促進中性化試験から得られた中性化速度係数については，式(5.2)を用いて二酸化炭素濃度の差を補正

する必要がある。式(5.2)と同様の考え方は文献 1)～3)でも採用されており，異なる二酸化炭素濃度の環境で

の中性化の進行速度が二酸化炭素濃度の平方根の比で関係づけられるとするものである。 

 

   ACTACTACT COCOA ,22 /×=a        (5.2) 

ここに，αACT：二酸化炭素濃度の差を補正した中性化速度係数(mm/√week)，AACT：促進中性化試験から得ら

れる中性化速度係数(mm/√week)，CO2：実環境の二酸化炭素濃度(%)，CO2, ACT：促進中性化試験の二酸化炭

素濃度(= 5%)である。 

 

 式(5.2)の実環境の二酸化炭素濃度については，供用時に構造物が置かれる環境条件を適切に考慮して設定

する必要がある。例えば，文献2)では，屋外で0.05%，室内で0.2%，文献3)では，屋外で0.03%，室内で0.1%，

気象庁のホームページ 4)では，2014年の世界の二酸化炭素の平均濃度を0.03977%としており，これらの値を

参考として設定するとよい。 
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中性化残りの設定について 

 鋼材腐食発生限界深さは，かぶりの設計値から中性化残りを差し引いて得られる。ここで用いる中性化残

りについては，供用時に構造物が置かれる環境条件を適切に考慮して設定する必要がある。塩化物イオンの

供給がある環境では，かぶり部のコンクリートの中性化によって水和生成物に固定されていた塩化物イオン

がコンクリート内部に移動・濃縮することが確認されている。現時点ではこのような複合劣化を簡易にモデ

ル化する方法が存在しないため，中性化と塩化物イオン浸透が同時に進行する環境では，塩化物イオンの供

給がない環境よりも中性化残りを大きく設定し，中性化によって移動・濃縮した塩化物イオンに起因する鋼

材腐食の発生を防止する必要がある。例えば，コンクリート標準示方書 5)では，中性化残りを通常環境下で

10mm，塩害環境下で 10～25mm としており，これらの値を参考としてよい。ただし，塩化物イオンの供給

がある屋外での暴露試験において，高炉スラグ微粉末あるいはフライアッシュの置換率を高炉セメントC種

あるいはフライアッシュセメントC種の上限値以上としたコンクリートでは，JIS A 1152のフェノールフタ

レイン溶液噴霧法で測定した中性化深さよりも12mm程度内部まで塩化物イオンが浸透していたことが確認

されているため，塩害環境下ではこれよりも大きく中性化残りを設定する必要がある。 

 

中性化速度係数の予測式の適用性について 

 コンクリート標準示方書 5)では，式(5.3)の中性化速度係数の予測式を採用している。この式から得られた

中性化速度係数の予測値と暴露試験から得られた中性化速度係数の測定値を比較した結果，混和材の置換率

を高炉セメントC種の上限値以上としたコンクリートにおいて，予測値が測定値よりも小さくなったことが

確認されている。このため，混和材の置換率を高炉セメントC種の上限値以上としたコンクリートにおいて

は，式(5.3)の適用が困難であり，暴露試験あるいは促進中性化試験の結果に基づいて，中性化速度係数を設

定する必要がある。 

 

   
dp

JSCE AkC
W

×+
+-= 0.957.3a        (5.3) 

ここに，αJSCE：中性化速度係数の予測値(mm/√year)，W：単位体積あたりの水の質量(kg/m3)，Cp：単位体積

あたりのポルトランドセメントの質量(kg/m3)，Ad：単位体積あたりの混和材の質量(kg/m3)，k：混和材の種類

により定まる定数(高炉スラグ微粉末の場合 k = 0.7，フライアッシュの場合 k = 0)である。 

 

環境条件の考慮について 

 中性化の作用を受けない環境条件下で供用される構造物，無筋構造物で用心鉄筋も配置されていない構造

物においては，供用期間中の中性化による鋼材腐食の懸念がないため，中性化に対する抵抗性の評価を省略

してよい。中性化の作用を受けない環境条件としては，例えば，水中や土中等，大気との接触がない環境に

常時置かれる場合が挙げられる。 
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5.5 塩化物イオン浸透に対する抵抗性 
 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの塩化物イオン浸透に対する抵抗性は，施工時と供用時に

構造物が置かれる環境条件を適切に考慮して，暴露試験や促進試験の結果等に基づき，十分な信頼性を有す

る方法によって評価するものとする。 

 

【解説】 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートでは，硬化体の細孔構造が緻密になること，水和生成物の

塩化物イオンの固定化能力が高まること等から，ポルトランドセメントのみを用いたコンクリートと比較し

て，塩化物イオン浸透に対する抵抗性が向上することが多い。しかし，塩化物イオンに起因する鋼材の腐食

速度は中性化に起因するものと比較して速く，腐食の程度によっては構造物の耐荷性能にも甚大な影響を及

ぼす場合がある。このため，低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの塩化物イオン浸透に対する抵

抗性は，施工時と供用時に構造物が置かれる環境条件を適切に考慮して，暴露試験や促進試験の結果等に基

づき，十分な信頼性を有する方法を用いて評価する必要がある。 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの塩化物イオン浸透に対する抵抗性の評価では，十分な信

頼性を有するデータを入手できる場合には，構造物の供用期間中に鋼材位置の塩化物イオン濃度が鋼材腐食

発生限界濃度に達しないことを照査する方法を用いてよい。また，低炭素型セメント結合材を用いたコンク

リートの塩化物イオンの見掛けの拡散係数が対象とする構造物で一般的に用いられているセメントを結合材

としたコンクリートの塩化物イオンの見掛けの拡散係数よりも小さくなることを試験によって確認し，かつ，

既存の基準類におけるかぶりの最小値の規定を順守する場合には，塩化物イオン浸透に対して十分な抵抗性

を有すると判定してよい。ただし，これらの方法によって塩化物イオン浸透に対する抵抗性を評価する際に

は，次の事項に留意する必要がある。 

 

かぶりの最小値について 

 電気泳動試験（JSCE-G 571）や浸せき試験（JSCE-G 572）の結果によると，低炭素型セメント結合材を用

いたコンクリートの塩化物イオン浸透に対する抵抗性はポルトランドセメントのみを用いたコンクリートと

比較して向上することが確認されている。しかし，現時点では，低炭素型セメント結合材を用いたコンクリ

ートにおける鋼材腐食発生限界濃度が明確でないこと，環境条件や構造物の部位の違い等による塩化物イオ

ン供給量の差やかぶり部のコンクリートの中性化が塩化物イオンの浸透メカニズムに与える影響が十分には

明確でないこと，実環境下における長期的な耐久性に関するデータの蓄積が十分でないこと等が懸念される。

また，既存の基準類のかぶりの最小値の規定は，鋼材腐食の防止に加えて，コンクリートと鋼材の付着の確

保と火災に対する鋼材の保護の観点からも定められたものである。したがって，構造物の供用期間中に鋼材

位置の塩化物イオン濃度が鋼材腐食発生限界濃度に達しないことを確認した場合においても，かぶりの最小

値については既存の基準類の規定に準拠することが望ましい。 
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コンクリート内部の塩化物イオン濃度の推定方法について 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの内部における塩化物イオンの浸透は，式(5.4)のFickの拡

散方程式の解に従うと仮定してよい。ただし，かぶり部のコンクリートの中性化深さが大きくなる場合には，

式(5.4)を用いて塩化物イオン浸透を推定することが困難となる。このような場合には，中性化に対する抵抗

性の評価において，中性化残りを大きく設定することで，かぶり部のコンクリートの中性化によって内部に

移動・濃縮する塩化物イオンに起因する鋼材腐食の発生を防止する必要がある。 

 

   i
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(1),( 0       (5.4) 

ここに，C(x, t)：距離 xと供用期間 tでの塩化物イオン濃度(kg/m3)，x：コンクリート表面からの距離(cm)，t：

供用期間(year)，C0：コンクリート表面における塩化物イオン濃度(kg/m3)，Ci：初期含有塩化物イオン濃度

(kg/m3)，Dap：塩化物イオンの見掛けの拡散係数(cm2/year)，erf：誤差関数である。 

 

塩化物イオンの見掛けの拡散係数について 

 供用時に構造物が置かれる環境条件と同様の環境条件で行った暴露試験の結果を入手できる場合には，こ

の結果を用いて塩化物イオンの見掛けの拡散係数を設定してよい。暴露試験の結果を入手できない場合には，

浸せき試験の結果を用いて塩化物イオンの見掛けの拡散係数を設定してよい。 

 また，電気泳動試験から得られる実効拡散係数を用いても，低炭素型セメント結合材を用いたコンクリー

トとポルトランドセメントのみを用いたコンクリートの塩化物イオン浸透に対する抵抗性を比較できること

が確認されている。ただし，電気泳動試験から得られる実効拡散係数は，暴露試験や浸せき試験から得られ

る見掛けの拡散係数とは物理的意味が異なるため，実効拡散係数を見掛けの拡散係数に換算するためには，

両者の関係を試験によって別途明らかにしておく必要がある。 

 

鋼材腐食発生限界濃度の設定について 

 コンクリート標準示方書 5)では，複数のセメントの種類ごとに鋼材腐食発生限界濃度が示されているが，

高炉スラグ微粉末あるいはフライアッシュの置換率を高炉セメントC種相当以上あるいはフライアッシュセ

メントC種相当以上としたコンクリート，複数の混和材を同時に用いたコンクリート，早強ポルトランドセ

メントの一部を混和材で置換したコンクリート等については鋼材腐食発生限界濃度が示されていない。この

ため，供用期間中に鋼材位置の塩化物イオン濃度が鋼材腐食発生限界濃度に達しないことを照査するために

は，試験や実績等に基づき，鋼材腐食発生限界濃度を適切に設定する必要がある。 

  



26 
 

環境条件の考慮について 

 中性化と塩化物イオン浸透の作用を同時に受ける環境条件下で供用される構造物では，塩化物イオン浸透

に対する抵抗性の評価を行うとともに，中性化に対する抵抗性の評価において，かぶり部のコンクリートの

中性化による塩化物イオンの移動・濃縮の影響を考慮して，中性化残りを適切に設定する必要がある。 

 

 

5.6 凍結融解に対する抵抗性 
 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの凍結融解に対する抵抗性は，施工時と供用時に構造物が

置かれる環境条件を適切に考慮して，暴露試験や促進試験の結果等に基づき，十分な信頼性を有する方法に

よって評価するものとする。 

 

【解説】 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートでは，化学混和剤を用いて AE コンクリートとすることに

よって，ポルトランドセメントのみを用いたコンクリートと同等以上の凍結融解に対する抵抗性を確保でき

ることが多い。しかし，高炉スラグ微粉末の置換率を高炉セメントC種の上限値よりも高くしたコンクリー

トでは，化学混和剤を用いて AE コンクリートとしても凍結融解に対して十分な抵抗性が得られない場合が

ある。また，フライアッシュを用いたコンクリートでは化学混和剤がフライアッシュに含まれる未燃カーボ

ンに吸着されて空気量の確保が困難となる場合もある。このため，低炭素型セメント結合材を用いたコンク

リートの凍結融解に対する抵抗性は，施工時と供用時に構造物が置かれる環境条件を適切に考慮して，暴露

試験や促進試験の結果等に基づき，十分な信頼性を有する方法によって評価する必要がある。 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの凍結融解に対する抵抗性の評価は，JIS A 1148のA 法に

準拠した凍結融解試験による相対動弾性係数の測定値に基づいて行ってよい。コンクリート標準示方書 5)で

は構造物の置かれる気象条件ごとに相対動弾性係数の最小限界値を示しており，供用時に構造物が置かれる

環境条件を適切に考慮して，これを参考として凍結融解に対する抵抗性を評価してよい。 

 また，対象とする低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートにおいて，セメントと混和材の種類，混

和材の置換率，化学混和剤の種類と使用量，骨材の種類，空気量の目標値等，実施工と同条件で製作した供

試体を用いた凍結融解試験を事前に行い，凍結融解に対して十分な抵抗性が得られることを確認している場

合には，施工時のフレッシュコンクリートの空気量の管理を適切に行うことによって，凍結融解に対して十

分な抵抗性を有すると判定してよい。 
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5.7 温度ひび割れに対する抵抗性 
 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートで温度ひび割れの発生が懸念される場合には，温度応力解

析の結果等に基づき，温度ひび割れに対する抵抗性を評価するものとする。 

 

【解説】 

 若材齢での温度変化や自己収縮等に伴う体積変化が拘束されるために発生する温度ひび割れに対する抵抗

性の評価は，コンクリート標準示方書 5)あるいはマスコンクリートのひび割れ制御指針 6)に準拠した十分な

信頼性を有する解析手法を用いて，温度ひび割れ発生確率あるいは温度ひび割れ指数に基づいて行う必要が

ある。また，これらと同等以上の信頼性を有することが確認された方法であれば，温度ひび割れに対する抵

抗性の評価に用いてよい。 

 温度ひび割れに対する抵抗性の評価において，ひび割れ発生確率あるいはひび割れ指数の目標値について

は，構造物の要求性能と供用時に構造物が置かれる環境条件を考慮した上で適切に設定する必要がある。ま

た，温度ひび割れを制御するためには，設計，材料選定，配合設計，施工等の各段階で採用することのでき

る温度ひび割れ制御対策を総合的に検討し，必要に応じた対策を実施する必要がある。 

 コンクリート標準示方書 5)とマスコンクリートのひび割れ制御指針 6)では，セメントの種類ごとに，コン

クリートの熱特性（熱膨張係数，断熱温度上昇特性等），力学特性（圧縮強度，割裂引張強度，ヤング係数等），

収縮特性（自己収縮ひずみ等）等の物性値を示している。混和材を用いる場合については，高炉セメント B

種あるいはフライアッシュセメントB種を用いたコンクリートの物性値を示しているが，高炉スラグ微粉末

あるいはフライアッシュの置換率を高炉セメントC種相当以上あるいはフライアッシュセメントC種相当以

上としたコンクリート，複数の混和材を同時に用いたコンクリート，早強ポルトランドセメントの一部を混

和材で置換したコンクリート等については，温度ひび割れに対する抵抗性の評価に用いる物性値が明確では

ない。低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの物性値が既存の基準類に示されていない場合には，

試験や実績等によって適切な物性値を設定して，温度ひび割れに対する抵抗性を評価する必要がある。 
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5.8 二酸化炭素排出削減効果 
 低炭素型セメント結合材の使用によって得られる二酸化炭素排出削減効果は，評価の対象範囲を明確に設

定した上で，十分な信頼性を有する方法及びデータを用いて定量的に評価するものとする。 

 

【解説】 

 構造物の構築に伴って発生する二酸化炭素排出量を定量化する方法としては，コンクリートに用いる材料

の製造時に発生する二酸化炭素排出量を各材料の使用量とインベントリデータから算出する方法，構造物の

ライフサイクルで発生する二酸化炭素排出量を積上げ計算あるいは産業連関分析によって算出する方法の 2

種類がある。低炭素型セメント結合材の使用によって得られる二酸化炭素排出削減効果は，これらの方法に

基づき，十分な信頼性を有するデータを用いて定量的に評価する必要がある。 

 二酸化炭素排出削減効果を正確に定量化するためには，評価の対象範囲を事前に明確に設定することが不

可欠である。低炭素型セメント結合材の使用によって得られる二酸化炭素排出削減効果は，ポルトランドセ

メントを高炉スラグ微粉末やフライアッシュ等の混和材で置き換えることで得られる。このため，低炭素型

セメント結合材を用いたコンクリートの施工方法が一般的なコンクリートと同様であれば，インベントリデ

ータを活用した材料製造時における二酸化炭素排出量の算出結果の比較のみで二酸化炭素排出削減効果を評

価してよい。一方，施工方法がポルトランドセメントのみを用いたコンクリートと大幅に異なる場合やコン

クリート工事全体で得られる二酸化炭素排出削減効果を比較する場合には，ライフサイクルをとおした二酸

化炭素排出削減効果を算出して評価することが望ましい。 

 二酸化炭素排出削減効果を定量化する際の参考資料としては文献7)～14)がある。これらで示されている方

法及びデータについては，十分な信頼性を有するものとして，二酸化炭素排出削減効果を定量化する際に採

用してよい。また，これらと同等以上の信頼性を有することが確認された方法及びデータについても，二酸

化炭素排出削減効果を定量化する際に採用してよい。ただし，評価の対象範囲，採用した方法及びデータに

よって二酸化炭素排出削減効果の試算結果が異なる傾向を示す場合があるため，試算結果を示す際にはこれ

らの情報も同時に明示する必要がある。 

 

参考文献 

1) fib: Model Code for Concrete Structures 2010, First Edition, 2013 

2) 日本建築学会：鉄筋コンクリート造建築物の耐久設計施工指針（案）・同解説，2004 

3) 日本建築学会：高耐久性コンクリート造設計施工指針（案）・同解説，1991 

4) 気象庁ホームページ：二酸化炭素濃度の経年変化，http://ds.data.jma.go.jp/ghg/kanshi/ghgp/co2_trend.html 

5) 土木学会：2012年制定コンクリート標準示方書［設計編］，2013 

6) 日本コンクリート工学協会：マスコンクリートのひび割れ制御指針2008，2008 

7) ISO 13315-1: Environmental Management for Concrete and Concrete Structures – Part 1 General Principles, 2014 

8) ISO 13315-2: Environmental Management for Concrete and Concrete Structures – Part 2 System Boundary and 

Inventory Data, 2014 
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9) 国土交通省国土技術政策総合研究所：社会資本のライフサイクルをとおした環境評価技術の開発，国土

技術政策総合研究所プロジェクト研究報告書第36号，2012 

10) プレストレスト・コンクリート建設業協会：PC 構造物の環境負荷低減への取組み－PC 構造物の建設に

伴うCO2排出量の見える化－，2011 

11) 日本コンクリート工学協会：コンクリートセクターにおける地球温暖化物質・廃棄物の最小化に関する

研究小委員会報告書，2010 

12) 土木学会：コンクリート構造物の環境性能照査指針（試案），コンクリートライブラリー125，2005 

13) 土木学会：コンクリートの環境負荷評価（その2），コンクリート技術シリーズ62，2004 

14) 土木学会：コンクリートの環境負荷評価，コンクリート技術シリーズ44，2002 
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6 章 製造及び施工 
 

 

6.1 一般 
 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの製造及び施工は，所要の品質を有するフレッシュコンク

リート及び硬化コンクリートが得られる方法によって行うものとする。 

 

【解説】 

 この章では，低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの製造及び施工の原則と配慮することが望ま

しい事項を示した。 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートのフレッシュ性状は，セメント及び混和材の種類や混和材

の置換率によって，ポルトランドセメントのみを用いたコンクリートと異なる傾向を示す場合がある。例え

ば，高炉スラグ微粉末の置換率の高いコンクリートや水結合材比の小さいコンクリートではフレッシュコン

クリートの粘性が高くなること，フレッシュ性状や凝結時間が施工時の気温の影響を受けやすく，特に施工

時の気温が高いとワーカビリティーの経時的な低下の程度が大きくなることがある。所要の性能を有する構

造物を構築するためには，このような低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの特徴を適切に把握し

た上で，コンクリートの製造及び施工を行う必要がある。また，硬化コンクリートの品質を確保するために

は，低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートにおいても，ポルトランドセメントのみを用いたコンク

リートと同様に，打込み後の養生を適切に行う必要がある。 

 なお，対象とする結合材や構造物の種別ごとの製造及び施工の標準的な方法については，5 編のマニュア

ル（案）の規定を参照するとよい。 

 

 

6.2 計量 
 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートに用いる材料の計量は，原則として，1 バッチ分ずつ質量

で行い，かつ，計量誤差があらかじめ決められた範囲内となるように行うものとする。 

 

【解説】 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートにおいても，ポルトランドセメントのみを用いたコンクリ

ートと同様に，材料の計量は，フレッシュコンクリート及び硬化コンクリートが所要の品質を有するよう，

材料の管理状態，コンクリートの温度等を勘案して定められた配合に基づいて適切に行う必要がある。この

際，低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートでは，ポルトランドセメントのみを用いたコンクリート

と比較して，結合材として用いる材料の種類が多くなること，ポルトランドセメントの使用量が少なく混和

材の使用量が多くなることに留意するとよい。 

 セメント及び混和材の計量誤差については，JIS A 5308 レディーミクストコンクリートを参考に，1回計
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量分量の計量誤差をセメントで±1%，混和材で±2%（高炉スラグ微粉末で±1%）としてよい。ただし，複

数の混和材を同時に用いる場合，1 回あたりに計量する結合材の質量が多い場合や少ない場合等，材料の計

量誤差がコンクリートの品質に与える影響が大きくなることが懸念される際には，適切な計量誤差を別途設

定することが望ましい。 

 セメント及び混和材が袋詰めで供給される場合で，1 袋の質量が記載質量に対してあらかじめ決められた

計量誤差の範囲内にあることを確認した場合には，袋単位で計量を行ってよい。また，複数の結合材をプレ

ミックスして用いる場合には，プレミックス後の材料の計量誤差を適切に設定することが望ましい。 

 

 

6.3 練混ぜ 
 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートに用いる材料は，練上がり後のコンクリートが均質になる

まで，所要の性能を有するミキサを用いて十分に練り混ぜるものとする。 

 

【解説】 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートでは複数の結合材を用いること，高炉スラグ微粉末の置換

率の高いコンクリートや水結合材比の小さいコンクリートでは粘性が高くなる場合があることから，所要の

性能を有するミキサを用いて，練上がり後のコンクリートが均質になるまで十分に練り混ぜる必要がある。 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートでは，ポルトランドセメントのみを用いたコンクリートと

比較して結合材の種類が多くなるため，あらかじめ材料の投入順序を決定しておくこと，試し練りによって

練混ぜ時間を決定しておくことに対しては，ポルトランドセメントのみを用いたコンクリートよりも配慮す

ることが望ましい。 

 フレッシュコンクリート及び硬化コンクリートの品質を試験によって確認した場合には，これと同様の方

法で材料を練り混ぜることが望ましい。また，試し練りを行う際には，実施工となるべく近い条件で材料の

練混ぜを行う必要がある。 
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6.4 運搬・打込み・締固め・仕上げ 
(1) 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの現場までの運搬は，荷卸しが容易で，運搬中に材料分離

が生じにくく，スランプや空気量等の変化が小さい方法で行うものとする。 

(2) 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートのコンクリートポンプによる圧送は，コンクリートの圧送

性や圧送後のコンクリートの品質を考慮して行うものとする。 

(3) 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートは，コールドジョイントや材料分離が生じないよう，適切

な施工計画に従って連続して打ち込み，締め固めるものとする。 

(4) 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの仕上げは，締固め後の適切な時期に行うものとする。 

 

【解説】 

(1)について 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートでは，ポルトランドセメントのみを用いたコンクリートと

比較して，ワーカビリティーの経時的な低下の程度が大きくなる場合があること，また，この傾向は特に気

温が高いと顕著に現れる場合があることから，荷卸し時に所要のワーカビリティーを確保できるよう配慮し

て運搬を行う必要がある。また，化学混和剤を用いてワーカビリティーを確保する場合には，実施工となる

べく近い条件で試し練りを行い，化学混和剤の種類の選定と使用量の調整を行う必要がある。 

 

(2)について 

 高炉スラグ微粉末の置換率の高いコンクリートや水結合材比の小さいコンクリートでは，フレッシュコン

クリートの粘性が高くなることがあるため，コンクリートポンプを用いて圧送する場合には，必要に応じて

実施工となるべく近い条件で試験を行い，圧送計画を入念に検討するとともに，圧送後のコンクリートの品

質が低下しないよう配慮する必要がある。 

 

(3)について 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートのスランプ保持性や凝結時間は，セメントと混和材の種類

及び混和材の置換率，水結合材比，化学混和剤の種類と使用量，コンクリートの温度，外気温等の影響を受

ける。特に高炉スラグ微粉末の置換率の高いコンクリートや水結合材比の小さいコンクリートでは，フレッ

シュコンクリートの粘性が高くなること，ワーカビリティーの経時的な低下の程度が大きくなることが懸念

される。低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの打込みにおいては，これらのことを総合的に勘案

して施工計画を作成し，打込み開始後は連続して作業を行い，締固めを行う必要がある。 

 

(4)について 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの凝結時間とブリーディング量は，ポルトランドセメント

のみを用いたコンクリートと比較して異なる傾向を示す場合があるため，試験によって傾向を把握し，締固

め後の適切な時期に仕上げを行う必要がある。また，高炉スラグ微粉末の置換率の高いコンクリートや水結
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合材比の小さいコンクリートでは，ブリーディング量が小さくなる場合があるため，必要に応じて膜養生剤

等を用いてコンクリートの表面の乾燥やこわばりを防ぐとよい。 

 

 

6.5 湿潤養生 
(1) 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの養生は，打込み後の一定期間，硬化に必要な温度及び湿

潤状態に保ち，硬化コンクリートが所要の品質を有するように行うものとする。 

(2) 硬化コンクリートが所要の品質を有するまでに必要となる湿潤養生期間は，試験等に基づいて設定するも

のとする。 

(3) 湿潤養生時のコンクリートの温度は，硬化コンクリートの品質が損なわれないよう，適切な温度に保つも

のとする。 

 

【解説】 

(1)について 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの品質は，湿潤養生期間や打込み後の温度履歴の影響を受

けるため，硬化コンクリートの品質を確保し，かつ，構造物に所要の性能を付与するため，ポルトランドセ

メントのみを用いたコンクリートと同様に，打込み後の養生を適切に行う必要がある。 

 

(2)について 

 コンクリート標準示方書 1)ではセメントの種類ごとに湿潤養生期間の標準を示しているが，高炉スラグ微

粉末あるいはフライアッシュの置換率を高炉セメントC種相当以上あるいはフライアッシュセメントC種相

当以上としたコンクリート，複数の混和材を同時に用いたコンクリート，早強ポルトランドセメントの一部

を混和材で置換したコンクリート等については，湿潤養生期間の標準は明確ではない。このため，低炭素型

セメント結合材を用いたコンクリートでは，試験等に基づき，適切な湿潤養生期間を設定する必要がある。 

 

湿潤養生期間の設定方法について 

 既存の基準類では様々な根拠に基づいて湿潤養生期間を設定している。湿潤養生期間の設定方法としては，

主に次の2つの方法がある。湿潤養生期間を検討する際には，硬化コンクリートの品質，すなわち，強度，

耐久性，ひび割れ抵抗性に加えて，施工時と供用時に構造物が置かれる環境条件を考慮する必要がある。 

 

・所要の品質を担保できる湿潤養生期間を試験によって設定する 

 構造物の種別，施工時と供用時に構造物が置かれる環境条件等を踏まえて低炭素型セメント結合材を用い

たコンクリートに求められる品質を明確にした上で，硬化コンクリートが所要の品質を有することを担保で

きる湿潤養生期間を試験によって確認し，これを湿潤養生期間として設定する。 

 例えば，構造物の種別によっては，所定の材齢で所要の強度を得ることが求められる場合，中性化や塩化
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物イオン浸透，凍結融解等の作用に対して所要の抵抗性を有することが求められる場合がある。このような

場合には，所要の品質を担保することができる湿潤養生期間を試験によって確認し，これを湿潤養生期間と

して設定してよい。 

 

・既存の基準類の標準的な湿潤養生期間と同等の品質を担保できる湿潤養生期間を試験によって設定する 

 既存の基準類の標準的な湿潤養生期間で得られるコンクリートの品質を明確にした上で，低炭素型セメン

ト結合材を用いたコンクリートにおいて，これと同等の品質を担保できる湿潤養生期間を試験によって確認

し，これを湿潤養生期間として設定する。 

 例えば，コンクリート標準示方書 1)には，普通ポルトランドセメント，混合セメントB 種，早強ポルトラ

ンドセメントを用いた場合の湿潤養生期間の標準が示されている。これらの湿潤養生期間の標準と同等の品

質を確保できる湿潤養生期間を試験によって確認した場合には，これを湿潤養生期間として設定してよい。 

 

 なお，文献 2)，3)では，高炉スラグ微粉末あるいはフライアッシュを用いたコンクリートの湿潤養生期間

の標準が示されているため，必要に応じて参考にするとよい。 

 

(3)について 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの強度発現は湿潤養生時のコンクリートの温度の影響を

受けるため，打込み後から十分な硬化が進むまでは硬化に必要な温度に保ち，低温，高温，急激な温度変化

等による有害な影響を受けないよう配慮する必要がある。冬期で気温が低い場合には，給熱養生や保温養生

を行うことによって，湿潤養生時のコンクリートの温度を一定以上となるように制御することが望ましい。 

 冬期で気温が低い場合には，低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートでは，ポルトランドセメント

のみを用いたコンクリートと比較して，初期材齢の強度発現が遅くなることがある。特に初期材齢の平均温

度が 10℃よりも低い状態が継続する場合には，強度発現の遅延の程度が大きくなることが確認されている。

このため，低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの養生時の温度については，10℃以上に保つこと

が望ましい。ただし，初期材齢の平均温度が10℃よりも低い状態が継続した際の強度発現の傾向と硬化コン

クリートの品質を試験によって確認している場合には，この限りではない。 

 一方，マスコンクリートでは，気温によっては温度ひび割れの発生リスクが高くなる場合があるため，温

度ひび割れに対する抵抗性を適切に評価し，必要に応じて，温度ひび割れの発生を抑制するための対策を実

施することが望ましい。 

 

参考文献 

1) 土木学会：2012年制定コンクリート標準示方書［施工編］，2013 

2) 土木学会：高炉スラグ微粉末を用いたコンクリートの施工指針，コンクリートライブラリー86，1996 

3) 土木学会：フライアッシュを用いたコンクリートの施工指針（案），コンクリートライブラリー94，1999 
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7 章 品質管理 
 

 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの品質管理は，フレッシュコンクリート及び硬化コンクリ

ートが所要の品質を有するよう，施工の各段階において適切に行うものとする。 

 

【解説】 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートにおいても，ポルトランドセメントのみを用いたコンクリ

ートと同様に，フレッシュコンクリート及び硬化コンクリートの品質を確保するため，施工の各段階におい

て品質管理を適切に行う必要がある。 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの品質管理は，フレッシュコンクリート及び硬化コンクリ

ートの品質の特徴を適切に把握した上で，ポルトランドセメントのみを用いたコンクリートと同様の方法で

行ってよい。ただし，低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートでは，ポルトランドセメントのみを用

いたコンクリートと比較して，結合材として用いる材料の種類が多くなる場合があること，気温が高いとワ

ーカビリティーの経時的な低下の程度が大きくなる場合があること，気温が低いと凝結や強度発現が遅くな

る場合があることから，品質管理の頻度を高める等，必要に応じて，所要の品質を確保するための取組みを

行うとよい。 

 なお，対象とする結合材や構造物の種別ごとの品質管理の方法については，5 編のマニュアル（案）の規

定を参照するとよい。 
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8 章 検査 
 

 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの検査は，あらかじめ定められた判定基準に基づいて，客

観的な判定が可能な手法によって行うものとする。 

 

【解説】 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートにおいても，ポルトランドセメントのみを用いたコンクリ

ートと同様に，あらかじめ定められた判定基準に基づいて，客観的な判定が可能な手法を用いて検査を行う

必要がある。 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの検査は，フレッシュコンクリート及び硬化コンクリート

の品質の特徴を適切に把握した上で，ポルトランドセメントのみを用いたコンクリートと同様の方法で行っ

てよい。 

 

 

【参考】 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートでは，混和材の使用量が多いため，ポルトランドセメント

のみを用いたコンクリートと比較して，コンクリートの表面や内部の色調が異なることがある。例えば，高

炉スラグ微粉末を用いたコンクリートの表面は，型枠を取り外した直後に青藍色を呈することがあるが，大

気に触れることによって徐々に消色して，その後はポルトランドセメントのみを用いたコンクリートよりも

白くなることが多い。一方，コンクリートの内部は長期材齢においても青藍色を呈していることが多い（写

真－8.1）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
     (A)普通ポルトランドセメントのみを用いた              (B)高炉スラグ微粉末の置換率を 90%とした 
        コンクリート（W/B=50%）                            コンクリート（W/B=35%） 

写真－8.1 供試体の割裂面の色調 
※100×100×200mmの角柱供試体を材齢 28 日まで 20℃の養生槽で水中養生し，材齢 84 日まで実験室（温度 20℃，湿度 60%）

で気中養生した後，角柱供試体の中央部付近を割裂して断面を撮影した。  
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9 章 記録 
 

 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの設計，製造，施工，品質管理，検査で得られた情報は，

構造物の維持管理で活用できるよう，適切に記録して保管するものとする。 

 

【解説】 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの設計，製造，施工，品質管理，検査で得られた情報は，

ポルトランドセメントのみを用いたコンクリートと同様に，構築された構造物の初期状態を表すものであり，

構造物を長期的に維持管理していくための基礎データとなる。また，構造物に何らかの変状が認められた場

合に，その原因を究明する上で重要な情報となる。このため，低炭素型セメント結合材を用いたコンクリー

トの設計，製造，施工，品質管理，検査で得られた情報については，適切に記録し，工事を終えた後も構造

物の供用期間にわたって保管する必要がある。 

 記録の保管にあたっては，構造物の維持管理で確実に活用できるよう，次の 1.～5.に示す事項を参考に保

管すべき情報を選定してよい。 

 

  1. 配合に関する資料 

  2. 設計に関する資料 

  3. 製造及び施工に関する資料 

  4. 品質管理の結果に関する資料 

  5. 検査の結果に関する資料 

 

 また，低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートではポルトランドセメントのみを用いたコンクリー

トと比較して混和材の使用量が多くなること，混和材の種類や置換率はコンクリートの品質に多大な影響を

与えることから，特に，結合材として用いた材料の品質，混和材の種類と置換率，水結合材比等の配合条件，

フレッシュコンクリートと硬化コンクリートの品質管理の結果等について，構造物の維持管理で活用できる

よう，明確な形で記録して保管することが望ましい。 

 

 



 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第Ⅱ部 
混和材を用いたプレストレストコンクリート橋の 

設計・施工マニュアル（案） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当：一般社団法人プレストレスト・コンクリート建設業協会 
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1 章 総則 
 

 

1.1 適用の範囲 

(1) 「混和材を用いたプレストレストコンクリート橋の設計・施工マニュアル（案）（以下，このマニュアル

（案）という）」は，早強ポルトランドセメントの一部を混和材で置換したコンクリート（以下，混和材

を用いたコンクリートという）を用いた現場打ちプレストレストコンクリート橋の設計及び施工の標準的

な方法を示したものである。 

(2) このマニュアル（案）に示されていない事項については，解説に記載する基準類によるものとする。 

 

【解説】 

(1)について 

 プレストレストコンクリート橋の高耐久化と建設時の環境負荷低減を目的として，早強ポルトランドセメ

ントの一部を高炉スラグ微粉末やフライアッシュ等の混和材で置換したコンクリートの積極的な活用が望ま

れている。混和材の使用は，塩化物イオン浸透に対する抵抗性の向上やアルカリシリカ反応の抑制等によっ

て耐久性の向上に寄与し，プレストレストコンクリート橋の長寿命化によるライフサイクルコストの低減に

つながる。また，産業副産物である混和材は早強ポルトランドセメントと比較して製造時の二酸化炭素排出

量が非常に小さいため，早強ポルトランドセメントの一部を混和材で置換することによって，プレストレス

トコンクリート橋の建設に伴って発生する二酸化炭素排出量を削減することができる。 

 プレストレストコンクリート橋では早強ポルトランドセメントを用いた比較的高い強度域のコンクリート

が多用されるが，早強ポルトランドセメントの一部を混和材で置換したコンクリートの特性については統一

的な見解が得られておらず，設計及び施工の標準的な方法が定められていないのが現状である。既存の基準

類における混和材の使用に関する規定は，普通ポルトランドセメントの一部を高炉スラグ微粉末あるいはフ

ライアッシュで置換したコンクリートを対象としたものであり，無筋または鉄筋コンクリート構造への適用

を想定したものと考えられる。したがって，早強ポルトランドセメントの一部を混和材で置換したコンクリ

ートをプレストレストコンクリート橋に適用する際には，クリープ係数や乾燥収縮ひずみ等の設計値，耐久

性や温度ひび割れ抵抗性の検討方法，施工時に留意すべき事項等を明確に規定することが不可欠である。ま

た，混和材の使用による環境負荷低減効果を適切に評価するためには，二酸化炭素排出削減効果を定量的に

算出できる方法を確立する必要がある。 

 これらのことを踏まえて，このマニュアル（案）では，早強ポルトランドセメントの一部を混和材で置換

したコンクリートを設計基準強度 30～80N/mm2 の現場打ちプレストレストコンクリート橋に適用すること

を念頭に，実験や解析等で得られた知見を参考として，混和材を用いたプレストレストコンクリート橋の設

計及び施工の標準的な方法を示した。 
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 このマニュアル（案）では，表－1.1 に示す結合材の組合せのコンクリートを用いることを標準とした。

プレストレストコンクリート橋では比較的初期の材齢でプレストレス力を導入することが多く，早期の強度

発現が求められるため，早強ポルトランドセメントを用い，この一部を3種類の混和材とその置換率（質量%）

で置換することとした。すなわち，高炉スラグ微粉末4000の置換率を30%，高炉スラグ微粉末6000の置換

率を50%，フライアッシュⅡ種の置換率を20%とした。これらの混和材の置換率は，プレストレストコンク

リート橋の施工実績（第Ⅲ部付録－1 参照）等も参考として，比較的初期の材齢で十分な強度発現を確保で

きるように設定したものである。 

 

表－1.1 このマニュアル（案）で標準とする結合材の組合せ 

セメントの種類 混和材の種類 混和材の置換率（質量%） 

早強ポルトランドセメント 

高炉スラグ微粉末 4000 30 

高炉スラグ微粉末 6000 50 

フライアッシュⅡ種 20 

 

 

 このマニュアル（案）で示す事項は，表－1.1 に示す結合材の組合せを標準として，現場打ちプレストレ

ストコンクリ－ト橋に多く適用されている設計基準強度 40N/mm2 を想定した水結合材比 35～40%のコンク

リートでの実験や解析等の結果に基づいて規定されたものである。結合材の組合せを表－1.1 に示すもの以

外とする場合には，設計値，耐久性，温度ひび割れ抵抗性，施工性等について，実験や解析，実績等に基づ

き，技術的検討を行って確認する必要がある。例えば，二酸化炭素排出削減効果をさらに高めるために，水

結合材比を小さくすることなく，混和材の置換率を高めて早強ポルトランドセメントの使用量をさらに抑制

する場合等が想定される。このような場合に実験と解析による検討を行う際には，「低炭素型セメント結合材

を用いたコンクリート構造物の設計・施工ガイドライン（案）（第Ⅰ部，以下，ガイドライン（案）という）」，

このマニュアル（案）及び付録資料（第Ⅲ部）を参考にするとよい。 

 なお，早強ポルトランドセメントの一部を混和材で置換したコンクリートをプレキャスト部材に適用する

場合に，設計値，耐久性，温度ひび割れ抵抗性，施工性等について技術的検討を行う際には，このマニュア

ル（案）及び付録資料（第Ⅲ部）を参考にしてよい。 
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 このマニュアル（案）の構成を図－1.1，2章以降の概要を次に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－1.1 このマニュアル（案）の構成 

 

 

2章 設計値について 

 強度やクリープ係数，乾燥収縮ひずみ等，混和材を用いたコンクリートの設計値を示した。クリープ係数

と乾燥収縮ひずみの設計値が定められていなかったことが，混和材を用いたコンクリートをプレストレスト

コンクリート橋に適用する際の課題となっていたため，これらの設計値を示した。 

 

3章 耐久性の検討について 

 中性化や塩化物イオン浸透，凍結融解に対する抵抗性等，混和材を用いたプレストレストコンクリート橋

の耐久性の確保及び向上を実現するために検討すべき事項を示した。混和材の使用は，塩化物イオン浸透に

対する抵抗性の向上に効果的であるが，中性化に対する抵抗性を低下させることが課題となるため，屋外暴

露試験の結果に基づき中性化に対する抵抗性の検討方法を示した。 

 

4章 温度ひび割れ抵抗性の検討について 

 若材齢のコンクリートの強度特性や自己収縮ひずみ，断熱温度上昇量の推定式等，混和材を用いたプレス

トレストコンクリート橋の温度ひび割れの発生リスクを検討する際に必要となる物性値を示した。また，マ

スコンクリートにおける高温履歴が自己収縮ひずみに与える影響や膨張材を併用した際の膨張ひずみの設定

等，FEM解析による検討を行う際に配慮すべき事項を示した。 

 

5章 施工について 

 配合や運搬，打込み，締固め，養生等，混和材を用いたプレストレストコンクリート橋の施工を適切に行

うために配慮すべき事項を示した。混和材を用いたコンクリートの品質は施工時の気象条件や湿潤養生期間

の影響を受けるため，施工や湿潤養生期間の設定において配慮すべき事項を示した。 

2章 設計値 

3章 耐久性の検討 

4章 温度ひび割れ抵抗性の検討 

5章 施工 

6章 二酸化炭素排出削減効果の検討 

1章 総則 
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6章 二酸化炭素排出削減効果の検討について 

 混和材を用いたプレストレストコンクリート橋の二酸化炭素排出削減効果を定量的に評価するための標準

的な方法を示した。 

 

(2)について 

 混和材を用いたコンクリートの品質には，早強ポルトランドセメント単味のコンクリートの品質とは異な

る傾向を示すものがある。このため，このマニュアル（案）では，混和材を用いたコンクリートを現場打ち

プレストレストコンクリート橋に適用するにあたって特に配慮すべき事項を重点的に示した。このマニュア

ル（案）に示されていない事項については，次の既存の基準類を参考にするとよい。これらの基準類は，こ

のマニュアル（案）の発刊時（2016年1月）で最新のものであり，今後これらの基準類の改訂があった場合

には，改訂による影響を適切に考慮した上で，最新の基準類を参考にしてよい。 

 

 ・日本道路協会：道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編・Ⅲコンクリート橋編），2012 

  （以下，道路橋示方書という） 

 ・土木学会：2012年制定コンクリート標準示方書［設計編］，［施工編］，2013 

  （以下，コンクリート標準示方書という） 

 

 なお，普通ポルトランドセメントの一部を高炉スラグ微粉末やフライアッシュで置換したコンクリートの

品質については，次の文献を参考にするとよい。 

 

 ・土木学会：高炉スラグ微粉末を用いたコンクリ－トの施工指針，コンクリートライブラリー86，1996 

 ・土木学会：フライアッシュを用いたコンクリ－トの施工指針（案），コンクリートライブラリー94，1999 

 

 

1.2 用語の定義 

 このマニュアル（案）では，次のように用語を定義する。 

・混和材（Supplementary Cementitious Materials）：ポルトランドセメントの代替として用い，潜在水硬性ある

いはポゾラン反応を示す無機物質。このマニュアル（案）では，高炉スラグ微粉末 4000，高炉スラグ微粉

末6000及びフライアッシュⅡ種を指す。 

・結合材（Binders）：硬化コンクリートの強度発現に寄与する物質を生成し，骨材を結合する役割を果たす

材料の総称。このマニュアル（案）では，早強ポルトランドセメント及び混和材を指す。 

・水結合材比（Water to Binder Ratio）：水の質量を結合材の質量で除したもの。百分率で表される。 

・置換率（Replacement Ratio）：混和材の質量を結合材の質量で除したもの。百分率で表される。 
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2 章 設計値 
 

 

2.1 一般 

混和材を用いたプレストレストコンクリート橋の設計においては，混和材の種類及び置換率に応じて適切

な設計値を用いるものとする。 

 

【解説】 

混和材を用いたコンクリートの強度発現やクリープ係数，乾燥収縮ひずみは，混和材の種類及び置換率に

よって異なるため，混和材を用いたプレストレストコンクリート橋の設計においては，使用する混和材の種

類及び置換率に応じた特性を試験等によって確認し，適切な設計値を設定する必要がある。 

このマニュアル（案）では，混和材を用いたコンクリートにおいて明確でなかったクリープ係数及び乾燥

収縮ひずみの設計値を示した。表－1.1 に示す結合材の組合せを用いた場合は，この章に示す設計値を用い

てよい。 

 

 

2.2 コンクリートの強度及びヤング係数 

(1) 混和材を用いたコンクリートの設計基準強度は，原則として，30～80N/mm2 とする。また，混和材を用

いたコンクリートの圧縮強度，引張強度及びヤング係数は，原則として，標準養生を行った供試体の材齢

28日における試験強度に基づいて定めるものとする。 

(2) 表－1.1に示す結合材の組合せを用いた場合のコンクリートの引張強度及びヤング係数は，コンクリート

標準示方書あるいは道路橋示方書に示される圧縮強度との関係式を用いて求めてよい。 

 

【解説】 

(1)について 

プレストレス力を導入するプレストレストコンクリート橋においては，高い圧縮強度を有するコンクリー

トを用いる必要があるため，設計基準強度を原則として30～80N/mm2とすることとした。ただし，プレスト

レス力が比較的小さく，定着部を有しない横桁の現場打ちコンクリート等については，耐久性を考慮した上

で，設計基準強度の下限を24N/mm2としてよい。 

混和材を用いたコンクリートの圧縮強度，引張強度及びヤング係数は，標準養生を行った供試体の材齢28

日における試験強度に基づいて定めることを原則とした。試験強度のばらつきを考慮して，大部分がその値

を下回らない強度をそのコンクリートが保証する強度とし，プレストレストコンクリート橋に求められる所

要の強度を有することを確認する必要がある。なお，圧縮強度，引張強度及びヤング係数は，次の試験方法

によって定めることとする。 
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・圧縮強度：JIS A 1108  コンクリートの圧縮強度試験方法 

・引張強度：JIS A 1113 コンクリートの割裂引張強度試験方法 

・ヤング係数：JIS A 1149 コンクリートの静弾性係数試験方法 

 

(2)について 

混和材を用いたコンクリートの引張強度（ tkf ）は，設計基準強度（ ckf ' ）に基づき，コンクリート標準

示方書に示される式(2.1)を用いて求めてよい。また，混和材を用いたコンクリートのヤング係数（ cE ）につ

いては，コンクリート標準示方書に示される式(2.2)を用いて求めた値あるいは道路橋示方書に示される表－

2.1の値を用いてよい。表－1.1に示す結合材の組合せを用いたコンクリートの圧縮強度と引張強度及びヤン

グ係数の関係は，早強ポルトランドセメント単味のコンクリートと同様の傾向を示すことが確認されている

（図－2.1，2.2）。 

 

ftk = 0.23f’ck 
2/3                             (2.1) 
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表－2.1 混和材を用いたコンクリートのヤング係数 

ckf ' （N/mm2） 30 40 50 60 70 80 

cE （N/mm2） 2.8×104 3.1×104 3.3×104 3.5×104 3.7×104 3.8×104 

 

(2.2) 
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図－2.1 混和材を用いたコンクリートの圧縮強度と引張強度の関係 

 

 
図－2.2 混和材を用いたコンクリートの圧縮強度とヤング係数の関係 
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H40： 
早強ポルトランドセメント単味 
（W/B = 40%，W = 165kg/m3） 

H35B430： 
早強ポルトランドセメントの30%を 
高炉スラグ微粉末4000で置換 
（W/B = 35%，W = 165kg/m3） 

H35B650： 
早強ポルトランドセメントの50%を 
高炉スラグ微粉末6000で置換 
（W/B = 35%，W = 165kg/m3） 

H35F20 ： 
早強ポルトランドセメントの20%を 
フライアッシュⅡ種で置換 
（W/B = 35%，W = 165kg/m3） 

H40： 
早強ポルトランドセメント単味 
（W/B = 40%，W = 165kg/m3） 

H35B430： 
早強ポルトランドセメントの30%を 
高炉スラグ微粉末4000で置換 
（W/B = 35%，W = 165kg/m3） 

H35B650： 
早強ポルトランドセメントの50%を 
高炉スラグ微粉末6000で置換 
（W/B = 35%，W = 165kg/m3） 

H35F20 ： 
早強ポルトランドセメントの20%を 
フライアッシュⅡ種で置換 
（W/B = 35%，W = 165kg/m3） 
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2.3 コンクリートのクリープ 

(1) 混和材を用いたコンクリートのクリープひずみは，作用する応力度による弾性ひずみに比例するとして，

式(2.3)によって求めてよい。 

   je
28

'
'

c

cp
cc E

σ
=                    (2.3) 

ここに， cc'e ：コンクリートのクリープひずみ，j：クリープ係数， cp'σ ：作用する応力度（N/mm2），

28cE ：材齢28日のヤング係数（N/mm2）である。 

(2) 混和材を用いたコンクリートのクリープ係数は，構造物の周辺の湿度，部材断面の形状寸法，コンクリ

ートの配合，混和材の種類や置換率，応力度が作用する時のコンクリートの材齢等の影響を考慮して定

めるものとする。 

(3) プレストレス力の減少量及び不静定力の算出に用いるコンクリートのクリープ係数は，表－1.1に示す結

合材の組合せを用いた場合，表－2.2の値としてよい。 

 

表－2.2 混和材を用いたコンクリートのクリープ係数 

持続荷重を載荷する時のコンクリートの材齢（日） 4～7 14 28 90 365 

早強ポルトランドセメントの30%を高炉スラグ微粉末 4000で置換 

2.6 2.3 2.0 1.7 1.2 早強ポルトランドセメントの50%を高炉スラグ微粉末 6000で置換 

早強ポルトランドセメントの20%をフライアッシュⅡ種で置換 

 

 

【解説】 

(1)について 

 コンクリートのクリ－プひずみは，コンクリートに作用する応力度が圧縮強度の40%以下であれば，作用

する応力度に概ね比例することから，式(2.3)を用いて求めてよいこととした。道路橋示方書に示されるコン

クリートのヤング係数が設計基準強度に基づく値とされていることから，このマニュアル（案）ではコンク

リートのクリープひずみを算出する際に用いるヤング係数は標準養生を行った供試体の材齢 28 日における

試験値とした。 

 

(2)について 

混和材を用いたコンクリートのクリープ性状は，混和材の種類や置換率，部材寸法，環境条件等に影響さ

れるため，これらを考慮したコンクリートのクリープ試験や実績によって設計値を定める必要がある。 

 

(3)について 

 表－1.1 に示す結合材の組合せを用いた場合には，道路橋示方書に示される早強ポルトランドセメント使

用時のクリープ係数と同じ値を用いてよいこととした。表－1.1 に示す結合材の組合せを用いたコンクリー
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トのクリープ試験を材齢 910 日まで実施し，得られた試験データから道路橋示方書で想定されている材齢

10,000 日までのクリープ係数の推定値を求めた。この結果，混和材の種類や載荷材齢の違いにかかわらず，

混和材を用いたコンクリートのクリープ係数は道路橋示方書による設計値と比較して同程度か小さくなるこ

とが確認されている（図－2.3）。 

 

  
図－2.3 混和材を用いたコンクリートのクリープ係数の推定値と道路橋示方書による設計値との比較 

 

 

2.4 コンクリートの乾燥収縮 

(1) 混和材を用いたコンクリートの乾燥収縮ひずみは，構造物の周辺の湿度，部材断面の形状寸法，使用骨材，

セメントの種類，混和材の種類や置換率，コンクリートの配合等の影響を考慮して定めるものとする。 

(2) プレストレス力の減少量及び不静定力の算出に用いるコンクリートの乾燥収縮ひずみは，表－1.1に示す

結合材の組合せを用いた場合，表－2.3の値としてよい。 

 

表－2.3 混和材を用いたコンクリートの乾燥収縮ひずみ（×10−6） 

プレストレス力を導入する時のコンクリートの材齢（日） 4～7 28 90 365 

早強ポルトランドセメントの30%を高炉スラグ微粉末 4000で置換 

200 180 160 120 早強ポルトランドセメントの50%を高炉スラグ微粉末 6000で置換 

早強ポルトランドセメントの20%をフライアッシュⅡ種で置換 

 

 

【解説】 

(1)について 

混和材を用いたコンクリートの乾燥収縮特性は，混和材の種類や置換率，部材寸法，環境条件等に影響さ

れるため，これらを考慮したコンクリートの乾燥収縮試験や実績によって設計値を定める必要がある。 
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H40： 
早強ポルトランドセメント単味 
（W/B = 40%，W = 165kg/m3） 

H35B430： 
早強ポルトランドセメントの30%を 
高炉スラグ微粉末4000で置換 
（W/B = 35%，W = 165kg/m3） 

H35B650： 
早強ポルトランドセメントの50%を 
高炉スラグ微粉末6000で置換 
（W/B = 35%，W = 165kg/m3） 

H35F20 ： 
早強ポルトランドセメントの20%を 
フライアッシュⅡ種で置換 
（W/B = 35%，W = 165kg/m3） 

※設計値は，早強ポルトランドセメント単味の 
コンクリートの設計値を示す。 
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(2)について 

 表－1.1 に示す結合材の組合せを用いた場合には，道路橋示方書に示される早強ポルトランドセメント使

用時の乾燥収縮度と同じ値を用いてよいこととした。表－1.1 に示す結合材の組合せを用いたコンクリート

の乾燥収縮試験を材齢910日まで実施した。この結果，乾燥収縮ひずみは，圧縮強度が同程度である早強ポ

ルトランドセメント単味のコンクリートと比較して同程度か小さくなることが確認されている（図－2.4）。 

 なお，ここでいう乾燥収縮ひずみは道路橋示方書に準拠して自己収縮ひずみを含めたひずみである。 

 

 
図－2.4 混和材を用いたコンクリートの乾燥収縮試験結果 
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H40： 
早強ポルトランドセメント単味 
（W/B = 40%，W = 165kg/m3） 

H35B430： 
早強ポルトランドセメントの30%を 
高炉スラグ微粉末4000で置換 
（W/B = 35%，W = 165kg/m3） 

H35B650： 
早強ポルトランドセメントの50%を 
高炉スラグ微粉末6000で置換 
（W/B = 35%，W = 165kg/m3） 

H35F20 ： 
早強ポルトランドセメントの20%を 
フライアッシュⅡ種で置換 
（W/B = 35%，W = 165kg/m3） 
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3 章 耐久性の検討 
 

 

3.1 一般 

(1) 混和材を用いたプレストレストコンクリート橋は，供用期間中に，所要の耐久性が損なわれないようにす

るものとする。 

(2) 混和材を用いたコンクリートの耐久性は湿潤養生期間や養生温度の影響を受けるため，打込み後の養生を

適切に行うものとする。 

 

【解説】 

(1)について 

 混和材を用いたコンクリートでは，塩化物イオン浸透に対する抵抗性の向上やアルカリシリカ反応の抑制

効果等が期待できるが，中性化に対する抵抗性は低下する可能性が高い。混和材を用いたプレストレストコ

ンクリート橋の耐久性の確保及び向上を図るためには，混和材を用いたコンクリートの中性化，塩化物イオ

ン浸透及び凍結融解に対する抵抗性を適切に検討する必要がある。アルカリシリカ反応の抑制については，

早強ポルトランドセメント単味のコンクリートと同様に骨材の品質にかかわるものであることから，5章5.2

節(7)を参考にするとよい。 

 

(2)について 

 混和材を用いたコンクリートの耐久性は，早強ポルトランドセメント単味のコンクリートと比較して，湿

潤養生期間や養生温度の影響を受けるため，5章5.5節に準拠して打込み後の養生を適切に行う必要がある。 

 

 

3.2中性化に対する抵抗性 

(1) 混和材を用いたコンクリートの中性化に対する抵抗性は，十分な信頼性を有する試験等の結果に基づいて

検討することとする。 

(2) 混和材を用いたコンクリートのうち，水結合材比40%以下で表－1.1に示す結合材の組合せを用いた場合

は，かぶりの最小値を35mm以上とすることで，中性化に対する抵抗性の検討を省略してよい。 

 

【解説】 

(1)について 

プレストレストコンクリート部材において中性化の進行が顕著にみられた事例はほとんどないが，混和材

を用いたコンクリートでは中性化の進行速度が早強ポルトランドセメント単味のコンクリートと比較して速

くなる可能性があるため，十分な信頼性を有する試験等の結果に基づいて中性化に対する抵抗性を検討する

必要がある。中性化に対する抵抗性の検討は，中性化の進行速度が混和材の種類や置換率，環境条件等の影
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響を受けることから，実環境での暴露試験を行って確認することが望ましいが，暴露試験の実施が困難な場

合には，コンクリート標準示方書に示される式(3.1)を用いて中性化速度係数を求め，中性化に対する抵抗性

の検討を行ってよい。表－1.1に示す結合材の組合せを用いたコンクリートの場合，式(3.1)から得られた中性

化速度係数の推定値は，暴露試験の結果から得られた中性化速度係数を安全側に評価することが確認されて

いる（図－3.1）。 

 

)/(0.957.3 'BW+-=α                   (3.1) 

dAkC'B ・+=   (3.2) 

ここに，α：中性化速度係数（mm/√年）， 'BW / ：有効水結合材比，C ：単位セメント量（kg/m3），k ：混

和材の種類によって定まる定数（高炉スラグ微粉末：k = 0.7，フライアッシュ：k = 0）， dA ：単位混和材量

（kg/m3）である。 

 

  
図－3.1 有効水結合材比と中性化速度係数 

 

 

(2)について 

水結合材比が 40%以下で，表－1.1 に示す結合材の組合せを用いた場合には，かぶりの最小値を 35mm 以

上とすることで，中性化に対して十分な抵抗性を有するとみなし，中性化に対する抵抗性の検討を省略して

よいこととした。 

表－1.1に示す結合材の組合せで水結合材比を40%としたコンクリートを屋外に20ヶ月間暴露し，中性化

深さを測定した。この結果，混和材を用いたコンクリートの中性化深さは早強ポルトランドセメント単味の

コンクリートよりも大きくなったが，コンクリートの中性化が材齢の平方根に比例して進行すると仮定して

求めた 100 年後の中性化深さは最大でも 5mm 以下となり，道路橋示方書のかぶりの最小値である 35mm よ

りも小さくなることが確認されている（図－3.2）。 
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式(3.1)の値

H40： 
早強ポルトランドセメント単味 

H40B430： 
早強ポルトランドセメントの30%を 
高炉スラグ微粉末4000で置換 

H40B650： 
早強ポルトランドセメントの50%を 
高炉スラグ微粉末6000で置換 

H40F20 ： 
早強ポルトランドセメントの20%を 
フライアッシュⅡ種で置換 

※全配合において，W/B = 40%，W = 165kg/m3とした。 
※つくば，新潟，沖縄での20ヶ月間の暴露試験結果

を示した。 
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図－3.2 混和材を用いたコンクリートの中性化深さ（暴露試験） 

 

 

3.3 塩化物イオン浸透に対する抵抗性 

(1) 混和材を用いたコンクリートの塩化物イオン浸透に対する抵抗性は，十分な信頼性を有する試験等の結果

に基づいて検討することとする。 

(2) 混和材を用いたコンクリートのうち，水結合材比40%以下で表－1.1に示す結合材の組合せを用いた場合

は，かぶりの最小値を表－3.1に示す値以上とする等の対策を行うことで，塩化物イオン浸透に対して十

分な抵抗性を有するものとみなしてよい。 

 

表－3.1 塩害の影響度合いと混和材を用いたコンクリートのかぶりの最小値 

塩害の影響度合い 影響が激しい 影響を受ける 

塩害対策区分 S Ⅰ Ⅱ Ⅲ 

かぶりの最小値（mm） 70 70 50 35 
        ※塩害対策区分は道路橋示方書を参照。 

※塩害対策区分Sについては，塗装鉄筋の使用またはコンクリート塗装を併用。 

 

 

【解説】 

(1)について 

 混和材を用いたコンクリートの塩化物イオン浸透に対する抵抗性は早強ポルトランドセメント単味のコン

クリートと比較して向上するが，混和材の種類や置換率によって傾向が異なるため，十分な信頼性を有する

試験等の結果に基づいて塩化物イオン浸透に対する抵抗性を検討する必要がある。塩化物イオンの供給量が

地理条件によって大幅に異なること等を勘案し，実環境での暴露試験を行って塩化物イオン浸透に対する抵

抗性を検討することが望ましいが，暴露試験の実施が困難な場合には，浸せき試験（JSCE-G 572）の結果に

基づいて検討を行ってよい。暴露試験と浸せき試験のいずれの結果においても，混和材を用いたコンクリー
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H40： 
早強ポルトランドセメント単味 

H40B430： 
早強ポルトランドセメントの30%を 
高炉スラグ微粉末4000で置換 

H40B650： 
早強ポルトランドセメントの50%を 
高炉スラグ微粉末6000で置換 

H40F20 ： 
早強ポルトランドセメントの20%を 
フライアッシュⅡ種で置換 

※全配合において，W/B = 40%，W = 165kg/m3とした。 
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トの見掛けの拡散係数は早強ポルトランドセメント単味のコンクリートよりも小さくなることが確認されて

いる（第Ⅲ部付録－3参照）。 

 

(2)について 

水結合材比が40%以下で，表－1.1に示す結合材の組合せを用いた場合には，かぶりの最小値を表－3.1に

示す値以上とする等の対策を行うことで塩化物イオン浸透に対して十分な抵抗性を有するものとみなしてよ

いこととした。 

表－1.1に示す結合材の組合せで水結合材比を40%としたコンクリートを新潟と沖縄の沿岸部に20ヶ月間

暴露し，塩化物イオン濃度を測定して見掛けの拡散係数を算出した。この結果，混和材を用いたコンクリー

トの見掛けの拡散係数は早強ポルトランドセメント単味のコンクリートよりも小さくなることが確認されて

いる（図－3.3）。 

 

 

図－3.3 混和材を用いたコンクリートの見掛けの拡散係数（暴露試験） 

 

 

図－3.3 の見掛けの拡散係数に基づき，コンクリート表面から 70mm の位置で 100 年後の塩化物イオン濃

度を推定した結果，混和材を用いたコンクリートの塩化物イオン濃度は，早強ポルトランドセメント単味の

コンクリートの 45～60%になった（図－3.4）。また，早強ポルトランドセメント単味のコンクリートの暴露

試験結果に基づく計算式 1)と暴露試験から得られた見掛けの拡散係数を比較した結果，混和材を用いたコン

クリートの見掛けの拡散係数は，早強ポルトランドセメント単味のコンクリートの計算値よりも小さくなっ

た（図－3.5）。このように，混和材を用いたコンクリートの塩化物イオン浸透に対する抵抗性は，早強ポル

トランドセメント単味のコンクリートよりも向上することが確認されている。ただし，現時点では早強ポル

トランドセメントの一部を混和材で置換したコンクリートの鋼材腐食発生限界濃度が明確でないこと，長期

的な暴露試験の結果が十分に蓄積されていないこと等を勘案し，かぶりの最小値については表－3.1 に示す

道路橋示方書の規定値に準拠することとした。 
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H40： 
早強ポルトランドセメント単味 

H40B430： 
早強ポルトランドセメントの30%を 
高炉スラグ微粉末4000で置換 

H40B650： 
早強ポルトランドセメントの50%を 
高炉スラグ微粉末6000で置換 

H40F20 ： 
早強ポルトランドセメントの20%を 
フライアッシュⅡ種で置換 

※全配合において，W/B = 40%，W = 165kg/m3とした。 
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図－3.4 混和材を用いたコンクリートの塩化物イオン濃度の推定結果 

 

 

図－3.5 水結合材比と見掛けの拡散係数 

 

 

3.4 凍結融解に対する抵抗性 

(1) 混和材を用いたコンクリートの凍結融解に対する抵抗性は，十分な信頼性を有する試験等の結果に基づい

て検討することとする。 

(2) 混和材を用いたコンクリートのうち，水結合材比40%以下で表－1.1に示す結合材の組合せを用いた場合

は，空気量4.5%のAEコンクリートとすることで，凍結融解に対する抵抗性の検討を省略してよい。 

 

【解説】 

(1)について 

 混和材を用いたコンクリートでは，化学混和剤を用いて AE コンクリートとすることによって，早強ポル

トランドセメント単味のコンクリートと同等の凍結融解に対する抵抗性を確保できることが多いが，混和材
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Dap(H) = 15.768×e −1.6（B/W）

H40： 
早強ポルトランドセメント単味 

H40B430： 
早強ポルトランドセメントの30%を 
高炉スラグ微粉末4000で置換 

H40B650： 
早強ポルトランドセメントの50%を 
高炉スラグ微粉末6000で置換 

H40F20 ： 
早強ポルトランドセメントの20%を 
フライアッシュⅡ種で置換 

※全配合において，W/B = 40%，W = 165kg/m3とした。 
※鋼材腐食発生限界濃度の目安として 

塩化物イオン濃度1.2kg/m3を点線で示した。 

H40： 
早強ポルトランドセメント単味 

H40B430： 
早強ポルトランドセメントの30%を 
高炉スラグ微粉末4000で置換 

H40B650： 
早強ポルトランドセメントの50%を 
高炉スラグ微粉末6000で置換 

H40F20 ： 
早強ポルトランドセメントの20%を 
フライアッシュⅡ種で置換 

Dap(H)： 
早強ポルトランドセメント単味の 
コンクリートの暴露試験結果から 
得られた見掛けの拡散係数（cm2/年） 

※全配合において，W/B = 40%，W = 165kg/m3とした。 
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の種類や置換率によって凍結融解に対する抵抗性の傾向が異なる場合があるため，凍結融解試験（JIS A 1148

のA法）等の結果に基づいて凍結融解に対する抵抗性を検討する必要がある。 

 

(2)について 

水結合材比が 40%以下で，表－1.1 に示す結合材の組合せを用いた場合には，化学混和剤の使用によって

空気量を4.5%とすることで，凍結融解に対する抵抗性の検討を省略してよいこととした。 

 表－1.1に示す結合材の組合せで水結合材比を40%とし，空気量の目標値を4.0～4.5%としたコンクリート

の凍結融解試験（JIS A 1148のA法）を実施した。この結果，混和材を用いたコンクリートの相対動弾性係

数の低下はみられず，早強ポルトランドセメント単味のコンクリートと同等の凍結融解に対する抵抗性を有

することが確認されている（図－3.6）。 

 

 

図－3.6 混和材を用いたコンクリートの相対動弾性係数（凍結融解試験） 
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発に関する共同研究報告書(Ⅲ)－PC 橋の塩害対策に関する検討－，共同研究報告書第 270 号，pp.9-47，

2001 
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H40： 
早強ポルトランドセメント単味 
（空気量の測定値 = 4.4%） 

H40B430： 
早強ポルトランドセメントの30%を 
高炉スラグ微粉末4000で置換 
（空気量の測定値 = 4.3%） 

H40B650： 
早強ポルトランドセメントの50%を 
高炉スラグ微粉末6000で置換 
（空気量の測定値 = 4.1%） 

H40F20： 
早強ポルトランドセメントの20%を 
フライアッシュⅡ種で置換 
（空気量の測定値 = 4.0%） 

※全配合において，W/B = 40%，W = 165kg/m3とした。 



55 
 

4 章 温度ひび割れ抵抗性の検討 
 

 

4.1 一般 

 混和材を用いたプレストレストコンクリート橋において温度ひび割れの発生が懸念される場合には，実績

による評価または温度応力解析による評価のいずれかの方法によって温度ひび割れに対する抵抗性を検討す

ることとする。 

 

【解説】 

 混和材を用いたコンクリートは，早強ポルトランドセメント単味のコンクリートと比較して，結合材の硬

化過程における発熱や自己収縮による体積変化の傾向が異なるため，必要に応じて温度ひび割れに対する抵

抗性を検討する必要がある。 

温度ひび割れ抵抗性の検討方法には，既往の実績による評価と温度応力解析による評価の 2つの方法があ

る。例えば，プレキャスト部材のように同一の工場で同種の形状のものが数多く製作される場合には，既往

の実績に基づいて温度ひび割れの発生の有無を判断できる。また，蒸気養生中の温度管理や追加養生等のひ

び割れ抑制対策の効果も同様に既往の実績に基づいて判断できる。実績による評価が難しい現場打ちのプレ

ストレストコンクリート橋等で温度応力解析によって検討を行う場合には，解析の精度向上を図るために，

工事に用いるコンクリートの物性値を定めることが望ましい。実測値を用いない場合には，信頼できるデー

タに基づいてコンクリートの物性値を定めてよい。 

 

 

4.2 温度応力解析による検討方法 

(1) 温度応力解析による検討は，温度解析によって算定される初期状態からの温度変化と自己収縮によるコン

クリートの体積変化を求め，これらを採り入れた応力解析によって算定されたコンクリートの応力に基づ

いて行うものとする。 

(2) 温度ひび割れに対する抵抗性の検討は，ひび割れ発生確率の限界値から定められるひび割れ指数を用いて

行うものとする。 

 

【解説】 

(1)について 

 温度解析，応力解析の具体的な方法は，コンクリート標準示方書に従うものとする。温度応力解析に用い

るコンクリート物性値は4.3節に示すものを用いるものとする。 

 

(2)について 

 温度ひび割れに対する抵抗性の検討は，ひび割れ発生確率の限界値から定められるひび割れ指数を用いて 
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行うこととした。ひび割れ指数は，コンクリート供試体の引張強度と構造物中の最大主引張応力度の比とし

て式(4.1)のように定義される。 

 

    crtkcr tσtftI g³= )(/)()(                            (4.1) 

ここに， )(tIcr ：ひび割れ指数， )(tftk ：材齢t日におけるコンクリート引張強度（N/mm2）， )(tσ ：材齢t日

におけるコンクリート最大主引張応力度（N/mm2）， crg ：ひび割れ発生確率に関する安全係数である。 

  

ひび割れに対する対策レベルに応じて表－4.1 に示すコンクリート標準示方書に準じたひび割れ発生確率

と安全係数を目標値として定める。ひび割れの発生が予測される場合は補強鉄筋を配置するのが望ましい。

表－1.1 に示す結合材の組合せを用いたコンクリートの温度ひび割れに対する抵抗性の試験を実施した結果，

ひび割れ指数とひび割れ発生状況が概ね対応することが確認されている（第Ⅲ部付録－5参照）。 

 

表－4.1 ひび割れ発生確率と安全係数（ crg ） 

対策レベル ひび割れ発生確率（%） 安全係数 
 

ひび割れを防止したい場合 
 

5 1.85以上 
 

ひび割れの発生をできる限り制限したい場合 
 

15 1.40以上 

ひび割れの発生を許容するが，ひび割れ幅が 
過大とならないように制限したい場合 

50 1.0以上 

 

 

4.3 温度応力解析に用いるコンクリートの物性値 

(1) コンクリートの熱物性は，使用材料や配合に基づいて定めるものとする。 

(2) コンクリートの引張強度は，供試体を用いた割裂引張強度試験によって定めるものとする。 

(3) コンクリートの有効ヤング係数は，材齢や乾燥状態等の影響を考慮して定めるものとする。 

(4) コンクリートの断熱温度上昇特性は，コンクリートの構成材料，配合，打込み温度等を考慮して定めるも

のとする。 

(5) 自己収縮が無視できない場合は，水和発熱による体積変化と自己収縮の両者を考慮して応力を算定するこ

ととする。自己収縮ひずみは，試験あるいは適用範囲と精度が検証されている推定式を用いて定めるもの

とする。 

(6) 膨張コンクリートの膨張ひずみは，温度依存性や養生方法等を考慮して定めるものとする。 

 

【解説】 

(1)について 

 混和材を用いたコンクリートの熱物性は，骨材に用いられる岩石の種類，結合材の種類，材齢等の影響を

受ける。表－1.1 に示す結合材の組合せを用いたコンクリートの熱膨張係数は，早強ポルトランドセメント
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単味のコンクリートと同程度であることが確認されているため（第Ⅲ部付録－4，5参照），10～12（×10−6/℃）

を標準としてよい。また，骨材に用いる岩石の種類の影響を考慮する必要がある場合には，文献1)を参考と

して，コンクリートの熱物性を定めてよい。 

 

(2)について 

 温度応力解析に用いるコンクリートの引張強度には，供試体から得られる割裂引張強度（JIS A 1113）を用

いることとする。供試体の引張強度の発現は，表－1.1 に示す結合材の組合せを用いた場合，圧縮強度から

式(4.2)を用いて求めてよい（第Ⅲ部付録－4参照）。 

 

    2)'(')'( 1
c

ctk tfctf =    (4.2) 

ここに， )'(tftk ：有効材齢 't 日におけるコンクリートの引張強度（N/mm2）， )'(' tf c ：有効材齢 't 日におけ

るコンクリートの圧縮強度（N/mm2）， 1c ， 2c ：養生方法等によって定まる定数で， 1c = 0.13， 2c = 0.85を

標準とする。 

 

有効材齢 't （日）は，温度の影響を等価な材齢として評価する式(4.3)を用いて求めてよい。 

 

    å
=

ú
û

ù
ê
ë

é
+

-=
n

i i
i TtΔT

tΔt
1 0/)(273

400065.13exp'    (4.3) 

ここに，T ：温度（℃）， itD ：温度がT （℃）である期間の日数（日）， 0T ：1（℃）である。 

 

圧縮強度は，有効材齢を用い，式(4.4)を用いて求めてよい。 

 

   )('
)'(

'
)'(' if

Stba
St

tf c
f

f
c -+

-
=    (4.4) 

ここに， )(' if c ：基準材齢i日におけるコンクリートの圧縮強度（N/mm2），i：設計基準強度の基準材齢（日），

a，b ：結合材の組合せ及び基準材齢に応じた定数， fS ：結合材の組合せに応じた硬化原点に対応する有

効材齢（日）である。 

  

基準材齢i日におけるコンクリートの圧縮強度，定数a，b 及び fS は，表－1.1 に示す結合材の組合せを

用いた場合，表－4.2，4.3の値を用いて求めてよい。 

表－1.1 に示す結合材の組合せを用いたコンクリートの圧縮強度の発現は，コンクリート標準示方書に示

される早強ポルトランドセメント単味のコンクリートの評価式に基づいて，強度発現特性に関する混和材の

寄与率を加味した修正評価式（式(4.4)，表－4.2，4.3）によって推定できることが確認されている（第Ⅲ部

付録－4参照）。 
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表－4.2 混和材を用いたコンクリートの圧縮強度の推定式 

結合材の組合せ 
基準材齢i  

(日) 

)/()(' 21 WBppif sc +=  SCMkCB ss +=  

1p  2p  sk  

早強ポルトランドセメントの30%を 
高炉スラグ微粉末 4000で置換 

28 −14.9 30.9 

0.40 

早強ポルトランドセメントの50%を 
高炉スラグ微粉末 6000で置換 

0.63 

早強ポルトランドセメントの20%を 
フライアッシュⅡ種で置換 0.17 

※C：単位セメント量（kg/m3），BS：強度発現特性に関する混和材の寄与率を加味した単位結合材量（kg/m3），250 ≤ BS ≤ 
600kg/m3，SCM：単位混和材量（kg/m3），kS：強度発現特性に関する混和材の寄与率 

 

表－4.3 混和材を用いたコンクリートの圧縮強度発現式の各定数 

結合材の組合せ 
)/(11 WBβαa s+=  )/(22 WBβαb s+=  fS  

（日） 1a  1b  2a  2b  

早強ポルトランドセメントの30%を 
高炉スラグ微粉末4000で置換 

4.39 −1.19 0.841 0.0428 0.30 
早強ポルトランドセメントの50%を 

高炉スラグ微粉末6000で置換 
早強ポルトランドセメントの20%を 

フライアッシュⅡ種で置換 
※BS：強度発現特性に関する混和材の寄与率を加味した単位結合材量（kg/m3）で，表－4.2による。 

 

 

(3)について 

 温度応力解析に用いるコンクリートの有効ヤング係数を試験によらないで簡便に求める場合には，式(4.5)

を用いて求めてよい。 

表－1.1 に示す結合材の組合せを用いたコンクリートの鉄筋拘束試験を実施した結果，コンクリートの各

物性値の試験値と式(4.5)の有効ヤング係数を用いて得られた自己収縮応力と温度応力の推定値は実測値と概

ね合致することが確認されている（第Ⅲ部付録－5参照）。 

 

    45.03 )'('103.6)'()'( tfttE cec ´´=j   (4.5) 

ここに， )'(tEc ：有効材齢 't 日における有効ヤング係数（N/mm2）， )'(' tf c ：式(4.4)による有効材齢 't 日の圧

縮強度（N/mm2）， )'(tej ：クリープの影響を考慮するためのヤング係数の低減係数である。 

最高温度に達する有効材齢まで： )'(tej = 0.42 

  最高温度に達する有効材齢＋1（日）以降： )'(tej = 0.65 

  最高温度に達する有効材齢＋1（日）までは直線補間する。 

 

 



59 
 

(4)について  

混和材を用いたコンクリートの断熱温度上昇特性は，セメントと混和材の種類や置換率，配合等，様々な

要因で変化する。このため，実際に用いるコンクリートと同材料，同配合の断熱温度上昇特性の試験値や実

績をもとに定める必要がある。 

混和材を用いたコンクリートの断熱温度上昇量は，表－1.1に示す結合材の組合せを用いた場合，表－4.4

の断熱温度上昇特性の値から，式(4.6)を用いて求めてよい（第Ⅲ部付録－4参照）。 

 

)1()( rteQtQ -
¥ -=   (4.6) 

ここに， )(tQ ：材齢t日における断熱温度上昇量（℃）， ¥Q ：終局断熱温度上昇量（℃），r：温度上昇速度 

に関する定数でいずれも実験によって定まる定数，t：材齢（日）である。 

 

表－4.4 混和材を用いたコンクリートの断熱温度上昇特性 ¥Q ，rの値 

結合材の組合せ 
)1()( rteQtQ -

¥ -=  

aTbaQ ´+=¥  aThgr ´+=  SCMkCB TT +=  

早強ポルトランドセメント

の 30%を高炉スラグ微粉末

4000で置換 

T

T

Bb
Ba

0000257.0106.0
135.09.15
+-=

+=
 

T

T

Bh
Bg

0000688.00989.0
0031.0601.0

+=
+-=

 

Tk = 0.8～1.0 

早強ポルトランドセメント

の 50%を高炉スラグ微粉末

6000で置換 
Tk = 0.9～1.0 

早強ポルトランドセメント

の20%をフライアッシュ 
Ⅱ種で置換 

Tk = 0.9～1.0 

※Q∞：終局断熱温度上昇量（℃），Ta：打込み時の温度（℃），C：単位セメント量（kg/m3），250 ≤ C ≤ 400kg/m3，BT：断

熱温度上昇特性に関する混和材の寄与率を加味した単位結合材量（kg/m3），250 ≤ BT ≤ 600kg/m3，SCM：単位混和材量

（kg/m3），kT：断熱温度上昇特性に関する混和材の寄与率 

 

 

ただし，表－4.4に示した混和材を用いたコンクリートの断熱温度上昇特性（ ¥Q ，r）の値は，早強ポル

トランドセメント単味のコンクリートの断熱温度上昇特性に近似しており（図－4.1），安全側の検討として

は断熱温度上昇特性に関する混和材の寄与率 Tk を1.0とすることが望ましい。 

また，単位セメント量が400kg/m3を超える場合では，終局断熱温度上昇量は単位セメント量の一次式で推

定される値よりも小さくなるとの指摘がある2)。このため，式(4.6)の ¥Q については，文献2)に示される早強

ポルトランドセメント単味のコンクリートの終局断熱温度上昇量に関する試験結果から得られた単位セメン

ト量の累乗式を断熱温度上昇特性に関する混和材の寄与率を加味して改良した式(4.7)を用いて求めてよい。

この際，温度上昇速度に関する定数rについては，表－4.4を用いて求めてよい。混和材の寄与率 Tk を1.0と

して式(4.7)から得られた ¥Q の値（72.1℃）は，図－4.1に示す実験回帰式の ¥Q の値（68.7～70.6℃）よりも

若干高くなることが確認されている（第Ⅲ部付録－4参照）。 



60 
 

    
63.049.1 TBQ =¥    (4.7) 

ここに， TB ：断熱温度上昇特性に関する混和材の寄与率を加味した単位結合材量（kg/m3）である（表－4.4）。 

 

  
(A) H40                      (B) H35B430 

  
(C) H35B650                     (D) H35F20 

 

 

 

図－4.1 混和材を用いたコンクリートの断熱温度上昇試験結果（練上がり温度20℃の例） 

 

 

(5)について 

自己収縮ひずみは，水結合材比，セメントの種類，混和材の種類や置換率，温度等の影響を受ける。特に， 

プレストレストコンクリート橋に用いるコンクリートは水結合材比が小さくなる傾向にあり，混和材の使用

方法によっては，水和発熱に伴う温度ひずみに対して無視できない自己収縮ひずみを生じる場合がある。一

方，養生方法によっても自己収縮ひずみは影響を受けるため，施工条件に応じて試験あるいは推定式のいず

れかの方法によって自己収縮ひずみを考慮する必要がある。 
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Q(t)=69.8(1−e−2.51t)

H40：早強ポルトランドセメント単味（W/B = 40%，W = 165kg/m3） 
H35B430：早強ポルトランドセメントの30%を高炉スラグ微粉末4000で置換（W/B = 35%，W = 165kg/m3） 
H35B650：早強ポルトランドセメントの50%を高炉スラグ微粉末6000で置換（W/B = 35%，W = 165kg/m3） 
H35F20：早強ポルトランドセメントの20%をフライアッシュⅡ種で置換（W/B = 35%，W = 165kg/m3） 
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自己収縮ひずみの推定値は，表－1.1に示す結合材の組合せを用いた場合，式(4.8)～(4.12)及び表－4.5を用

いて求めてよい。表－1.1 に示す結合材の組合せを用いたコンクリートの自己収縮試験を実施した結果，自

己収縮ひずみの測定値と式(4.8)～(4.12)による推定値は概ね一致したことが確認されている（第Ⅲ部付録－4

参照）。ただし，これらの自己収縮ひずみの推定式の適用範囲は，35 ≤ BW / ≤ 55%，20 ≤ maxT ≤ 90℃とする。 

 

    ( ){ }[ ]b
sasag ttaβ ----= ¥ 'exp1'ee  (4.8) 

    asTas B
Wcc 'exp' 21 ee +

þ
ý
ü

î
í
ì

÷
ø
ö

ç
è
æ=¥   (4.9) 

    ( ){ }[ ]20102.1exp1'' 6 -´--= ¥ maxasTasT Tee   (4.10) 

    ( )40.0030.08.6exp7.3 +
þ
ý
ü

î
í
ì

÷
ø
ö

ç
è
æ-´= maxT

B
Wa   (4.11) 

    ( )95.00025.05.2exp25.0 +
þ
ý
ü

î
í
ì

÷
ø
ö

ç
è
æ´= maxT

B
Wb   (4.12) 

ここに， age ：自己収縮ひずみの推定値（×10−6）， ¥as'e ：自己収縮ひずみの最終値（×10−6），b：配合補

正係数（表－4.5）， 't ：有効材齢（日）， st ：凝結の始発（表－4.5）， ¥asT'e ：高温履歴による自己収縮ひず

みの増加量の最終値（×10−6）（表－4.5）， 1c ， 2c ：係数（表－4.5），W ：単位水量（kg/m3），B ：単位結

合材量（kg/m3）， asT'e ：高温履歴による自己収縮ひずみの増加量（×10−6）， maxT ：温度解析によって求め

るコンクリートの最高温度（℃），a，b ：自己収縮の進行特性を表す係数である。 

 

表－4.5 混和材を用いたコンクリートの自己収縮ひずみ推定式における各係数 

結合材の組合せ 式(4.8)の係数 式(4.9)の係数 式(4.10)の係数 
早強ポルトランドセメントの30%を 

高炉スラグ微粉末4000で置換 b = 1.0 

st = 0.2 
1c = 2350 

2c = −5.8 ¥asT'e = 80 
早強ポルトランドセメントの50%を 

高炉スラグ微粉末6000で置換 
早強ポルトランドセメントの20%を 

フライアッシュⅡ種で置換 
b =1.2 

st =0.2 
1c = 3070 

2c = −7.2 ¥asT'e = 50 

 

(6)について 

 設計値として用いる膨張コンクリートの膨張ひずみは，拘束条件下において得られたものとする。試験に

よって膨張ひずみを求める場合は，温度履歴を与えた封緘養生の供試体を用いて標準的な拘束膨張試験（JIS 

A 6202附属書2）によって求めるか，JIS A 6202附属書2に準拠して標準養生を行った供試体のひずみと温度

履歴を与えた膨張材を用いない供試体の自己収縮ひずみを重ね合わせて求めるのがよい。 

膨張ひずみは，標準的な使用量 20kg/m3 の膨張材を用いる場合，式(4.13)を用いて求めてよい。式(4.13)を

用いて求めた膨張ひずみは，式(4.8)～(4.12)の自己収縮ひずみの推定式と重ね合わせて求めてよい。 
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    { }[ ]exb
exexexex ttat )'(exp1)'( 0,, ---= ¥ee   (4.13) 

ここに， )'(texe ：有効材齢 't 日における膨張ひずみ（×10−6）， ¥,exe ：膨張ひずみの終局値（×10−6）（ ¥,exe

= 165）， exex ba ， ：膨張ひずみの進行特性に及ぼす影響を表す係数（ exa = 1.45， exb = 1.38）， 0,ext ：膨張開

始時点の有効材齢（日）（ ¥,ext = 0.20）である。 

 

膨張材を用いた場合の温度応力低減効果の評価方法の妥当性は，高炉スラグ微粉末6000を用いたコンクリ

ートに標準的な使用量20kg/m3の膨張材を併用した試験によって確認されている（第Ⅲ部付録－5参照）。な

お，膨張材を用いたコンクリートの圧縮強度の発現，引張強度及びヤング係数は，水結合材比の等しい膨張

材を用いないコンクリートと同一としてよい（第Ⅲ部付録－5参照）。 

 

 

参考文献 

1) 日本コンクリート工学協会：マスコンクリートのひび割れ制御指針2008，pp.48-50，2008 

2) 国土交通省土木研究所，プレストレスト・コンクリート建設業協会：現場打ち高強度コンクリート部材

の設計施工法の開発に関する共同研究報告書－現場打ち高強度コンクリート施工マニュアル（案）－，

共同研究報告書第266号，pp.119-122，2001 
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5 章 施工 
 

 

5.1 一般 

混和材を用いたプレストレスコンクリート橋におけるコンクリートの施工は，構造物が所要の性能を有す

るよう，あらかじめ適切な施工計画を立案して実施するものとする。 

 

【解説】 

混和材を用いたコンクリートのワーカビリティーや強度発現特性は，混和材の種類及び置換率によって異

なる。このため，混和材を用いたプレストレストコンクリート橋におけるコンクリートの施工は，構造物が

所要の特性を有するよう，事前の試験等に基づき，あらかじめ適切な施工計画を立案して実施する必要があ

る。 

 

 

5.2 材料 

(1) 材料は，品質の確かめられたものでなければならない。 

(2) JIS及び土木学会基準の品質規格を満足する材料は，品質が確かめられた材料であると判断してよい。 

(3) セメントは，JIS R 5210に適合したもののうち，早強ポルトランドセメントを標準とする。 

(4) 高炉スラグ微粉末は，JIS A 6206に適合したもののうち，高炉スラグ微粉末4000あるいは高炉スラグ微

粉末6000を標準とする。 

(5) フライアッシュは，JIS A 6201に適合したもののうち，フライアッシュ II種を標準とする。 

(6) 化学混和剤は，JIS A 6204に適合したものを標準とする。 

(7) 細骨材及び粗骨材は，所要の品質を有するものでなければならない。 

(8) (3)～(7)以外の材料については，その品質を確かめ，これを用いたコンクリートが所要の品質を有するこ

とを確認しなければならない。 

 

【解説】 

(3)，(4)及び(5)について 

プレストレストコンクリート橋の施工においては，比較的初期の材齢でプレストレス力を導入することが

多く，早期の強度発現が求められるため，早強ポルトランドセメントが多用される。このマニュアル（案）

では，過去の施工実績及び強度発現特性を考慮し，表－1.1 に示すようにセメントとして早強ポルトランド

セメント，混和材として高炉スラグ微粉末 4000，高炉スラグ微粉末 6000，フライアッシュ II 種を用いるこ

とを標準とした。その他のセメント及び混和材を用いる場合には，これを用いたコンクリートが所要の品質

を有することを確認する必要がある。 

高炉スラグ微粉末に含まれる三酸化硫黄（SO3）について，JIS A 6206では4.0%以下に規定されている。
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高炉スラグ微粉末の原料である高炉水砕スラグの三酸化硫黄含有率は0.3%程度以下であるため，これを超え

る分の三酸化硫黄はせっこうの添加によるものである。せっこうの添加は凝結や水和反応に影響を与えるた

め，コンクリートに求められる品質や使用する高炉スラグ微粉末の組合せによっては，せっこうを高炉スラ

グ微粉末とは別に添加する必要が生じる場合もある。市販の高炉スラグ微粉末には，せっこうを添加してい

るものと添加していないものがあるため，試験成績表に示される三酸化硫黄の含有率によって，せっこうの

添加の有無及びその量を確認しておく必要がある。 

 

(6)について 

混和材を用いたコンクリートのフレッシュ性状は，セメント及び混和材の種類や置換率によって大きく異

なる場合がある。特に，フライアッシュの品質によっては，未燃カーボンの存在によって空気連行性が低下

することが知られている。未燃カーボンは，AE 剤等の化学混和剤を吸着する性質があるため，通常の AE

剤では所定の空気量を確保するための使用量が増加する場合や，空気量の経時変化が大きくなる場合がある。

このため，フライアッシュ用の AE 剤や混和材を多量に用いたコンクリートに特化した化学混和剤等が開発

されているが，化学混和剤の選定と使用量の調整においては，なるべく実際の施工条件に近い条件で試し練

りを行い，フレッシュコンクリートが所要の品質を有することを確認する必要がある。 

 

(7)について 

骨材は，清浄，堅硬，耐久性を持ち化学的あるいは物理的に安定し，適切な粒度を持ち，ごみ，どろ，有

機不純物，塩化物等を有害量含まないものを使用する。 

骨材の化学安定性に関する事項としてアルカリシリカ反応があるが，一般に，混和材を用いたコンクリー

トは，高炉スラグ微粉末やフライアッシュの反応によって細孔溶液中の水酸化物イオンの濃度を低下させる

ことができるため，アルカリシリカ反応の抑制効果が高いとされている。 

コンクリート標準示方書では，アルカリシリカ反応対策として，(i)アルカリ総量の抑制，(ii)アルカリシリ

カ反応抑制効果を持つ混合セメントの使用，(iii)アルカリシリカ反応性試験で「無害」と判定される骨材の使

用のうちいずれかを採ることと定めている。混合セメント等を使用する抑制対策では，JIS R 5211に適合す

る高炉セメントB種（スラグ混合率40%以上）またはC種，JIS R 5213に適合するフライアッシュセメント

B種（フライアッシュ混合率15%以上）またはC種，あるいは，高炉スラグ微粉末やフライアッシュ等の混

和材をポルトランドセメントに混入した結合材でアルカリシリカ反応抑制効果の確認された結合材を使用す

ることとしており，JIS A 5308「レディーミクストコンクリート」においても附属書で同様の方法が規定され

ている。表－1.1 に示す結合材の組合せを用いた場合には，混和材の使用によるアルカリシリカ反応抑制効

果が期待できる事例が多くあったが（第Ⅲ部付録－3参照），使用する骨材やその他の条件によって効果が異

なる可能性もあるため，混和材の使用によるアルカリシリカ反応の抑制効果を期待する場合には，事前の試

験等によってその効果を確認しておくことが望ましい。 
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5.3 配合 

(1) 混和材を用いたコンクリートの配合は，作業に適するワーカビリティー，所要の強度，耐久性，水密性，

ひび割れ抵抗性及び鋼材を保護する性能をもつ範囲で，単位水量をできるだけ小さくし，かつ，品質のば

らつきが小さくなるように定めるものとする。 

(2) 混和材を用いたコンクリートのセメント及び混和材の種類，混和材の置換率並びに水結合材比は，フレッ

シュコンクリートのワーカビリティーを確保し，打込み後のコンクリートが所要の品質を有するように定

めるものとする。 

(3) 混和材を用いたコンクリートは，空気量4.5%のAEコンクリートとすることを標準とする。 

 

【解説】 

(1)について 

混和材を用いたコンクリートに求められる品質は，部材の断面形状，寸法，鋼材の配置状況，環境条件及

び施工時期，並びに運搬，打込み，締固め等の施工方法によって異なるので，所要の品質を有するようにコ

ンクリートの配合を定める必要がある。 

コンクリートの配合とスランプ及び空気量の試験結果の一例を表－5.1 に示す。一般に，混和材の使用に

よってフレッシュコンクリートの流動性は向上し，同程度のスランプを得るために必要な単位水量は減少す

る。プレストレストコンクリート橋に用いるコンクリートのように比較的水結合材比が小さい範囲で，単位

水量及び単位粗骨材絶対容積を一定としても，高性能AE減水剤等の化学混和剤の使用量を調整することで，

早強ポルトランドセメント単味のコンクリートと同程度のスランプが得られることが確認されている。 

 

表－5.1 コンクリートの配合及び試験結果の一例 

水結合 
材比 
W/B 

（%） 

細骨 
材率 
s/a 

（%） 

空気量 
（%） 

置換率 
SCM/B 
（%） 

単位量（kg/m3） 試験結果 

水 
W 

結合材 B 
細骨材 

S 
粗骨材 

G 

スラ 
ンプ 
（cm） 

空気量 
（%） セメント 

HPC 
混和材 SCM 

BS4 BS6 FA 

40 

45.0 

4.5 

0 

165 

413 － － － 758 

968 

13.0 5.3 

44.7 30 289 124 － － 749 12.0 4.4 

44.5 50 206 － 206 － 745 11.5 4.5 

44.2 20 330 － － 83 734 9.5 4.4 
※ HPC：早強ポルトランドセメント（密度 = 3.14g/cm3，比表面積 = 4,580cm2/g），BS4：高炉スラグ微粉末4000（密度 = 2.89g/cm3，

比表面積 = 4,440cm2/g），BS6：高炉スラグ微粉末6000（密度 = 2.91g/cm3，比表面積 = 5,970cm2/g），FA：フライアッシュ

II種（密度 = 2.08g/cm3，比表面積 = 3,810cm2/g） 
※ 化学混和剤：高性能AE 減水剤及びAE 剤。ただし，フライアッシュを用いた配合で使用したAE 剤はフライアッシュ用AE

剤として市販されているもの。 
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(2)について 

セメント及び混和材の種類，混和材の置換率並びに水結合材比は，混和材を用いたコンクリートの品質に

多大な影響を与えるため，フレッシュコンクリート及び硬化コンクリートが所要の品質を有するよう適切に

定める必要がある。圧縮強度については，水結合材比が一定の条件では，混和材の置換率を高めると，初期

材齢の強度発現が遅くなることが確認されている（図－5.1）。したがって，混和材を用いたコンクリートを

適用する際に早強ポルトランドセメント単味のコンクリートと同様の工程でプレストレス力を導入するため

には，プレストレス力の導入に必要な圧縮強度を得るため，早強ポルトランドセメント単味のコンクリート

よりも水結合材比を低減することが必要となる場合がある。 

このマニュアル（案）では，プレストレストコンクリート橋の施工実績等（第Ⅲ部付録－1 参照）も参考

として，比較的初期の材齢で十分な強度発現を確保できるように，表－1.1 に示す結合材の組合せを標準し

た。また，現場打ちプレストレストコンクリート橋に多く適用されている設計規準強度40N/mm2のコンクリ

ートとするため，表－1.1 に示す結合材の組合せで，水結合材比を 35～40%としたコンクリートの実験や解

析等の結果に基づいて，設計値，耐久性及び温度ひび割れ抵抗性の検討方法を示した。 

 

  
(A)高炉スラグ微粉末4000                (B)高炉スラグ微粉末6000 

 
(C)フライアッシュ II種 

図－5.1 混和材を用いたコンクリートの圧縮強度の発現 
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【供試体の養生及び保管方法】

(A)： 
早強ポルトランドセメントの一部を 
高炉スラグ微粉末4000で置換 
（置換率 = 0，30，50%） 

(B)： 
早強ポルトランドセメントの一部を 
高炉スラグ微粉末6000で置換 
（置換率 = 0，30，50，70%） 

(C)： 
早強ポルトランドセメントの一部を 
フライアッシュⅡ種で置換 
（置換率 = 0，10，20，30%） 

※全配合において，W/B = 40%，W = 165kg/m3とした。 
※供試体の養生及び保管方法は，材齢28日まで 
標準養生（20℃の水中養生），材齢28 ~91日で室内

保管，材齢91日以降で屋外暴露。 
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(3)について 

このマニュアル（案）では現場打ちのプレストレストコンクリート橋を対象とし，凍結融解に対する抵抗

性を確保するため，空気量は 4.5%とすることを標準とした。なお，プレキャスト部材（JIS げた）の空気量

に関しては JIS A 5373によるものとする。 

 

 

5.4 運搬・打込み・締固め 

(1) 混和材を用いたコンクリートは，練り混ぜた後速やかに運搬し，直ちに打ち込み，十分に締め固めなけれ

ばならない。練り混ぜてから打ち終わるまでの時間は，原則として，外気温が25℃を超える時で1.5時間，

25℃以下の時で2時間を超えないようにするものとする。 

(2) 混和材を用いたコンクリートの打込み時の温度は，原則として，10℃以上とする。 

 

【解説】 

(1)について 

混和材を用いたコンクリートの運搬，打込み及び締固めは，通常のコンクリートと同様に行えばよい。た

だし，混和材を用いたコンクリートは，早強ポルトランドセメント単味のコンクリートと比較して粘性が高

くなる場合があるため，コンクリートの運搬において圧送を行う場合には，圧力損失が大きくなる可能性が

ある。また，配合や使用材料，温度，運搬条件等の違いが圧送前後でのスランプの低下や経時変化に伴うス

ランプの低下に与える影響は，混和材を用いることで大きくなる場合がある。このため，混和材を用いたコ

ンクリートを用いる場合は，運搬時のコンクリートの品質の変化に留意する必要がある。 

なお，圧送が困難と予想される場合には，試験圧送を行うか，必要に応じて事前に圧送性評価試験を行っ

て閉塞に対する安全性を評価するとよい。 

 

(2)について 

混和材を用いたコンクリートの強度発現は，硬化時におけるコンクリートの温度の影響を大きく受ける。

特に低温環境では強度発現が遅れ，管理材齢での強度を得ることが困難となる場合もある。このマニュアル

（案）では，打込み時のコンクリートの温度を原則として 10℃以上とした。表－1.1 に示す結合材の組合せ

で打込み時及び養生中のコンクリートの温度を10℃以上とした場合，強度発現に問題がないことが確認され

ている（第Ⅲ部付録－4参照）。また，スラブ，壁等の薄い部材の場合には，打込み時のコンクリートの温度

が低いと硬化時の水和熱も小さく，養生中のコンクリートの温度が低くなり，長期の強度発現にも悪影響を

及ぼすため，寒冷時には運搬中のコンクリートの温度低下にも留意する必要がある。 
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5.5 湿潤養生期間 

(1) 混和材を用いたコンクリートの湿潤養生期間は，所要の強度と耐久性が得られるよう，試験によって定め

るものとする。 

(2) 混和材を用いたコンクリートの湿潤養生期間は，表－1.1に示す結合材の組合せを用いた場合，日平均気

温が15℃以上では3日を標準とする。 

(3) 混和材を用いたコンクリートの強度発現は養生温度が低いと早強ポルトランドセメント単味のコンクリ

ートと比較して遅れることがあるため，原則として，養生温度は10℃以上とする。 

(4) コンクリートにひび割れの発生が懸念される場合には，必要に応じて型枠を存置する期間を別途定めるこ

とが望ましい。 

 

【解説】 

(1)について 

 混和材を用いたコンクリートの強度発現と耐久性は，混和材の種類や置換率，湿潤養生期間，養生温度の

影響を受けるため，所要の強度と耐久性が得られることを試験によって確認した上で，適切な湿潤養生期間

を定める必要がある。 

 

(2)について 

 混和材を用いたコンクリートの湿潤養生期間は試験によって定めることとしたが，混和材を用いたコンク

リートを適用する全ての工事において個々に湿潤養生期間を試験によって設定することは難しい。このため，

表－1.1 に示す結合材の組合せを用いた場合，日平均気温が 15℃以上では，湿潤養生期間の標準を 3 日とし

た。これは，十分な給水養生を行った場合において，コンクリートの強度発現と耐久性に湿潤養生期間が与

える影響を検討した室内試験と暴露試験の結果に基づいて定めた湿潤養生期間の標準である。 

 圧縮強度については，早強ポルトランドセメント単味のコンクリートと同様に，湿潤養生終了時の圧縮強

度が標準養生を行った供試体の材齢28日における圧縮強度の50%以上となる日数とした（図－5.2）。中性化

については，暴露試験の結果から推定した100年後の中性化深さが25mm以下（道路橋示方書に示されるか

ぶりの最小値35mmからコンクリート標準示方書に示される中性化残り10mmを差し引いた値以下）となる

日数とした（図－5.3）。塩害については，電気泳動試験（非定常法）による塩化物イオン浸透深さが早強ポ

ルトランドセメント単味のコンクリートよりも小さくなる日数，すなわち，塩化物イオン浸透に対する抵抗

性が早強ポルトランドセメント単味のコンクリートと同等以上となる日数とした（図－5.4）。凍害について

は，凍結融解試験による相対動弾性係数が早強ポルトランドセメント単味のコンクリートと同等となる日数

とした（図－5.5）。 

 また，このマニュアル（案）では混和材を用いたコンクリートの湿潤養生期間の標準を 3日としたが，湿

潤養生期間の延長は脱型後の強度増加や耐久性の向上に寄与するため，施工の効率性や経済性等に悪影響を

及ぼさない範囲で湿潤養生期間を長く設定することが望ましい。給水養生を長期間持続することが難しい場

合には，型枠の存置やシートによる被膜等によって水分の逸散を抑制する養生を組み合わせて行うことも混
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和材を用いたコンクリートの耐久性を向上させるための一つの方法である。 

 なお，蒸気養生等の促進養生を行うプレキャスト部材については，試験等によって適切な湿潤養生期間を

別途定める必要がある。 

 

 

図－5.2 材齢3日まで湿潤養生を行ったコンクリートの圧縮強度の発現 

 

 

 
 

 

図－5.3 養生条件の異なるコンクリートの100年後の中性化深さの推定値 
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H40： 
早強ポルトランドセメント単味 

H40B430： 
早強ポルトランドセメントの30%を 
高炉スラグ微粉末4000で置換 

H40B650： 
早強ポルトランドセメントの50%を 
高炉スラグ微粉末6000で置換 

H40F20 ： 
早強ポルトランドセメントの20%を 
フライアッシュⅡ種で置換 

D：打込み翌日に脱型して気中養生 
C3：打込み翌日に脱型して材齢3日まで湿潤養生 
C7：打込み翌日に脱型して材齢7日まで湿潤養生 
※全配合において，W/B = 40%，W = 165kg/m3とした。 
※屋外に30ヶ月暴露した後の中性化深さから推定。 

H40： 
早強ポルトランドセメント単味 

H40B430： 
早強ポルトランドセメントの30%を 
高炉スラグ微粉末4000で置換 

H40B650： 
早強ポルトランドセメントの50%を 
高炉スラグ微粉末6000で置換 

H40F20 ： 
早強ポルトランドセメントの20%を 
フライアッシュⅡ種で置換 

※全配合において，W/B = 40%，W = 165kg/m3とした。 
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図－5.4 養生条件の異なるコンクリートの電気泳動試験（非定常法）による塩化物イオン浸透深さ 

 

 

 

図－5.5 材齢3日まで湿潤養生を行ったコンクリートの相対動弾性係数（凍結融解試験） 
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 混和材を用いたコンクリートでは，養生温度が低いと早強ポルトランドセメント単味のコンクリートと比

較して強度発現が遅れることがあるため，原則として，養生温度を10℃以上とすることとした。日平均気温

が10～15℃では，湿潤養生期間を3日よりも延長することが望ましい。ただし，給熱養生や保温養生によっ

て養生温度を15℃以上とすることができる場合には，湿潤養生期間を3日としてよい。 
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H40

H40B430

H40B650

H40F20

H40： 
早強ポルトランドセメント単味 

H40B430： 
早強ポルトランドセメントの30%を 
高炉スラグ微粉末4000で置換 

H40B650： 
早強ポルトランドセメントの50%を 
高炉スラグ微粉末6000で置換 

H40F20 ： 
早強ポルトランドセメントの20%を 
フライアッシュⅡ種で置換 

W：標準養生 
D：打込み翌日に脱型して気中養生 
C3：打込み翌日に脱型して材齢3日まで湿潤養生 
C7：打込み翌日に脱型して材齢7日まで湿潤養生 
※全配合において，W/B = 40%，W = 165kg/m3とした。 
※屋外に30ヶ月暴露した後に実施。 

H40： 
早強ポルトランドセメント単味 
（空気量の測定値 = 4.4%） 

H40B430： 
早強ポルトランドセメントの30%を 
高炉スラグ微粉末4000で置換 
（空気量の測定値 = 4.3%） 

H40B650： 
早強ポルトランドセメントの50%を 
高炉スラグ微粉末6000で置換 
（空気量の測定値 = 4.1%） 

H40F20： 
早強ポルトランドセメントの20%を 
フライアッシュⅡ種で置換 
（空気量の測定値 = 4.0%） 

※全配合において，W/B = 40%，W = 165kg/m3とした。 
※材齢3日まで湿潤養生を行い，材齢28日まで 
気中養生を行った後，凍結融解試験を開始。 
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(4)について 

 このマニュアル（案）では混和材を用いたコンクリートの湿潤養生期間の標準を3日としたが，拘束条件

や温度履歴等によってコンクリートにひび割れの発生が懸念される場合には，必要に応じて型枠を存置する

期間を別途定めることが望ましい。 

 

 

5.6 プレストレス力を導入する時のコンクリートの強度 

プレストレス力を導入する時のコンクリートの強度は，実際の部材と同様の条件で養生を行った供試体の

試験強度に基づいて確認するものとする。 

 

【解説】 

 混和材を用いたコンクリートの強度発現は早強ポルトランドセメント単味のコンクリートと比較して，打

込み後の温度履歴や養生方法の影響を受けるため，プレストレス力を導入する時のコンクリートの強度は実

際の部材と同様の条件で養生を行った供試体の試験強度に基づいて確認することとした。 
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6 章 二酸化炭素排出削減効果の検討 
 

 

(1) 混和材の使用によって得られる二酸化炭素排出削減効果は，定量的かつ客観的な方法を用いて評価するも

のとする。 

(2) 二酸化炭素排出量は，評価の目的に応じて対象項目を設定し，十分な信頼性を有する二酸化炭素排出原単

位を用いて算出するものとする。 

 

【解説】 

(1)について 

 混和材の使用によって得られるプレストレストコンクリート橋の二酸化炭素排出削減効果は，コンクリー

トに用いる材料の製造時に発生する二酸化炭素排出量を比較する方法やライフサイクルにおいて発生する二

酸化炭素排出量を比較する方法等，定量的かつ客観的な方法を用いて評価する必要がある。 

 

(2)について 

 二酸化炭素排出量を算出する際には，評価の目的に応じて対象項目を設定し，十分な信頼性を有する二酸

化炭素排出原単位を用いて算出することとした。対象項目の設定においては，表－6.1を参考にするとよい。 

 

表－6.1 二酸化炭素排出削減効果の評価の対象項目 

ステージ 対象項目 

建設 
仮設資材の運搬 
使用材料（コンクリート，PC鋼材，鉄筋等）の製造，運搬 
施工機械の運搬，運転 

維持補修 舗装修繕時の使用材料の製造，運搬 
舗装修繕時の施工機械の運搬，運転 

解体・廃棄 解体機械の運搬，運転 
コンクリート塊の運搬 

 

 

 プレストレストコンクリート橋のライフサイクルにおいて発生する二酸化炭素排出量は，特にコンクリー

トに用いる材料の製造時に発生するものの割合が大きい。このため，混和材を用いたコンクリートをプレス

トレストコンクリート橋に適用する場合に，建設，維持補修及び解体・廃棄の方法が早強ポルトランドセメ

ント単味のコンクリートを適用する場合と同様であれば，コンクリートに用いる材料の製造時に発生する二

酸化炭素排出量を比較することで，混和材の使用による二酸化炭素排出削減効果を定量的に評価することが

できる。材料製造時の二酸化炭素排出量については，各材料の使用量に二酸化炭素排出原単位を乗じて算出

してよい。  
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 結合材として用いられる材料の二酸化炭素排出原単位の例として，文献1)に示される値を表－6.2に示す。

高炉スラグ微粉末及びフライアッシュの二酸化炭素排出原単位は，セメントと比較して非常に小さい。この

ため，セメントの一部を高炉スラグ微粉末あるいはフライアッシュで置換して，セメントの使用量を抑制す

ることによって，材料製造時の二酸化炭素排出量を削減することができる。なお，二酸化炭素排出原単位に

ついては，文献1)，2)のほか，各種機関から公開されているデータを参考にするとよい。 

 

表－6.2 結合材の二酸化炭素排出原単位 

結合材 二酸化炭素排出原単位（kg-CO2/t） 

セメント 766.6 

高炉スラグ微粉末 26.5 

フライアッシュ 19.6 

※文献 1)を参照して作成。産業副産物である高炉スラグ微粉末やフライアッシュ

の二酸化炭素排出原単位は，生産時の二酸化炭素排出量を加算せず，加工時に要

したエネルギー消費とこれに伴う二酸化炭素排出量のみを考慮して算出した値。 

 

 

 一方，建設，維持補修及び解体・廃棄の方法が早強ポルトランドセメント単味のコンクリートを適用する

場合と大幅に異なる際には，ライフサイクル全体における二酸化炭素排出量を算出して，二酸化炭素排出削

減効果を定量的に評価することが望ましい。プレストレストコンクリート橋のライフサイクル全体における

二酸化炭素排出量の算出にあたっては，文献3)に詳細な方法が示されているので，参考にするとよい。 

 プレストレストコンクリート橋の代表的な構造形式（プレテンション方式 PC 単純T 桁橋，ポストテンシ

ョン方式3径間連結PCT桁橋，ポストテンション方式4径間連続PC箱桁橋）を対象として，混和材の使用

によって得られる二酸化炭素排出削減効果を定量化した結果を図－6.1 に示す。コンクリートに用いる材料

の製造時の二酸化炭素排出量（図－6.1 (A)）と表－6.1の建設時における二酸化炭素排出量（図－6.1 (B)）

を評価の対象とした。混和材を用いたコンクリートでは，プレストレス力の導入に必要となる初期材齢の圧

縮強度を確保するため，早強ポルトランドセメント単味のコンクリートよりも水結合材比を小さく設定した。

また，二酸化炭素排出原単位については，表－6.2 の値を用いた。この結果，混和材を用いたコンクリート

では，構造形式にかかわらず，早強ポルトランドセメント単味のコンクリートと比較して，材料製造時の二

酸化炭素排出量を対象とした場合に最大で約40%，建設時の二酸化炭素排出量を対象とした場合に最大で約

18%の二酸化炭素排出削減効果が得られることが確認されている（第Ⅲ部付録－7参照）。 
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(A)コンクリートに用いる材料の製造時の 

二酸化炭素排出量の削減率 

 
(B)建設時の二酸化炭素排出量の削減率 

図－6.1 混和材を用いたプレストレストコンクリート橋の二酸化炭素排出削減効果 

 

 

参考文献 

1) 土木学会：コンクリート構造物の環境性能照査指針（試案），コンクリートライブラリーVol.125，2005 

2) 日本コンクリート工学会：コンクリートセクターにおける地球温暖化物質・廃棄物の最小化に関する研

究委員会報告書，2010 

3) プレストレスト・コンクリート建設業協会：PC 構造物の環境負荷低減の取組み－PC 構造物の建設に伴

うCO2排出量の見える化－，2011 
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H40（H36）： 
早強ポルトランドセメント単味， 
W/B = 40%（W/B = 36%）， 
W = 165kg/m3（W = 151g/m3） 

H35B430（H34B430）：  
早強ポルトランドセメントの30%を 
高炉スラグ微粉末4000で置換， 
W/B = 35%（W/B = 34%）， 
W = 165kg/m3（W = 170kg/m3） 

H35B650（H32B650）： 
早強ポルトランドセメントの50%を 
高炉スラグ微粉末6000で置換， 
W/B = 35%（W/B = 32%）， 
W = 165kg/m3（W = 153kg/m3） 

H35F20（H35F15）： 
早強ポルトランドセメントの20（15）%を 
フライアッシュⅡ種で置換， 
W/B = 35%（W/B = 35%）， 
W = 165kg/m3（W = 150kg/m3） 

※（）内はプレテンション方式PC単純T桁橋の 
配合のデータを示す。 

※図の縦軸は，早強ポルトランドセメント単味の 
コンクリートに対する混和材を用いたコンク 
リートの二酸化炭素排出量の削減率を示す。 
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付録－1  混和材を用いたプレストレストコンクリート橋の実績 
 

 

1. 概要 
 

混和材を用いたプレストレストコンクリート橋は 1990年代の終わり頃から本格的に建設され始め，近年で

は数百橋の実績がある。このマニュアル（案）では，混和材を用いた現場打ちプレストレストコンクリート

橋を対象としていることから，本来であれば，現場打ちプレストレストコンクリート橋の実績を示すべきで

あるが，実績の多くはプレキャスト部材であった。このことから，この付録では，混和材を用いたプレキャ

スト部材と現場打ちプレストレストコンクリート橋の代表的な実績を示す。また，混和材を用いた現場打ち

プレストレストコンクリート橋の施工事例をあわせて示す。 

実績の調査は，以下を対象範囲とした。 

 

・高炉スラグ微粉末 4000  

環境負荷軽減コンクリート（EFC）研究会の実績 

・高炉スラグ微粉末 6000  

高炉スラグ微粉末を用いた高耐久性PC構造物（BSPC）研究会の実績 

・フライアッシュⅡ種 

土木学会，日本コンクリート工学会，セメント協会及びプレストレストコンクリート工学会から

2001 年以降に公開された文献 

 

 

2. 実績の調査結果 
 

実績の調査結果の一覧を表－1～3に示す。ここでは，それぞれの混和材を初めて採用した橋に加えて，施

工数量が比較的多く各構造形式が網羅されるように実績を選定した。 

 



 

 

76

※
H
：
早
強
ポ
ル
ト
ラ
ン
ド
セ
メ
ン
ト

 
※
※

N
o.

2～
9
の
橋
梁
の
ス
ラ
ン
プ
は
，
ス
ラ
ン
プ
フ
ロ
ー
値
を
示
す
。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現
場
打
ち
コ
ン

ク
リ
ー
ト
の

 
打
込
み
方
法

 

ポ
ン
プ
に
よ
る

 
打
込
み

 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

施
工
デ
ー
タ

 

養
生

 

現
場

 
散
水

 

蒸
気

 

蒸
気

 

蒸
気

 

蒸
気

 

蒸
気

 

蒸
気

 

蒸
気

 

蒸
気

 

施
工

 
数
量

 
（

m
3 ）

 

13
0 

15
36

 

36
7 

19
63

 

71
3 

36
7 

43
9 

36
7 

36
7 

配
合
デ
ー
タ

 

結
合
材
（

B）
 

混
和
材

 
（

kg
/m

3 ）
 

13
5 

15
0 

15
0 

15
0 

15
0 

15
0 

15
0 

15
0 

15
0 

セ
メ
ン
ト

※
 

（
kg

/m
3 ）

 

31
5（

H）
 

35
0（

H）
 

35
0（

H）
 

35
0（

H）
 

35
0（

H）
 

35
0（

H）
 

35
0（

H）
 

35
0（

H）
 

35
0（

H）
 

水
 

（
W
）

 
（

kg
/m

3 ）
 

15
7 

17
2 

16
4 

16
0 

17
0 

16
4 

17
0 

16
4 

16
4 

置
換
率

 
（

%
）

 

30
 

30
 

30
 

30
 

30
 

30
 

30
 

30
 

30
 

水
結
合

 
材
比

 
（

W
/B
）

 
（

%
）

 

35
 

34
 

33
 

32
 

34
 

33
 

34
 

33
 

33
 

空
気
量

 
（

%
）

 

4.
5 

3.
0 

3.
0 

4.
5 

2.
0 

3.
0 

2.
0 

3.
0 

3.
0 

ス
ラ

 
ン
プ

※
※
 

（
cm

）
 

15
 

65
 

60
 

60
 

50
 

60
 

50
 

60
 

60
 

圧
縮
強
度

 

導
入
時

 
強
度

 
（

N
/m

m
2 ）

 

34
 

35
 

35
 

35
 

35
 

35
 

35
 

35
 

35
 

設
計
基
準

 
強
度

 
（

N
/m

m
2 ）

 

40
 

50
 

50
 

50
 

50
 

50
 

50
 

50
 

50
 

構
造
デ
ー
タ

 

全
幅
員

 
（

m
）

 

21
.7 

10
.8 

12
.8 

10
.5 

12
.0 

11
.2 

8.
0 

38
.8 

11
.2 

橋
長

 
（

m
）

 

25
.0 

29
0.

0 

69
.0 

31
5.

0 

14
3.

0 

18
0.

0 

11
9.

0 

29
.7 

26
7.

0 

構
造
形
式

 

ポ
ス
テ
ン

 

プ
レ
テ
ン

 

ポ
ス
テ
ン

 

プ
レ
テ
ン

 

ポ
ス
テ
ン

 

ポ
ス
テ
ン

 

プ
レ
テ
ン

 

ポ
ス
テ
ン

 

ポ
ス
テ
ン

 

PP
C
単
純

T
桁
橋

 

3
径
間
連
続
非
合
成

 
PC

床
版
箱
桁
橋

 
2
径
間
連
結

PC
 

合
成
桁
（
コ
ン
ポ
）
橋

 

9
径
間
連
続

PC
 

2
主
版
桁
橋

 

4
径
間
連
結

PC
 

T
桁
橋

 

5
径
間
連
結

PC
 

合
成
桁

 （
コ
ン
ポ
）

 橋
 

5
径
間
連
結

PC
 

T
桁
橋

 

PC
単
純
合
成
桁

 
（
コ
ン
ポ
）

 橋
 

7
径
間
連
結

PC
 

合
成
桁

 （
コ
ン
ポ
）

 橋
 

橋
種

 

鉄
道
橋

 

道
路
橋

 

道
路
橋

 

道
路
橋

 

道
路
橋

 

道
路
橋

 

道
路
橋

 

道
路
橋

 

道
路
橋

 

適
用
年

 

20
04

 

20
03

 

20
06

 

20
07

 

20
08

 

20
10

 

20
12

 

20
14

 

20
13

 

橋
 
梁
 
名

 

長
桜
架
道
橋

 

猿
投
高
架
橋

 

潮
田
高
架
橋

 

川
島
連
続

 
高
架
橋

 

高
田
橋

 

川
尻
高
架
橋

 

筑
紫
野
大
橋

 

相
模
原

IC
 

ラ
ン
プ
橋

 

小
佐
川
橋

 

N
o. 1 2 3 4 5 6 7 8 9 

表
－

1 
高
炉
ス
ラ
グ
微
粉
末

40
00

を
用
い
た
プ
レ
ス
ト
レ
ス
ト
コ
ン
ク
リ
ー
ト
橋
の
実
績
一
覧
表
（
主
な
橋
梁
）

 



 

 

77

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現
場
打
ち
コ
ン

ク
リ
ー
ト
の

 
打
込
み
方
法

 

―
 

―
 

―
 

―
 

ポ
ン
プ
に
よ
る

 
打
込
み

 
―

 

ポ
ン
プ
に
よ
る

 
打
込
み

 

ポ
ン
プ
に
よ
る

 
打
込
み

 
―

 

ポ
ン
プ
に
よ
る

 
打
込
み

 

―
 

施
工
デ
ー
タ

 

養
生

 

蒸
気

 

蒸
気

 

蒸
気

 

蒸
気

 

蒸
気

 

蒸
気

 
現
場

 
散
水

 
現
場

 
散
水

 
現
場

 
散
水

 
蒸
気

+ 
水
中

 
現
場

 
湿
潤

 
現
場

 
湿
潤

 

蒸
気

 

施
工

 
数
量

 
（

m
3 ）

20
4 

29
5 

85
8 

20
35

 

85
 

14
37

 

11
3 

26
2 

13
45

 

69
2 

22
2 

19
4 

13
83

 

配
合
デ
ー
タ

 

結
合
材
（

B）
 

混
和
材

 
（

kg
/m

3 ）
 

22
9 

19
2 

22
9 

20
9 

21
3 

23
5 

19
3 

17
3 

20
1 

23
2 

17
1 

14
5 

22
7 

セ
メ
ン
ト

※
 

（
kg

/m
3 ）

 

22
9（

H）
 

19
2（

H）
 

22
9（

H）
 

20
9（

H）
 

21
3（

H）
 

23
5（

H）
 

19
3（

N）
 

17
3（

N）
 

20
2（

H）
 

23
2（

H）
 

17
1（

H）
 

14
5（

H）
 

22
7（

H）
 

水
 

（
W
）

 
（

kg
/m

3 ）
 

16
0 

14
2 

16
0 

14
2 

17
0 

15
0 

15
8 

15
5 

16
5 

16
0 

16
0 

16
0 

15
0 

置
換
率

 
（

%
）

 

50
 

50
 

50
 

50
 

50
 

50
 

50
 

50
 

50
 

50
 

50
 

50
 

50
 

水
結
合

 
材
比

 
（

W
/B
）

 
（

%
）

 

35
 

37
 

35
 

34
 

40
 

32
 

39
※
※

 

42
※
※

 

41
 

35
 

43
※
※

 

50
※
※

 

33
 

空
気
量

 
（

%
）

 

2.
0 

4.
5 

2.
0 

4.
5 

4.
5 

4.
5 

4.
5 

4.
5 

4.
5 

4.
5 

4.
5 

4.
5 

4.
5 

ス
ラ

 
ン
プ

 
（

cm
）

 

10
 

10
 

10
 

12
 

12
 

12
 

18
 

12
 

18
 

12
 

18
 

18
 

12
 

圧
縮
強
度

 

導
入
時

 
強
度

 
（

N
/m

m
2 ）

 

 35
  35
 

27
        35
 

設
計
基
準

 
強
度

 
（

N
/m

m
2 ）

 

50
 

50
 

50
 

50
 

36
 

60
 

40
 

36
 

36
 

50
 

50
 

30
 

50
 

構
造
デ
ー
タ

 

全
幅
員

 
（

m
）

 

10
.8 

16
.5 

12
.9 

16
.0 

5.
2 

10
.7 

10
.2 

14
.0 

11
.3 

橋
長

 
（

m
）

 

59
.8 

37
.8 

14
7.

0 

46
7.

0 

25
.4 

53
3.

0 

17
2.

0 

24
3.

0 

59
8.

0 

構
造
形
式

 

プ
レ
テ
ン

 

ポ
ス
テ
ン

 

プ
レ
テ
ン

 

プ
レ
テ
ン

 

ポ
ス
テ
ン

 

プ
レ
テ
ン

 

  

ポ
ス
テ
ン

 

プ
レ
テ
ン

 

ポ
ス
テ
ン

 

 

プ
レ
テ
ン

 

2
径
間
単
純

PC
中
空
床
版
橋

 
（

1
径
間
の
み
対
象
）

 
PC

単
純
合
成
桁

 
（
コ
ン
ポ
）
橋

 

3+
3
径
間
連
結

PC
T
桁
橋

 

鋼
12

径
間
連
続
非
合
成

 
3
主
鈑
桁
橋
（

PC
床
版
）

 

PC
単
純
中
空
床
版
橋

 

3+
6
径
間
連
結

 
PC

中
空
床
版
橋

 

6
径
間
連
続

 
PC

中
空
床
版
橋

 

鋼
3
径
間
連
続
鈑
桁
橋

 

鋼
10

+4
径
間
連
続
鈑
桁
橋

 

橋
種

 

道
路
橋

 

道
路
橋

 

道
路
橋

 

道
路
橋

 

水
門

 
管
理
橋

 

道
路
橋

 

道
路
橋

 

道
路
橋

 

道
路
橋

 

適
用
年

 

19
98

 

20
01

 

20
02

 

20
02

 

20
04

 

20
08

 

20
10

 

20
11

 

20
14

 

橋
 
梁
 
名

 

屋
嘉
比
橋

 

青
柳
橋

 

恩
納
バ
イ
パ
ス

 
6
号
橋

 

隣
松
寺
高
架
橋

 

平
内
海
岸
川
尻
川

水
門
管
理
橋

 

億
首
川
橋

 

諏
訪
公
園
橋

 
（

P7
~P

13
）

 

吹
矢
谷
橋
床
版

 
補
修
工
事

 

野
黒
沢
高
架
橋

 
床
版
工
事

 

N
o. 1 2 3 4 5 6 7 8 9 

現
場
打
ち
コ
ン

ク
リ
ー
ト
の

 
打
込
み
方
法

 

プ
レ
キ
ャ
ス
ト

 
セ
グ
メ
ン
ト
ブ
ロ
ッ
ク

 

―
 

施
工
デ
ー
タ

 

養
生

 

湿
潤

 

蒸
気

+ 
ミ
ス
ト

 

施
工

 
数
量

 
（

m
3 ）

19
,83

4 

 

配
合
デ
ー
タ

 

結
合
材
（

B）
 

混
和
材

 
（

kg
/m

3 ）
 

22
※
※

 

65
 

セ
メ
ン
ト

※
 

（
kg

/m
3 ）

 

43
6（

N）
 

36
6（

H）
 

水
 

（
W
）

 
（

kg
/m

3 ）
 

15
6 

15
0 

置
換
率

 
（

%
）

 

―
 

15
 

水
結
合

 
材
比

 
（

W
/B
）

 
（

%
）

 

34
※
※
※
 

35
 

空
気
量

 
（

%
）

 

4.
5 

4.
5 

ス
ラ

 
ン
プ

 
（

cm
）

 

18
 

18
 

圧
縮
強
度

 

導
入
時

 
強
度

 
（

N
/m

m
2 ）

 

 35
 

設
計
基
準

 
強
度

 
（

N
/m

m
2 ）

 

50
 

50
 

構
造
デ
ー
タ

 

全
幅
員

 
（

m
）

 

9.
7 

3.
3 

橋
長

 
（

m
）

 

21
85

.0+
93

5.
0 

22
.7 

構
造
形
式

 

 

プ
レ
テ
ン

 

32
+1

4
径
間

 
PC

連
続
箱
桁
橋

 

単
純

PC
T
桁
橋

 

橋
種

 

道
路
橋

 

歩
道
橋

 

適
用
年

 

20
08

 
~2

01
4 

20
15

 

橋
 
梁
 
名

 

伊
良
部
大
橋

 

宮
坂
橋

 

N
o. 1 2 ※

H
：
早
強
ポ
ル
ト
ラ
ン
ド
セ
メ
ン
ト
，

N
：
普
通
ポ
ル
ト
ラ
ン
ド
セ
メ
ン
ト

 
※
※
細
骨
材
の
一
部
を
フ
ラ
イ
ア
ッ
シ
ュ
Ⅱ
種
で
置
換
し
た
た
め
，
水
結
合
材
比
と
置
換
率
の
計
算
に
含
め
て
い
な
い
。

 
※
※
※
水
結
合
材
比
は
，
膨
張
材
を
含
め
て
計
算
し
た
値
で
あ
る
。

 
 ※

H
：
早
強
ポ
ル
ト
ラ
ン
ド
セ
メ
ン
ト
，

N
：
普
通
ポ
ル
ト
ラ
ン
ド
セ
メ
ン
ト

 
※
※
水
結
合
材
比
は
，
膨
張
材
を
含
め
て
計
算
し
た
値
で
あ
る
。

 
 

表
－

3 
フ
ラ
イ
ア
ッ
シ
ュ
Ⅱ
種
を
用
い
た
プ
レ
ス
ト
レ
ス
ト
コ
ン
ク
リ
ー
ト
橋
の
実
績
一
覧
表
（
主
な
橋
梁
）

 

表
－

2 
高
炉
ス
ラ
グ
微
粉
末

60
00

を
用
い
た
プ
レ
ス
ト
レ
ス
ト
コ
ン
ク
リ
ー
ト
橋
の
実
績
一
覧
表
（
主
な
橋
梁
）

 



 

 

78

3. プレストレストコンクリート橋の施工事例 
 

3.1 高炉スラグ微粉末4000を用いた施工事例 

3.1.1 長桜架道橋 

 長桜架道橋は，富山県朝日町の海岸線から約 4.5kmに位置するポストテンション方式PPC単純T桁橋であ

る。高炉スラグ微粉末 4000を用いたコンクリートは，環境負荷低減及び耐久性の向上を目的として使用され

ている。主桁は架橋位置近傍の主桁製作ヤードにて製作されている。適用にあたって事前に試し練りを実施

し，プレストレス力導入時の強度とポンプ圧送性を確保できる最適な結合材量及び高炉スラグ微粉末の置換

率が決定されている。 

初期材齢における養生を確実に行うことが耐久

性の確保につながることから，打込み後 7 日間の

散水による湿潤養生が実施されている。 

 また，同時期に早強ポルトランドセメント単味

のコンクリートを用いて施工された同形式のプレ

ストレストコンクリート橋と比較して，コンクリ

ートに用いる材料の製造時の二酸化炭素排出量を

23%削減できたことが報告されている。 

構造概要を図－1，2に，主桁に使用したコンク

リート配合を表－4に示す。 

 

 

図－2 長桜架道橋の構造概要図（側面図） 

 

表－4 長桜架道橋のコンクリート配合 
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設計 
基準強度 
（N/mm2） 

スランプ 
（cm） 

空気量 
（%） 

水結合材比 
（%） 

混和材の 
置換率 
（%） 

単位量（kg/m3） 

水 
結合材 

細骨材 粗骨材 早強ポルトランド

セメント 
高炉スラグ 
微粉末4000 

40 15 4.5 35 30 157 315 135 735 1005 

図－1 長桜架道橋の構造概要図（断面図） 
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3.2 高炉スラグ微粉末6000を用いた施工事例 

3.2.1 平内海岸川尻川水門管理橋 1) 

岩手県の沿岸部の河口付近に位置する平内海岸川尻川水門管理橋は，ポストテンション方式 PC 単純中空

床版橋である。高炉スラグ微粉末 6000を用いた現場打ちのプレストレストコンクリート橋として初めての施

工である。高炉スラグ微粉末 6000を用いたコンクリートは，塩害対策を目的として使用されている。コンク

リートの打込み時期は 11 月であり，最低気温が−5℃になることが予測されたため，寒中コンクリートとし

ての対応が行われている。橋全体を上屋で覆い外気の影響を受けにくくするとともに，スチームボイラー及

びジェットファーネスを用いて給熱と加湿を行い，外気温が−5℃であっても上屋内雰囲気温度を 20℃に保つ

ようにしている。材齢 3日まで給熱養生，材齢 7日まで上屋設備を存置した養生が実施されている。 

 コンクリートの打込みはポンプ車（ブームによる打込み）を用いて実施されており，運搬・打込みを考慮

してスランプを 12cmとしている。 

構造概要を図－3に，主桁に使用したコンクリート配合を表－5に示す。 

 

側 面 図                        平 面 図 

 

図－3 平内海岸川尻川水門管理橋の構造概要図 
 

表－5 平内海岸川尻川水門管理橋のコンクリート配合 

 

 

 

 

 

 

 

設計 
基準強度 
（N/mm2） 

スランプ 
（cm） 

空気量 
（%） 

水結合材比 
（%） 

混和材の 
置換率 
（%） 

単位量（kg/m3） 

水 
結合材 

細骨材 粗骨材 混和剤 早強ポルトランド 
セメント 

高炉スラグ 
微粉末 6000 

36 12 4.5 40 50 170 213 213 621 1107 4.25 
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3.2.2 沖縄自動車道 億首川橋 2) 

 沖縄県の沿岸部に位置する億首川橋は，プレテンション方式 3+6 径間連結 PC 中空床版橋である。鋼鈑桁

橋，鋼トラス橋及び RC 中空床版橋で構成されており，そのうちの RC 中空床版橋を取替える工事である。

設計耐用年数 100年を満足するための予防保全として，全てのプレキャスト部材及び現場打ち連結部，地覆，

壁高欄のコンクリートに高炉スラグ微粉末 6000を用いたコンクリートが使用されている。高炉スラグ微粉末

6000 を用いたコンクリートは，耐久性向上（塩化物イオン浸透の抑制，アルカリシリカ反応の抑制）の他，

環境に配慮した二酸化炭素排出削減を目的として使用されている。現場打ちのコンクリートの打込みは，ポ

ンプ車（ブームによる打込み）を用いて実施されている。 

構造概要を図－4に，コンクリート配合を表－6に示す。 

 

側 面 図 

 

            断 面 図                     連 結 部 側 面 図 

 

図－4 億首川橋の構造概要図 

 

表－6 億首川橋のコンクリート配合 

※HPC：早強ポルトランドセメント，OPC：普通ポルトランドセメント 

設計 
基準強度 
（N/mm2） 

スランプ 
（cm） 

空気量 
（%） 

水結合

材比 
（%） 

混和材の

置換率 
（%） 

単位量（kg/m3） 
コンクリートの

打込み箇所 水 
結合材 

細骨材 粗骨材 混和剤 セメント 高炉スラグ 
微粉末6000 膨張材 HPC OPC 

60 12 4.5 32 50 150 235 － 235 － 778 1094 4.47 主桁・横梁 

40 18 4.5 39 50 158 － 203 203 － 961 808 2.44 間詰め 

40 18 4.5 39 50 158 － 193 193 20 961 808 2.23 連結・鋼橋床版 

36 12 4.5 42 50 155 － 173 173 20 837 975 1.83 地覆・壁高欄 
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3.2.3 福岡 208号 諏訪公園橋 

 福岡県の有明海側沿岸部の河口付近に位置する諏訪公園橋は，ポストテンション方式 6 径間連続 PC 中空

床版橋である。高炉スラグ微粉末 6000 を用いたコンクリートは耐久性の向上を目的として使用されている。

コンクリートの打込みは，ポンプ車（ブームによる打込み・一部配管）を用いて実施されている。コンクリ

ート打込み後は湿潤マット及び農業用穴あきホースを用い，7日間の連続散水養生が実施されている。 

構造概要を図－5に，主桁に使用したコンクリート配合を表－7に示す。 

 

下 り 線（標 準 部） 

 

図－5 諏訪公園橋の構造概要図 

 

表－7 諏訪公園橋のコンクリート配合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設計 
基準強度 
（N/mm2） 

スランプ 
（cm） 

空気量 
（%） 

水結合材比 
（%） 

混和材の 
置換率 
（%） 

単位量（kg/m3） 

水 
結合材 

細骨材 粗骨材 混和剤 早強ポルトランド

セメント 
高炉スラグ 
微粉末6000 

36 18 4.5 41 50 165 202 201 830 1066 2.42 
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3.2.4 中国自動車道 吹矢谷橋 3) 

 広島県の山間部に位置する吹矢谷橋は，鋼 3 径間連続鈑桁橋である。RC 床版に凍結防止剤による塩害劣

化が発生したため，LCC の最小化を目指してプレキャスト PC 床版に取り替える全面補修が行われている。

高炉スラグ微粉末 6000を用いたコンクリートは凍結防止剤による塩害対策を目的として使用されている。コ

ンクリートの打込みは，ポンプ車（ブームによる打込み・一部配管）を用いて実施している。また，コンク

リート圧送試験を実施し，コンクリートの施工性能を確認している。プレキャスト PC 床版は養生プールに

て 3 日間の水中養生を実施し，現場打ち PC 床版，間詰め部のコンクリートは養生マットと不透水性のシー

トを用いて 7日間の散水養生が実施されている。 

構造概要を図－6に，主桁に使用したコンクリート配合を表－8に示す。 

 

側 面 図 

 

平 面 図 

 

図－6 吹矢谷橋の構造概要図 

 

表－8 吹矢谷橋のコンクリート配合 

※設計基準強度 50N/mm2 において水結合材比が異なる理由は，プレキャスト部材では初期材齢での強度の発現が得られる

ように水結合材比を低減したためである。 
 
 
 

設計 
基準強度 
（N/mm2） 

スランプ 
（cm） 

空気量 
（%） 

水結合 
材比 
（%） 

混和材の 
置換率 
（%） 

単位量（kg/m3） 
コンクリートの

打込み箇所 水 
結合材 

細骨材 粗骨材 混和剤 早強ポルトランド 
セメント 

高炉スラグ 
微粉末 6000 膨張材 

50 12 4.5 35※ 50 160 232 232 － 683 991 0.45 プレキャスト 
PC床版 

50 18 4.5 43※ 50 160 171 171 30 803 969 0.80 現場打ち 
PC床版・間詰め 

30 18 4.5 50 50 160 145 145 30 850 966 0.75 地覆・壁高欄 
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3.3 フライアッシュⅡ種を用いた施工事例 

3.3.1 伊良部大橋 4) 

 沖縄県の宮古島と伊良部島をつなぐ伊良部大橋は，プレキャストセグメント工法による32+14径間連続PC

箱桁橋で，ショートラインマッチキャスト方式によるセグメントの製作，バランスドカンチレバー工法によ

る架設が行われている。海上橋であり，塩害環境で 100 年間の供用を目指した「ミニマムメンテナンス橋梁」

である。アルカリシリカ反応抑制のために石灰石砕砂を用いており，その粒度調整によるワーカビリティー

の向上を図るため，細骨材の一部をフライアッシュⅡ種で置換したコンクリートが使用されている。 

 構造概要を図－7に，主桁に使用したコンクリート配合を表－9に示す。 

 

橋 梁 概 要 図 

 
断 面 図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－7 伊良部大橋の構造概要図 

 

表－9 伊良部大橋のコンクリート配合 

 
 
 
 
 

 

※細骨材の一部をフライアッシュⅡ種で置換したため，水結合材比の計算に含めていない。 
 
 

設計 
基準強度 
（N/mm2） 

スランプ 
（cm） 

空気量 
（%） 

水結合材比 
（%） 

単位量（kg/m3） 

水 
結合材 細骨材 

粗骨材 混和剤 普通ポルトランド 
セメント 膨張材 砕砂 フライアッシュ 

Ⅱ種 
50 18 4.5 34 156 436 30 723 22※ 1004 3.96 

625

9400150

2200

150

22006253750

600
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1250 3000

9700

8500

3000
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50

7
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3.3.2 宮坂橋歩道橋 5) 

 石川県の山間部に位置する宮坂橋歩道橋は，プレテンション方式 PC 単純 T 桁橋である。フライアッシュ

Ⅱ種を用いたコンクリ－トは，凍結防止剤による塩化物イオン浸透に対する抵抗性の向上を目的として使用

されている。蒸気養生終了後に 5日間のミスト養生が実施されている。 

構造概要を図－8に，主桁に使用したコンクリート配合を表－10に示す。 

 

側 面 図 

 

断 面 図 

 

図－8 宮坂橋歩道橋の構造概要図 

 

表－10 宮坂橋歩道橋のコンクリート配合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

支間長 21900 350

550 43@500=21500 550

橋長 22700

桁長 22600 5050

350

3300

400 2500 400

885 1530 885

2.0％

設計 
基準強度 
（N/mm2） 

スランプ 
（cm） 

空気量 
（%） 

水結合材比 
（%） 

混和材の 
置換率 
（%） 

単位量（kg/m3） 

水 
結合材 

細骨材 粗骨材 早強ポルトランド

セメント 
フライアッシュ

Ⅱ種 

50 18 4.5 35 15 150 366 65 762 958 
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4. まとめ 
 

 混和材を用いたコンクリートをプレストレストコンクリ－ト橋に適用した実績の調査を行った。得られた

知見を以下にまとめる。 

(1) 混和材を用いたコンクリートは，塩化物イオン浸透に対する抵抗性等の耐久性の向上と環境負荷の低減

を目的として，プレストレストコンクリ－ト橋に適用されていた。 

(2) 混和材を用いたコンクリートの耐久性は，初期材齢の養生を確実に行うことによって確保されることか

ら，散水養生や水中養生等の湿潤養生が実施されていた。 

(3) 混和材を用いた現場打ちのプレストレストコンクリート橋では，ポンプ車を用いた施工事例が多く報告

されていた。これらの事例では，ポンプ圧送への影響を配慮し，スランプが大きく設定されていた。高

炉スラグ微粉末 4000 を用いたコンクリートではスランプが 15cm，高炉スラグ微粉末 6000 あるいはフ

ライアッシュⅡ種を用いたコンクリートの多くではスランプが 18cmに設定されていた。 
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付録－2  混和材を用いたコンクリートの材料特性 
 

 
1. 概要 

 

早強ポルトランドセメントの一部を高炉スラグ微粉末 4000，高炉スラグ微粉末 6000 及びフライアッシュ

Ⅱ種で置換したコンクリートの圧縮強度，引張強度，ヤング係数，クリープ係数及び乾燥収縮ひずみの特性

について，シリーズⅠとシリーズⅡの 2つの実験を行って検討した。 

シリーズⅠでは，混和材の種類及び置換率が圧縮強度の発現に与える影響について検討した。シリーズⅡ

では，早強ポルトランドセメント単味のコンクリート（H40）と同等の初期材齢の圧縮強度の発現を確保し

た早強ポルトランドセメントの 30%を高炉スラグ微粉末 4000 で置換したコンクリート（H35B430），50%を

高炉スラグ微粉末 6000 で置換したコンクリート（H35B650），20%をフライアッシュⅡ種で置換したコンク

リート（H35F20）の強度，ヤング係数，クリープ係数及び乾燥収縮ひずみの特性について検討した 1)，2)。 

コンクリートに用いた材料を表－1，混和材の種類及び置換率の影響を検討したシリーズⅠの配合を表－2，

コンクリートの各種特性を検討したシリーズⅡの配合を表－3 に示す。シリ－ズⅠの水結合材比は 40%とし

た。シリ－ズⅡの水結合材比は，設計基準強度 40N/mm2と材齢 3 日における圧縮強度 30N/mm2が得られる

ように，早強ポルトランドセメント単味のコンクリートで 40％，混和材を用いたコンクリ－トで 35％とした。

全配合において，単位水量（W）を 165kg/m3，単位粗骨材量（G）を 968kg/m3に統一した。 

 

表－1 コンクリートに用いた材料 

使用材料 種 類 品 質※ 記号 

セメント 早強ポルトランドセメント 密度 3.14g/cm3，比表面積 4,470cm2/g HPC 

混和材 

高炉スラグ微粉末 4000 密度 2.89g/cm3，比表面積 4,460cm2/g，
SO3=2.05%（無水せっこう添加） BS4 

高炉スラグ微粉末 6000 密度 2.91g/cm3，比表面積 6,020cm2/g，
SO3=2.96%（無水せっこう添加） BS6 

フライアッシュⅡ種 密度 2.30g/cm3，比表面積 4,280cm2/g FA 

細骨材 静岡県掛川産陸砂 表乾密度 2.56g/cm3，吸水率 2.23% S 

粗骨材※※ 
茨城県笠間産 5号砕石 表乾密度 2.67g/cm3，吸水率 0.43% 

G 
茨城県笠間産 6号砕石 表乾密度 2.67g/cm3，吸水率 0.46% 

混和剤※※※ 

高性能AE減水剤 ポリカルボン酸エーテル系 SP 

AE 剤 
変性ロジン酸化合物系 AE1 

高アルキルカルボン酸系 AE2 
※品質はロットによって異なるため，H40，H35B430，H35B650，H35F20で実施したクリープ・収縮試験 
に用いた材料のデータを参考値として示す。 

※※粗骨材の 5号砕石と 6号砕石は 1：1で混合 
※※※AE1は早強ポルトランドセメント，高炉スラグ微粉末を用いたコンクリートで使用， 

AE2はフライアッシュⅡ種を用いたコンクリートで使用 
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表－2 コンクリートの配合（シリーズⅠ：置換率の影響） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※単位量の（ ）内の%値は全結合材に占める各結合材の割合を表示 
 

表－3 コンクリートの配合（シリーズⅡ：コンクリートの特性） 

 

 

 

 

 

 
※単位量の（ ）内の%値は全結合材に占める各結合材の割合を表示 

 
 
2. 強度及びヤング係数 
 
2.1 実験方法 

 圧縮強度を JIS A 1108，引張強度を JIS A 1113，ヤング係数を JIS A 1149に準拠して測定した。 

 
2.2 実験結果 

2.2.1 混和材の種類及び置換率が圧縮強度の発現に与える影響（シリーズⅠ） 

コンクリート打込み直後から封緘状態に保ち，翌日に脱型して，材齢 28 日まで標準養生を行い，材齢 91

日まで室内に保管し，その後，屋外に暴露した混和材を用いたコンクリートの圧縮強度の発現を図－1 に示

す。混和材の種類にかかわらず置換率が高いほど初期材齢の圧縮強度が小さくなったが，材齢 365 日では同

等の強度となった。ポルトランドセメントの一部を混和材で置換した場合，置換率を高くすると単位セメン

ト量の減少によってコンクリートの初期材齢の強度発現が遅くなるが長期材齢における圧縮強度はポルトラ

配合 
W/B 
（%） 

単位量（kg/m3） 

W B = HPC + BS4 + BS6 + FA S G HPC BS4 BS6 FA 

H40 

40 165 

413 
(100%) － － － 758 

968 

H40B430 289 
(70%) 

124 
(30%) － － 749 

H40B450 206 
(50%) 

206 
(50%) － － 744 

H40B630 289 
(70%) － 124 

(30%) － 750 

H40B650 206 
(50%) － 206 

(50%) － 745 

H40B670 124 
(30%) － 289 

(70%) － 740 

H40F10 371 
(90%) － － 41 

(10%) 746 

H40F20 330 
(80%) － － 83 

(20%) 734 

H40F30 289 
(70%) － － 124 

(30%) 721 

配合 
W/B 
（%） 

単位量（kg/m3） 

W B = HPC + BS4 + BS6 + FA S G HPC BS4 BS6 FA 

H40 40 

165 

413 
(100%) － － － 758 

968 
H35B430 

35 

330 
(70%) 

141 
(30%) － － 700 

H35B650 236 
(50%) － 236 

(50%) － 695 

H35F20 377 
(80%) － － 94 

(20%) 682 
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ンドセメント単味のコンクリートと同等になることが知られており，早強ポルトランドセメントの一部を混

和材で置換した場合でも同様の傾向が認められた。高炉スラグ微粉末 6000を用いたコンクリートでは，高炉

スラグ微粉末 4000 を用いたコンクリートと比較して置換率に対する初期材齢の圧縮強度の低下が抑えられ

ており，比表面積の大きい高炉スラグ微粉末を使用することで初期材齢の圧縮強度の低下を抑制できること

が認められた。 

 

 

 

 

2.2.2 初期材齢の強度発現を確保した混和材を用いたコンクリートの圧縮強度（シリーズⅡ） 

20℃の封緘養生条件下で得られた H40，H35B430，H35B650 及び H35F20 の圧縮強度の発現を図－2 に示

す。材齢 3日の圧縮強度は，全ての配合において目標値の 30N/mm2を満足した。混和材を用いたコンクリー

トの水結合材比を40%から35%に低減することによってH40と同等の強度発現を確保できることが認められ

た。また，水結合材比の低減によって，長期材齢における圧縮強度も増加することが認められた。 

 

   
(A)高炉スラグ微粉末 4000            (B)高炉スラグ微粉末 6000 

 

 
  (C)フライアッシュⅡ種 

図－1 混和材を用いたコンクリートの圧縮強度の発現 
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2.2.3 引張強度（シリーズⅡ） 

20℃の封緘養生条件下で得られた H40，

H35B430，H35B650 及び H35F20 の引張強度の発

現を図－3に，圧縮強度と引張強度の関係を図－4

に示す。混和材を用いたコンクリートの引張強度

は，圧縮強度と同様に水結合材比を低減すること

によってH40と同等の引張強度となることが認め

られた。圧縮強度と引張強度の関係は，コンクリ

ート標準示方書 3)に示されるコンクリートの圧縮

強度と引張強度の関係式の値と同様の傾向を示す

ことが認められた。 

 

 
 
2.2.4 ヤング係数（シリーズⅡ） 

室温 20℃の封緘養生条件下で得られたH40，H35B430，H35B650及びH35F20 のヤング係数の発現を図－

5 に，圧縮強度とヤング係数の関係を図－6 に示す。混和材を用いたコンクリートのヤング係数の発現は，

同等の強度発現を有する早強ポルトランドセメント単味のコンクリートと同様の傾向を示し，混和材を用い

たコンクリートの圧縮強度とヤング係数の関係も，混和材の種類及び置換率にかかわらず同様の傾向を示す

ことが認められた。また，コンクリート標準示方書 3) に示されるコンクリートの圧縮強度とヤング係数の関

係式の値と概ね一致し，±15%の範囲に収まることが認められた。 

 

 

 

図－2 圧縮強度の発現圧縮強度の発現 
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※φ150×150mm供試体による割裂引張試験強度 
 

 
図－3 引張強度の発現 
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※塗りつぶしはφ100×200mm供試体，白抜きは 
φ150×150mm供試体による割裂引張試験強度 

 

図－4 圧縮強度と引張強度の関係 
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3. クリープ係数（シリーズⅡ） 
 
3.1 実験方法 

クリープ試験の実施状況を図－7に示す。供試体は 150×150×500mmの角柱供試体である。供試体の養生

は材齢 3日まで湿潤養生とし，その後，4面（150×500mm）を気中乾燥させた。クリ－プ試験は，2体の供

試体を貫通して連結したPC 鋼棒を緊張することによって所定のプレストレス力を材齢 3，7，28及び 365日

に導入し，材齢 910 日までコンクリートひずみを測定した。実験中は，コンクリートの応力度がプレストレ

ス力を導入する時の圧縮強度の 30±3%（材齢 3日は 20±3%）となるようにPC鋼棒を再緊張した。プレス

トレス力を導入した供試体のコンクリートひずみの測定値からクリープひずみを抽出するため，同一形状で

プレストレス力を導入しない供試体を別途製作し，材齢 3 日以降の乾燥収縮ひずみを測定した。クリープひ

ずみは，プレストレス力を導入した供試体のコンクリートひずみからプレストレス力を導入しない供試体の

コンクリートひずみを差し引くことによって求めた。実験室の温度は平均 18.5℃，湿度は平均 55.8%であっ

た。 

 

 
図－7 クリープ試験の実施状況 
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図－5 ヤング係数の発現 
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図－6 圧縮強度とヤング係数の関係 
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3.2 実験結果 

材齢910日までの単位クリープひずみを図－8に示す。H35B430，H35B650及びH35F20の単位クリープひず

みは，載荷材齢の違いにかかわらず，H40と比較して同程度か小さくなる傾向が認められた。 

 

   
           (A)H40                  (B)H35B430 

  
          (C)H35B650                   (D)H35F20 

図－8 単位クリープひずみ 

 

 

次に，式(1)を用いてクリープ試験で得られたクリープひずみの測定値からクリープ係数を求め，式(2)によ

って回帰することでクリープ曲線式の定数を推定した。 

 

28cEct
t s

e
f =             (1) 

( ) BtteAt ++-= 1'logf         (2) 

ここに， tf ：クリープ係数， cte ：クリープひずみの測定値，s ：載荷応力度（N/mm2）， 28cE ：材齢28日ま

で標準養生した円柱供試体のヤング係数（N/mm2）で，H40：3.54×104N/mm2， H35B430：3.77×104N/mm2，

H35B650：3.69×104N/mm2，H35F20：3.37×104N/mm2，t ：クリープひずみ測定時の材齢（日）， 't ：載荷材

齢（日），A，B ：実験から得られた定数である。 
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クリープ曲線式の定数の推定結果を表－4に示す。また，クリープ曲線式よって求められる材齢10,000日の

クリープ係数の推定値と道路橋示方書4)に示されるクリープ係数の設計値の関係を図－9に示す。ここでは，

クリープ係数の推定値の材齢を道路橋示方書で想定されている日数（10,000日）とした。混和材を用いたコ

ンクリートのクリープ係数は，混和材の種類や載荷材齢の違いにかかわらず，道路橋示方書に示されるクリ

ープ係数の設計値と比較して同程度か小さくなることが認められた。 

なお，道路橋示方書に示される道路橋の供用年数は一般に 100年とされており，材齢 100年におけるクリ

ープ係数の推定値を試算すると材齢 10,000日のクリープ係数よりも 14～16%大きくなった。 

 
 
4. 乾燥収縮ひずみ（シリーズⅡ） 
 
4.1 実験方法 

乾燥収縮ひずみに関する実験は，100×100×

400mmの供試体を材齢 7日から気中乾燥する JIS A 

1129 に準拠した試験と，150×150×500mm の供試

体を材齢 3日から気中乾燥し，材齢 910日まで実施

した乾燥収縮試験の 2つの方法で行った。 

 

 

 

図－9 クリープ試験結果と道路橋示方書 

による設計値 
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表－4 クリープ曲線式の定数及び材齢10,000日の 

クリ-プ係数の推定値 

配合名 
載荷 
材齢 

クリープ曲線式※ 材齢 10,000日の

クリープ係数 
推定値 定数 A  定数B  

H40 

3日 0.299 −0.068 2.69 
7日 0.306 −0.144 2.67 
28日 0.315 −0.171 2.73 
365日 0.135 −0.113 1.13 

H35B430 

3日 0.250 0.077 2.38 
7日 0.273 −0.103 2.41 
28日 0.226 −0.205 1.88 
365日 0.133 −0.086 1.14 

H35B650 

3日 0.248 0.048 2.33 
7日 0.218 −0.035 1.97 
28日 0.254 −0.221 2.12 
365日 0.108 −0.086 0.91 

H35F20 
3日 0.283 −0.020 2.58 
28日 0.195 −0.079 1.72 
365日 0.110 −0.079 0.93 

※相関係数Rは，最小 0.959，最大 0.994であった。 

 

 

図－10 乾燥収縮試験によって得られた 
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4.2 実験結果 

JIS A 1129による 6ヶ月乾燥後の収縮ひずみは，H40において 742×10−6，H35B430 において 649×10−6，

H35B650 において 631×10−6，H35F20 において 589×10−6であった。H35B430，H35B650 及び H35F20 の乾

燥収縮ひずみは，H40と比較して同程度か小さくなることが認められた。 

150×150×500mm の乾燥収縮試験によって得られた材齢 910 日までの乾燥収縮ひずみを図－10 に示す。

この結果，H35B430，H35B650 及び H35F20 の乾燥収縮ひずみは，H40 と比較して同程度か小さくなること

が認められた。 
 

 

5. まとめ 
  

水結合材比を 35～40%とし，早強ポルトランドセメントの 30%を高炉スラグ微粉末 4000 で，50%を高炉

スラグ微粉末 6000で，20%をフライアッシュⅡ種で置換したコンクリートの材料特性を把握するための実験

を行った。得られた知見を以下にまとめる。 

(1) 混和材を用いたコンクリートは，水結合材比が同一の場合，混和材の置換率が高いほど初期材齢の圧縮

強度は低下したが，長期材齢では早強ポルトランドセメント単味のコンクリートと同等の圧縮強度とな

ることが認められた。 

(2) 混和材を用いたコンクリートの圧縮強度と引張強度の関係，圧縮強度とヤング係数の関係は，コンクリ

ート標準示方書に示される関係式の値と同様の傾向が認められた。 

(3) 混和材を用いたコンクリートのクリープ試験を材齢 910 日まで実施し，得られたクリープひずみから求

めた材齢 10,000日までのクリープ係数の推定値は，混和材の種類や載荷材齢の違いにかかわらず，道路

橋示方書に示されるクリープ係数の設計値と比較して同程度か小さくなる傾向が認められた。 

(4) 混和材を用いたコンクリートの乾燥収縮ひずみは，初期材齢の圧縮強度が同程度の早強ポルトランドセ

メント単味のコンクリートと比較して同程度か小さくなる傾向が認められた。 
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付録－3  混和材を用いたコンクリートの耐久性 
 

 

1. 概要 
 

 混和材を用いたコンクリートの耐久性のうち，中性化，塩化物イオン浸透及び凍結融解に対する抵抗性に

ついて，各種試験を行って検討した。また，混和材の使用によるアルカリシリカ反応の抑制効果について，

既往文献の調査を行った。 

 

 

2. 中性化に対する抵抗性 
 

 混和材を用いたコンクリートの中性化に対する抵抗性については，暴露試験を行って検討した1)。つくば，

新潟，沖縄にコンクリート供試体を暴露して20ヶ月後に回収し，中性化深さを測定した。また，暴露試験の

結果をもとに100年後の中性化深さを推定し，早強ポルトランドセメント単味のコンクリートと混和材を用い

たコンクリートの推定結果を比較した。 

 早強ポルトランドセメントの一部を高炉スラグ微粉末6000で置換したコンクリートの中性化に対する抵抗

性については，過去にも暴露試験を行って検討した結果が報告されている。文献2)では，新潟県の海岸線付

近にコンクリート供試体を10年間暴露し，中性化深さの測定を行っている。この結果，高炉スラグ微粉末6000

を用いたコンクリートの中性化深さは暴露10年後でも1mm程度に留まったことが報告されている。この付録

では，早強ポルトランドセメントの一部を高炉スラグ微粉末4000，高炉スラグ微粉末6000，フライアッシュ

Ⅱ種で置換した3種類の混和材を用いたコンクリートと早強ポルトランドセメント単味のコンクリートを対

象として，暴露試験によって中性化に対する抵抗性について検討した結果を示す。 

 

2.1 実験方法 

2.1.1 コンクリートの配合と基礎物性 

 コンクリートの配合と基礎物性を表－1 に示す。配合は，早強ポルトランドセメント単味のコンクリート

（H40），早強ポルトランドセメントの 30%を高炉スラグ微粉末 4000 で置換したコンクリート（H40B430），

50%を高炉スラグ微粉末 6000 で置換したコンクリート（H40B650），20%をフライアッシュⅡ種で置換した

コンクリート（H40F20）の 4 種類とした。混和材の使用が耐久性に与える影響を検討することを目的とした

ため，全配合において，水結合材比（W/B）を 40%，単位水量（W）を 165kg/m3，単位粗骨材量（G）を 968kg/m3

に統一した。 
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表－1 コンクリートの配合と基礎物性 

※HPC: 早強ポルトランドセメント（密度 = 3.14g/cm3, 比表面積 = 4,490cm2/g）, BS4: 高炉スラグ微粉末 4000（密度 = 
2.89g/cm3, 比表面積 = 4,440cm2/g, SO3 = 2.19%（無水せっこう添加））, BS6: 高炉スラグ微粉末 6000（密度 = 2.91g/cm3, 比
表面積 = 5,950cm2/g, SO3 = 2.85%（無水せっこう添加））, FA: フライアッシュ II 種（密度 = 2.30g/cm3, 比表面積 = 
4,280cm2/g）, 単位量の（ ）内の%値は全結合材に占める各結合材の割合を表示 

※S: 細骨材（静岡県掛川産陸砂, 密度 = 2.56g/cm3, 吸水率 = 2.23%）, G: 粗骨材（茨城県笠間産砕石 6号（密度 = 2.67g/cm3, 
吸水率 = 0.43%）と 5号（密度 = 2.67g/cm3, 吸水率 = 0.46%）を均等に混合） 

※化学混和剤: スランプ 12 ± 2.5cm, 空気量 4.5 ± 1.5%となるよう高性能AE減水剤と空気連行剤の使用量を調整 

 

 

2.1.2 暴露試験の概要 

 供試体の形状を図－1 に示す。同図には，中性化深さの測定位置もあわせて示す。供試体は 100×100×

200mm の角柱供試体である。コンクリート打込み直後から封緘状態に保ち，翌日に脱型して，材齢 28 日ま

で標準養生を行った。その後，材齢 44～69日で，つくば，新潟，沖縄の各暴露場に供試体を移設して暴露試

験を開始した。供試体の暴露面は実際のコンクリート構造物の脱型後の状態を模擬するため，コンクリート

打込み方向に対して片側の側面とした。暴露面以外の供試体表面を塗装材料でシールし，暴露面以外からの

中性化の進行を防止した。 

暴露 20ヶ月後に供試体を回収して，中性化深さを測定した。中性化深さは，JIS A 1152を参考に，端部か

ら 40mmの位置で供試体を割裂して割裂面にフェノールフタレイン溶液を噴霧し，供試体の表面から赤紫色

を呈した位置までの距離を等間隔に 9点で測定して得られた平均値とした。 

 

 

図－1 供試体の形状 

 

 

 

割裂面で中性化深さを測定

断面図

200mm

コンクリート打込み方向

10
0m

m

平面図

100mm

40mm 暴露面を除く全面をシール

配合 W/B 
（%） 

単位量（kg/m3） スラ 
ンプ 
（cm） 

空気量 
（%） 

温度 
（℃） 

圧縮強度 
材齢 28日 
（N/mm2） W 

B = HPC + BS4 + BS6 + FA 
S G HPC BS4 BS6 FA 

H40 

40 165 

413 
(100%) － － － 758 

968 

11.5 4.6 22.9 59.8 

H40B430 289 
(70%) 

124 
(30%) － － 749 10.5 3.8 23.7 57.9 

H40B650 206 
(50%) － 206 

(50%) － 745 14.5 4.8 23.2 57.2 

H40F20 330 
(80%) － － 83 

(20%) 734 14.0 4.5 21.6 49.9 
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 つくば，新潟，沖縄の暴露試験の実施状況と各暴露場付近の気象データ 3)を表－2 に示す。つくばの暴露

場は内陸部に位置するため塩害環境にはないが，新潟と沖縄の暴露場は海岸線近くの厳しい塩害環境下にあ

る。また，新潟の暴露場は海中の消波ブロックや波打ち際で生成された海水の飛沫のみで飛来塩分が供給さ

れる環境であるが，沖縄の暴露場は天候によっては海水が供試体に直接降りかかる場合もある環境である。 

 

表－2 暴露試験の実施状況と気象データ 
つくば 新潟 沖縄 

平均気温 ：15.5℃ 
平均湿度 ：72.9% 

積算降水量：2,580mm 

平均気温 ：14.8℃ 
平均湿度 ：77.3% 

積算降水量：4,830mm 

平均気温 ：23.3℃ 
平均湿度 ：75.5% 

積算降水量：4,085mm 

   

※気象データは暴露場の最寄りの気象観測地点（つくば（館野），高田，名護）の暴露期間 
（2012年 2月～2013 年 10月）の値 3)を記載 

 

 

2.2 実験結果 

2.2.1 暴露試験による中性化深さの測定結果と将来予測 

 暴露 20ヶ月後の中性化深さの測定値と，この測定値を用いて求めた 100年後の中性化深さの推定値を図－

2 に示す。100 年後の中性化深さの推定値は，コンクリートの中性化が暴露試験の実施期間の平方根に比例

して進行すると仮定して，暴露 20ヶ月後の中性化深さの測定値から式(1)を用いて求めた。 

 

test

estimated
measuredestimated t

tCC =  (1) 

ここに， estimatedC ：100年後の中性化深さの推定値（mm）， measuredC ：暴露 20ヶ月後の中性化深さの測定値

（mm）， estimatedt ：中性化深さを推定するコンクリートの材齢（= 100年）， testt ：暴露試験の実施期間（= 20/12

年）である。 

  

暴露 20ヶ月後の中性化深さの測定値は，いずれの暴露環境においても，H40よりもH40B430，H40B650，

H40F20で大きくなった。中性化深さの測定値は特にH40F20で大きくなったが最大でも0.6mm程度であり，

100 年後の中性化深さの推定値は 5mm以下であった。混和材を用いたコンクリートでは，早強ポルトランド

セメント単味のコンクリートよりも中性化深さが大きくなるが，適切なかぶりを確保することによって，中

性化による鋼材腐食の発生を防止することができると考えられる。 

 また，暴露環境の違いと中性化深さの測定値には必ずしも明確な関係はみられず，同一配合の供試体での
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中性化深さの測定値の差は最大でも 0.2mm 程度であ

った。いずれの暴露環境も雨掛かりのある屋外であっ

たこと，中性化深さの測定値自体が小さかったこと等

から，今回の暴露試験の結果の範囲内では，暴露環境

の違いによる中性化深さの差が明確には現れなかった

と考えられる。 

  

次に，今回の暴露試験で得られた中性化速度係数を

コンクリート標準示方書 4)の式(2)，(3)を用いて求めた

推定値と比較した。 

 

)/(0.957.3 'BWαk +-=  (2) 

dp AkC'B ・+=                         (3) 

ここに，α：中性化速度係数（mm/√年）， 'BW / ：有効水結合材比，C：単位セメント量（kg/m3），k ：混

和材の種類によって定まる定数（高炉スラグ微粉末：k = 0.7，フライアッシュ：k = 0）， dA ：単位混和材量

（kg/m3）である。 

 

暴露試験と式(2)から得られた中性化速度係数を図

－3 に示す。混和材を用いたコンクリートでは，暴露

試験の中性化速度係数が式(2)の推定値を下回った。表

－1 の配合のコンクリートにおいては，式(2)によって

実環境における中性化速度係数を安全側に評価できる

と考えられる。ただし，混和材の置換率を大きくした

場合に，暴露試験の結果が式(2)の推定値を上回る結果

となったことが報告されており 5)，混和材の置換率の

高いコンクリートでは式(2)の結果を適用できない場

合があることに留意する必要がある。 

 

 

3. 塩化物イオン浸透に対する抵抗性 
 

 混和材を用いたコンクリートの塩化物イオン浸透に対する抵抗性については，暴露試験と室内試験を行っ

て検討した。暴露試験では，新潟と沖縄の沿岸部にコンクリート供試体を暴露して20ヶ月後に回収し，塩化

物イオン濃度を測定した1)。また，暴露試験の結果をもとにコンクリート内部の塩化物イオンの浸透量を推

定し，早強ポルトランドセメント単味のコンクリートと混和材を用いたコンクリートの塩化物イオン濃度を

図－2 暴露 20ヶ月後の中性化深さの測定値と 

100 年後の中性化深さの推定値 
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比較した。室内試験では，暴露試験用の供試体と同時に製作した室内試験用の供試体を用いて，浸せき試験

（JSCE-G 572）を行った。 

 高炉スラグ微粉末6000を用いたコンクリートの塩化物イオン浸透に対する抵抗性については，過去にも暴

露試験を行って検討した結果が報告されている2)，6)。文献2)では，新潟県の海岸線付近に，コンクリート供試

体を10年間暴露し，塩化物イオン濃度の測定を行っている。また，文献6)では，沖縄県の海岸線付近に，コ

ンクリート供試体を5年間暴露し，塩化物イオン濃度の測定を行っている。これらの結果，高炉スラグ微粉末

6000を用いたコンクリートの塩化物イオンの浸透深さは早強ポルトランドセメント単味のコンクリートより

も小さくなったことが報告されている。この付録では，早強ポルトランドセメントの一部を高炉スラグ微粉

末4000，高炉スラグ微粉末6000，フライアッシュⅡ種で置換した3種類のコンクリートと早強ポルトランドセ

メント単味のコンクリートを対象として，暴露試験と室内試験によって塩化物イオン浸透に対する抵抗性に

ついて検討した結果を示す。 

 

3.1 実験方法 

3.1.1 暴露試験の概要 

供試体は，中性化に対する抵抗性の検討に用いた供試体と同一のものである。中性化深さの測定に用いな

かった部分において塩化物イオン濃度を測定した。塩化物イオン濃度の測定に用いた試料の採取位置を図－

4に示す。 

 

 

図－4 塩化物イオン濃度の測定に用いた試料の採取位置 

 

 

暴露 20ヶ月後に供試体を回収して，塩化物イオン濃度を測定した。塩化物イオン濃度の測定は，新潟と沖

縄に暴露した供試体の表面から 0～5，5～10，10～15，15～20，20～30，30～40mmの位置で試料を採取し，

JIS A 1154（電位差滴定法）に準拠して行った。 

 

3.1.2 浸せき試験の概要 

 浸せき試験に用いた供試体は，φ100×150mm の円柱供試体である。φ100×200mm の円柱供試体を暴露
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試験用の供試体と同様に材齢 28日まで標準養生した後，両端部を切断して高さ 150mmとした。その後，片

側の切断面を試験面として試験面以外の供試体表面をエポキシ樹脂塗料でシールし，JSCE-G 572に準拠して

濃度 10%の塩化ナトリウム水溶液に 20 ヶ月間浸せきした。塩化物イオン濃度の測定は，供試体の表面から

厚さ 10mmごとに試料を採取し，JIS A 1154（電位差滴定法）に準拠して行った。 

 

3.2 実験結果 

3.2.1 暴露試験の結果と塩化物イオン濃度の将来予測 

新潟と沖縄に 20 ヶ月間暴露した供試体の塩化物イオン濃度の分布を図－5，6 に示す。供試体の表面付近

（表面からの距離が 0～5mm の位置）の塩化物イオン濃度は，H40 よりもH40B430 とH40B650 で大きく，

H40F20 で同等か小さくなった。H40B430とH40B650では，高炉スラグ微粉末を用いることによって塩化物

イオンの固定化能力が高まり，供試体の表面付近の塩化物イオン濃度が高くなったためと考えられる。一方，

表面からの距離が 5～20mmの位置の塩化物イオン濃度は，H40よりもH40B430，H40B650，H40F20で小さ

くなった。混和材を用いることによってコンクリート内部への塩化物イオンの浸透が抑制されたためと考え

られる。 

また，新潟と沖縄で供試体内部の塩化物イオン濃度を比較すると，全ての配合において沖縄で供試体内部

の塩化物イオン濃度が大きくなった。この傾向は過去に同暴露場で行われた暴露試験結果 7)でも確認されて

おり，新潟と沖縄の暴露場で塩化物イオンの供給量に差が生じたためではないかと推察される。 

 

     

図－5 塩化物イオン濃度の分布（新潟）      図－6 塩化物イオン濃度の分布（沖縄） 

 

 

図－5，6 の塩化物イオン濃度の分布と式(4)を用いて求めた供試体の表面の塩化物イオン濃度と塩化物イ

オンの見掛けの拡散係数を図－7，8に示す。 
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ここに， x：供試体の表面からの距離（mm），t ：暴露試験期間（年）， ),( txC ：距離 x と暴露試験期間t で

の塩化物イオン濃度（kg/m3）， 0C ：供試体の表面の塩化物イオン濃度（kg/m3）， iC ：初期含有塩化物イオ

ン濃度（kg/m3）， apD ：塩化物イオンの見掛けの拡散係数（cm2/年），erf ：誤差関数である。 

  

     

   図－7 表面の塩化物イオン濃度（暴露試験）    図－8 見掛けの拡散係数（暴露試験） 

 

 

供試体の表面の塩化物イオン濃度は，H40よりもH40B430，H40B650で大きく，新潟と沖縄で比較すると，

全ての配合において沖縄で塩化物イオン濃度が大きくなった。この傾向は，図－5，6に示した塩化物イオン

濃度の分布とも同傾向であった。また，見掛けの拡散係数は，暴露環境の違いにかかわらず，H40 よりも混

和材を用いた供試体で小さく，H40B650で最も小さくなった。混和材を用いることによって塩化物イオン浸

透に対する抵抗性が向上したことが認められた。 

 

 次に，見掛けの拡散係数と式(4)を用いて，コンクリート内部の塩化物イオンの浸透量を推定した。道路橋

示方書 8)では，沖縄県や日本海側沿岸部等の塩害の影響を受ける地域のかぶりの最小値を 70mm 以上とする

こととしているため，ここではコンクリート表面から70mmの位置の塩化物イオン濃度を推定した。見掛け

の拡散係数については，混和材の使用の有無による大小関係が新潟と沖縄で同傾向であり，沖縄で若干大き

くなったため，ここでは安全側の評価とするため沖縄に暴露した供試体から得られた値を用いることとした。

また，供試体の表面の塩化物イオン濃度については，新潟と沖縄に暴露した供試体で大幅に異なり，環境条

件や暴露期間によって差が生じる可能性が高いと考えられたため，国内の飛来塩分量の測定結果 9)から得ら

れた式(5)を用いて求めた。 
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( ) 4.06.0
1

4.0
0 2.12.1 -== dCCC air  (5) 

ここに， 0C ：供試体の表面の塩化物イオン濃度（kg/m3）， airC ：飛来塩分量（mdd = mg/dm2/day）， 1C ：1km

換算飛来塩分量（ = 1.0mdd・NaCl，地域区分A（沖縄）で台風の頻度が高いことを考慮して設定した値），d ：

海岸線からの距離（ = 0.001km，海岸線上の場合）である。 

 

 コンクリート表面から70mmの位置の塩化物イオン

濃度の推定結果を図－9 に示す。ここでは，鋼材腐食

発生限界濃度の目安として塩化物イオン濃度 1.2kg/m3

を点線で示した。 

塩化物イオン濃度の推定値は，H40 よりも混和材を

用いたコンクリートで小さくなり，特にH40B650で最

も小さくなった。100 年後の塩化物イオン濃度を比較

すると，混和材を用いたコンクリートでは，H40 の 45

～60%になった。見掛けの拡散係数の傾向と同様に，

混和材を用いることによって塩化物イオン浸透に対す

る抵抗性が向上したためと考えられる。 

次に，この暴露試験で得られた見掛けの拡散係数を既存の提案式を用いて求めた推定値と比較した。提案

式は，文献 10)の普通ポルトランドセメントを用いた場合の式(6)，高炉セメントB 種相当を用いた場合の式

(7)，フライアッシュセメントB 種相当を用いた場合の式(8)，文献 11)の早強ポルトランドセメント単味のコ

ンクリート供試体の暴露試験結果から得られた式(9)とした。ただし，いずれの提案式においても，ここでは

水セメント比を水結合材比に読み替えて見掛けの拡散係数を求めた。 

 

8.1)/(0.3log )(10 -= BWD Nap  (6) 

4.2)/(2.3log )(10 -= BWD BBap  (7) 

9.1)/(0.3log )(10 -= BWD FBap  (8) 
)/(6.1

)( 768.15 WB
Hap eD -= ・  (9) 

ここに， BW / ：水結合材比， )(NapD ：普通ポルトランドセメントを用いた場合の見掛けの拡散係数（cm2/

年）， )(BBapD ：高炉セメントB種相当を用いた場合の見掛けの拡散係数（cm2/年）， )(FBapD ：フライアッシ

ュセメント B 種相当を用いた場合の見掛けの拡散係数（cm2/年）， )(HapD ：早強ポルトランドセメント単味

のコンクリート供試体の暴露試験結果から得られた見掛けの拡散係数（cm2/年）である。 

  

暴露試験及び既存の提案式から得られた見掛けの拡散係数を図－10に示す。前述したように，暴露試験か

ら得られた見掛けの拡散係数は混和材を用いたコンクリートで小さくなる傾向にあり，H40B430，H40B650，

H40F20 の見掛けの拡散係数は式(7)の高炉セメント B 種相当を用いた場合の見掛けの拡散係数の推定値と同

図－9 塩化物イオン濃度の推定結果 
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程度となった。また，見掛けの拡散係数の推定値に着

目すると，高炉セメントB種相当あるいはフライアッ

シュセメントB種相当を用いた場合の見掛けの拡散係

数は，早強ポルトランドセメントあるいは普通ポルト

ランドセメントを用いた場合よりも小さくなる傾向に

あった。暴露試験の結果と既存の提案式のいずれも混

和材の使用によって塩化物イオン浸透に対する抵抗性

が向上したことが認められた。 

 

3.2.2 浸せき試験の結果 

 濃度 10%の塩化ナトリウム水溶液に 20 ヶ月間浸せ

きした供試体の塩化物イオン濃度の分布を図－11 に

示す。暴露試験の結果と同様に，浸せき試験の結果に

おいても，表面からの距離が 10～40mmの位置の塩化

物イオン濃度は H40 よりも H40B430，H40B650，

H40F20 で小さくなり，混和材の使用によって塩化物

イオン浸透に対する抵抗性が向上したことが認められ

た。 

 また，浸せき試験を行った供試体の塩化物イオン濃

度は，新潟と沖縄に暴露した供試体よりも大幅に大き

くなった。この原因は，この浸せき試験で用いた塩化

ナトリウム水溶液の濃度が海水よりも高かったこと，

浸せき試験では塩水中に供試体を常時浸せきして塩化

物イオンを浸透させたこと等から，供試体内部への塩

化物イオンの浸透量が増加したためと考えられる。 

図－11 の塩化物イオン濃度の分布と式(4)を用いて

求めた塩化物イオンの見掛けの拡散係数を図－12 に

示す。 

いずれの結果も新潟と沖縄に暴露した供試体と同様

の傾向が認められた。すなわち，混和材を用いたコン

クリートでは，見掛けの拡散係数が早強ポルトランド

セメント単味のコンクリートよりも小さくなった。浸

せき試験でも，暴露試験と同様に，混和材の使用の有

無による塩化物イオン浸透に対する抵抗性の差を評価

することができると考えられる。 

 

図－10 水結合材比と見掛けの拡散係数 
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図－11 塩化物イオン濃度の分布（浸せき試験） 

 

 

 

図－12 見掛けの拡散係数（浸せき試験） 
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4. 凍結融解に対する抵抗性 
 

4.1 実験方法 

混和材を用いたコンクリートの凍結融解に対する抵抗性を把握するため，凍結融解試験（JIS A 1148 のA

法）を行った。コンクリートの配合と基礎物性を表－3 に示す。配合は，早強ポルトランドセメント単味の

コンクリート（H40），早強ポルトランドセメントの 30%を高炉スラグ微粉末 4000 で置換したコンクリート

（H40B430），50%を高炉スラグ微粉末 6000で置換したコンクリート（H40B650），20%をフライアッシュⅡ

種で置換したコンクリート（H40F20）の 4種類とした。混和材の使用が耐久性に与える影響を検討すること

を目的としたため，全配合において，水結合材比（W/B）を 40%，単位水量（W）を 165kg/m3，単位粗骨材

量（G）を 968kg/m3 に統一した。練上がり直後のフレッシュコンクリートの空気量は 4.0～4.4%の範囲にあ

った。 

コンクリート打込み直後から封緘状態に保ち，翌日に脱型して，材齢 28日まで標準養生した後，凍結融解

試験を開始した。 

 
表－3 コンクリートの配合と基礎物性 

※HPC: 早強ポルトランドセメント（密度 = 3.14g/cm3, 比表面積 = 4,450cm2/g）, BS4: 高炉スラグ微粉末 4000（密

度 = 2.89g/cm3, 比表面積 = 4,340cm2/g, SO3 = 2.05%（無水せっこう添加））, BS6: 高炉スラグ微粉末6000（密度 = 
2.91g/cm3, 比表面積 = 5,940cm2/g, SO3 = 2.96%（無水せっこう添加））, FA: フライアッシュ II種（密度 = 2.30g/cm3, 
比表面積 = 4,190cm2/g）, 単位量の（ ）内の%値は全結合材に占める各結合材の割合を表示 

※S: 細骨材（静岡県掛川産陸砂, 密度 = 2.56g/cm3, 吸水率 = 2.23%）, G: 粗骨材（茨城県笠間産砕石 6号（密度 = 
2.67g/cm3, 吸水率 = 0.43%）と 5号（密度 = 2.67g/cm3, 吸水率 = 0.46%）を均等に混合） 

※化学混和剤: 空気量 4.0～4.5%となるよう高性能AE減水剤と空気連行剤の使用量を調整 

 

 

4.2 実験結果 

凍結融解試験による相対動弾性係数と質量変化率を図－13に，凍結融解 300サイクル後の供試体の状況を

写真－1 に示す。混和材を用いたコンクリートの相対動弾性係数と質量変化率は，早強ポルトランドセメン

ト単味のコンクリートと同等であった。また，相対動弾性係数は 100%前後で推移しており，化学混和剤を

用いて AE コンクリートとすることによって，凍結融解に対して十分な抵抗性を確保できることが認められ

た。 

 

配合 W/B 
（%） 

単位量（kg/m3） スラ 
ンプ 
（cm） 

空気

量 
（%） 

温度 
（℃） 

圧縮強度 
材齢28日 
（N/mm2） W B = HPC + BS4 + BS6 + FA S G HPC BS4 BS6 FA 

H40 

40 165 

413 
(100%) － － － 758 

968 

11.5 4.4 21.0 66.4 

H40B430 289 
(70%) 

124 
(30%) － － 749 11.5 4.3 21.0 61.9 

H40B650 206 
(50%) － 206 

(50%) － 745 9.0 4.1 20.9 66.3 

H40F20 330 
(80%) － － 83 

(20%) 734 8.5 4.0 21.3 57.2 
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図－13 相対動弾性係数と質量変化率 

 

          
         (A)H40                (B)H40B430            (C)H40B650             (D)H40F20 

                        ※コンクリート打込み面側の供試体表面の状況 

写真－1 凍結融解 300サイクル後の供試体の状況 

 

 

5. アルカリシリカ反応の抑制効果に関する検討事例 
 

混和材の使用によるアルカリシリカ反応の抑制効果について，既往文献の調査を行って得られた知見を整

理した。文献調査の範囲は，過去 10年間の土木学会，日本コンクリート工学会及びプレストレストコンクリ

ート工学会より刊行された文献とした。 

 文献調査結果の一覧を表－4，5に示す。混和材を用いたコンクリートは，高炉スラグ微粉末やフライアッ

シュの反応によって細孔溶液中の水酸化物イオンの濃度を低下させることができるため，アルカリシリカ反

応の抑制効果が高いことが報告されている。 

文献調査の結果によると，混和材を用いることでアルカリシリカ反応の抑制効果が得られるとの事例が多

く報告されていたが，試験条件によってはアルカリシリカ反応を抑制できない事例も報告されていた。した

がって，使用する骨材やその他の条件によって効果が異なる可能性もあるため，混和材の使用によるアルカ

リシリカ反応の抑制効果を期待する場合には，事前の試験等によってその効果を確認する必要がある。 

 

0

20

40

60

80

100

120

0 50 100 150 200 250 300

相
対

動
弾

性
係
数

(%
)

凍結融解サイクル数

H40

H40B430

H40B650

H40F20
-8

-6

-4

-2

0

2

0 50 100 150 200 250 300

質
量

変
化

率
(%

)

凍結融解サイクル数

H40

H40B430

H40B650

H40F20

←
減

少
増

加
→



 

 

105

表－4 高炉スラグ微粉末の使用によるアルカリシリカ反応の抑制効果に関する文献調査結果一覧 

研究事例 内容 結果 
事例 1 
松村ほか 12) 

普通及び早強ポルトランドセメントの 25，50%を高炉ス

ラグ微粉末 6000で置換し，2種類の反応性骨材（札幌近

郊産安山岩砕石，常願寺川産川砂利）を使用した試験体

を用いて，デンマーク法による促進膨張試験を行ってい

る。 

促進膨張試験の結果，反応性骨材及びセメントの

種類に関係なく，高炉スラグ微粉末の置換率が高

いほどモルタルの膨張量は減少し，置換率 50%
の試験体ではアルカリシリカ反応を完全に抑制

できた。 
事例 2  
吉田ほか 13) 

水結合材比を 35，50%とし，早強ポルトランドセメント

の 50%を高炉スラグ微粉末 6000 で置換し，反応性骨材

（札幌近郊産安山岩砕砂）を使用した試験体を用いて，

3種類の促進モルタルバー法試験（JIS A 1146，デンマー

ク法，ASTM C 1260）による膨張量の測定を行っている。 

3種類の促進モルタルバー法試験の結果，高炉ス

ラグ微粉末の置換率 50%の試験体では，膨張量

が低減され，アルカリシリカ反応を効果的に抑制

できた。 

事例 3 
石井ほか 14)，

15) 

早強ポルトランドセメントの 50%を高炉スラグ微粉末

6000で置換し，NaClを等価Na2O量で 10kg/m3を添加し

た反応性骨材を使用したプレテンションけたを用いて，

屋外暴露試験を行い，膨張量や桁のそり量等の測定を行

っている。 

暴露試験の結果，暴露期間 8年 8ヶ月後のけたの

側面上部の膨張率及びけたのそり量は，高炉スラ

グ微粉末の置換率 50％のけたでは早強ポルトラ

ンドセメント単味のけたと比較して1/3程度であ

った。 
事例 4 
松元ほか 16)，

17) 

普通ポルトランドセメントの 30，50，70%を高炉スラグ

微粉末 4000 で置換し，反応性骨材（鹿児島産砕石）の

混入率や NaCl の添加率を変えた試験体を用いて，モル

タルバー法試験（JIS A 1146）を行っている。 

モルタルバー法試験の結果，普通ポルトランドセ

メント単味の試験体では，13 週目の膨張率が

0.3%であったが，高炉スラグ 4000で置換した試

験体では，いずれも 0.02%程度であった。高炉ス

ラグ微粉末の置換率 30%でアルカリシリカ反応

を抑制できた。 
事例 5 
小山田ほか
18) 

水結合材比を 25，35，45%とし，早強ポルトランドセメ

ントの 30%を高炉スラグ微粉末の 4000 で置換し，パイ

レックスガラスを骨材に使用した試験体を用いて，モル

タルバー法試験（JIS A 1146）を行っている。 

モルタルバー法試験の結果，早強ポルトランドセ

メント単味の試験体では，13週目の膨張率が0.02
程度であったが，高炉スラグ微粉末 4000 で置換

した試験体では膨張を示すことがなく，アルカリ

シリカ反応を抑制できた。 
事例 6  
中島ほか 19) 

普通ポルトランドセメントの 42%を高炉スラグ微粉末

4000で置換し，北陸地方の代表的な 7種類の骨材を使用

した試験体を用いて，モルタルバー法試験（JIS A1146，
ASTM C1260）を行っている。 

モルタルバー法試験（JIS A 1146）の結果，高炉

スラグ微粉末 4000 で置換した試験体では，一部

の骨材で 6ヶ月目の膨張率が 0.171%となり，「無

害でない」と判定された。 

 

表－5 フライアッシュの使用によるアルカリシリカ反応の抑制効果に関する文献調査結果一覧 

研究事例 内容 結果 
事例 1 
吉田ほか 13) 

水結合材比を 35，50%とし，早強ポルトランドセメント

の 10，20%を分級フライアッシュ（JISⅠ種灰相当品）で

置換し，反応性骨材（札幌近郊産安山岩砕砂）を使用し

た試験体を用いて，3種類の促進モルタルバー法（JIS A 
1146，デンマーク法，ASTM C 1260）による膨張量の測

定を行っている。 

3種類の促進モルタルバー法試験の結果，フライ

アッシュの置換率 20%の試験体では，膨張量の

低減効果が明確に認められ，アルカリシリカ反

応を効果的に抑制できた。 

事例 2 
西澤ほか 20) 

普通ポルトランドセメントの 5，10，15，20%を分級フ

ライアッシュ（JISⅠ種灰相当品）で置換し，2種類の反

応性骨材（能登半島産安山岩砕石，常願寺川産川砂利）

を使用した試験体を用いて，デンマーク法による促進膨

張試験を行っている。 

促進膨張試験の結果，反応性骨材の種類にかか

わらず，フライアッシュの置換率 10，15%の試

験体では，遅れて膨張が発生したが，20%の試

験体では膨張が完全に抑制され，アルカリシリ

カ反応を抑制できた。 
事例 3 
宮野ほか 21) 

水結合材比を 45%とし，普通ポルトランドセメントの

20%をフライアッシュ（JISⅡ種相当品）で置換し，反応

性骨材を使用した供試体を製作して，蒸気養生を行った

後，材齢 14日に促進環境（40℃，100%R.H．）に静置し，

膨張量の測定を行っている。 

膨張量を測定した結果，等価アルカリ量 8kg/m3

において普通ポルトランドセメント単味の供試

体では，材齢 200日で 0.4%の膨張がみられたが，

フライアッシュの置換率 20%の供試体では，膨

張を抑制できた。 
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6. まとめ 
 

混和材を用いたコンクリートの耐久性のうち，中性化，塩化物イオン浸透及び凍結融解に対する抵抗性に

ついて，暴露試験や室内試験を行って検討した。また，混和材の使用によるアルカリシリカ反応の抑制効果

について，既往文献の調査を行った。得られた知見を以下にまとめる。 

(1) 混和材を用いたコンクリートの中性化深さは，暴露環境の違いにかかわらず，早強ポルトランドセメン

ト単味のコンクリートよりも大きくなった。ただし，暴露試験の結果から算出した 100 年後の中性化深

さの推定値は最大でも 5mm以下であり，適切なかぶりを確保することによって中性化による鋼材腐食の

発生を防止することができることが明らかになった。また，コンクリート標準示方書に示される推定式

から求めた中性化速度係数の計算値は暴露試験の結果よりも大きく，今回の暴露試験の範囲内では中性

化速度係数を安全側に評価できることが認められた。 

(2) 暴露試験及び浸せき試験において，混和材を用いたコンクリートの塩化物イオンの見掛けの拡散係数は

早強ポルトランドセメント単味のコンクリートよりも小さくなり，混和材の使用によって塩化物イオン

浸透に対する抵抗性が向上することが認められた。また，暴露試験から得られた見掛けの拡散係数を用

いてコンクリート内部の塩化物イオンの浸透量を推定した結果，混和材を用いたコンクリートの塩化物

イオンの浸透量は早強ポルトランドセメント単味のコンクリートよりも小さくなることが認められた。 

(3) 凍結融解試験の結果，化学混和剤を用いて AE コンクリートとすることによって，混和材を用いたコン

クリートは早強ポルトランドセメント単味のコンクリートと同等の凍結融解に対する抵抗性を有するこ

とが認められた。 

(4) アルカリシリカ反応の抑制効果に関する文献調査の結果，混和材の使用によってアルカリシリカ反応の

抑制効果が得られるとの事例が多くあったが，試験条件によってはアルカリシリカ反応を抑制できない

事例もあった。 
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付録－4  混和材を用いたコンクリ－トの温度ひび割れ解析に用いる物性値 
 

 

1. 概要 
 

早強ポルトランドセメントの一部を混和材で置換したコンクリートの断熱温度上昇量や自己収縮ひずみに

関する調査事例は少なく，既往の技術指針 1)，2)には温度ひび割れ解析に用いる物性値が示されていない。そ

こで，温度ひび割れ解析に用いる物性値を明らかにするため，各種実験 3)～6)を行って検討した。 

コンクリートの配合を表－1に示す。配合は，早強ポルトランドセメント単味のコンクリート（H40），早

強ポルトランドセメントの 30%を高炉スラグ微粉末 4000 で置換したコンクリート（H35B430），50%を高炉

スラグ微粉末 6000 で置換したコンクリート（H35B650），20%をフライアッシュⅡ種で置換したコンクリー

ト（H35F20）の 4 種類とした。水結合材比は，現場打ちプレストレストコンクリート橋への適用を想定し，

設計基準強度 40N/mm2と材齢 3 日のプレストレス導入時強度 30N/mm2が得られるように，早強ポルトラン

ドセメント単味のコンクリートで 40%，混和材を用いたコンクリートで 35%とした。また，混和材の使用が

諸物性に与える影響を検討するため，全配合において，単位水量（W）を 165kg/m3，単位粗骨材量（G）を

968kg/m3に統一し，スランプ 12±2.5cm，空気量 4.5±1.5%が概ね得られるように化学混和剤（ポリカルボン

酸エーテル系の高性能AE減水剤（練上がり温度 10℃と 20℃は標準形，30℃は遅延形）及びAE剤）の使用

量を調整した。 

 

表－1 コンクリートの配合 

 

 

 

 

 

 
 

※HPC: 早強ポルトランドセメント（密度 = 3.14g/cm3, 比表面積 = 4,580cm2/g）, BS4: 高炉スラグ微粉

末 4000（密度 = 2.89g/cm3, 比表面積 = 3,810cm2/g, SO3 = 2.08%（無水せっこう添加））, BS6: 高炉スラ

グ微粉末 6000（密度 = 2.91g/cm3, 比表面積 = 6,170cm2/g, SO3 = 2.51%（無水せっこう添加））, FA: フラ

イアッシュ II種（密度 = 2.08g/cm3, 比表面積 = 3,810cm2/g）, 単位量の（ ）内の%値は全結合材に占

める各結合材の割合を表示 
※S: 細骨材（静岡県掛川産陸砂, 密度 = 2.56g/cm3, 吸水率 = 2.23%）, G: 粗骨材（茨城県笠間産砕石 6
号（密度 = 2.67g/cm3, 吸水率 = 0.43%）と 5号（密度 = 2.67g/cm3, 吸水率 = 0.46%）を均等に混合） 

※化学混和剤: 高性能AE減水剤と空気連行剤を使用 

 

 

実験水準を表－2に示す。ここでは，強度発現，自己収縮，断熱温度上昇の特性について，シリーズⅠか

らシリーズⅢの 3つの実験を行って検討した。コンクリート打込み後の養生は，シリーズⅠでは，練上がり

配合 
W/B 
（%） 

単位量（kg/m3） 

W B = HPC + BS4 + BS6 + FA S G HPC BS4 BS6 FA 
H40 40 

165 

413 
(100%) － － － 758 

968 
H35B430 

35 

330 
(70%) 

141 
(30%) － － 700 

H35B650 236 
(50%) － 236 

(50%) － 695 

H35F20 377 
(80%) － － 94 

(20%) 682 
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温度及び打込み後の温度が約 10℃，20℃，30℃に保たれるように封緘状態とした。シリーズⅡでは，供試

体の外面を発泡スチロールで覆い簡易的な断熱を行って，打込み後にマスコンクリートの水和発熱に起因し

たコンクリートを模擬した温度履歴（以下，高温履歴という）を与えた。シリーズⅢでは，オイル循環式の

断熱温度上昇試験装置を用いて，打込み後に完全な断熱状態とした。 

 

表－2 実験水準 

シリーズ 練上がり温度 打込み後の養生 強度発現 自己収縮 断熱温度上昇 

Ⅰ 

10℃ 封緘（10℃） ○   

20℃ 封緘（20℃） ○ ○  

30℃ 封緘（30℃） ○   

Ⅱ 

10℃ 
簡易断熱 

（高温履歴） 

 ○ ○ 

20℃ ○ ○ ○ 

30℃  ○ ○ 

Ⅲ 20℃ 完全断熱   ○ 

 

 

2. 強度発現 
 
2.1 実験方法 

圧縮強度をJIS A 1108，引張強度をJIS A 1113，ヤング係数をJIS A 1149に準拠して測定した。供試体はφ100

×200mm（圧縮強度，ヤング係数）及びφ150×150mm（引張強度）の円柱供試体である。供試体の製作は

JIS A 1132に従うものとし，シリーズⅡの養生方法についてはJASS 5 T-606に準拠して簡易断熱を行った。ま

た，供試体の中心温度を測定し，式(1)を用いて求めた有効材齢から温度履歴が異なる場合の強度発現を検討

した。さらに，硬化原点を把握するため，凝結時間試験をJIS A 1147に準拠して行った。 

 

( )å
=

ú
û

ù
ê
ë

é
D+

-D=
n

i i
i TtT

tt
1 0/273

400065.13exp'                  (1) 

ここに， 't ：有効材齢（日）， itD ：温度がT （℃）である期間の日数（日）， 0T ：1（℃）である。 

 

2.2 実験結果 

2.2.1 フレッシュ性状及び凝結特性 

 フレッシュ性状及び凝結特性の試験結果を表－3に示す。フレッシュ性状は空気量の調整を優先したため，

一部の配合で所定のスランプ（12±2.5cm）を確保できない結果となった。また，H35F20の練上がり温度30℃

では空気量が2.8％となり，所定の空気量（4.5±1.5%）を確保することができなかった。凝結特性について

は，凝結時間の早い順にH35B650，H40，H35B430，H35F20となった。 
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表－3 フレッシュ性状及び凝結時間 

配合 目標温度 スランプ 
（cm） 

空気量 
（%） 

練上がり温度 
（℃） 

始発時間 
（日） 

終結時間 
（日） 

H40 
10℃ 11.0 4.4 11.7 0.35 0.52 
20℃ 15.5 5.7 20.1 0.25 0.33 
30℃ 14.5 5.7 31.6 0.21 0.25 

H35B430 
10℃ 9.5 4.2 12.6 0.38 0.52 
20℃ 12.0 4.5 21.0 0.25 0.33 
30℃ 13.0 5.1 32.7 0.21 0.25 

H35B650 
10℃ 13.5 3.7 12.8 0.31 0.48 
20℃ 12.0 4.0 21.0 0.21 0.29 
30℃ 12.5 3.0 32.5 0.15 0.21 

H35F20 
10℃ 8.8 5.0 12.5 0.40 0.56 
20℃ 14.0 3.8 20.8 0.27 0.38 
30℃ 11.0 2.8 32.5 0.21 0.26 

 

 

2.2.2 圧縮強度の発現 

圧縮強度の発現を図－1に示す。各配合とも有効材齢3日で30N/mm2を上回るとともに，有効材齢28日まで

であれば，試験結果が概ね同一曲線上の単調増加を描くことが認められた。このことから，混和材を用いた

コンクリートの圧縮強度の発現は，有効材齢を用いた単一の式で評価できるといえる。また，図には現在一

般に使用されている式(2)の評価式1)（以下，現評価式という）を用いて求めた圧縮強度の推定値を破線で示

した。 

 

( ) ( ) ( )28'
'

'
'' c

f

f
c f

Stba
St

tf
-+

-
=                    (2) 

ここに， )'(' tf c ：有効材齢 't 日におけるコンクリートの 圧縮強度（N/mm2）， fS ：セメントの種類に応じ

た硬化原点に対する有効材齢（日）， )28('cf ：基準材齢28日におけるコンクリートの圧縮強度（N/mm2），a ，

b ：セメントの種類及び基準材齢に応じた定数である。 

 

この現評価式と実験結果を比較すると，H40の実験値は早強ポルトランドセメントの現評価式に概ね一致

するが，H35B430及びH35B650の実験値と高炉セメントB種の現評価式， H35F20の実験値とフライアッシュ

セメントB種の現評価式では大きく乖離し，混和材を用いたコンクリートの実験値は高炉セメントB種あるい

はフライアッシュセメントB種のコンクリートの現評価式と比較して明らかに強度発現が早まることが認め

られた。これは，高炉セメントB種及びフライアッシュセメントB種のコンクリートの現評価式が普通ポルト

ランドセメントを用いた場合の推定式であることが理由として考えられる。 
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            (A)H40                   (B)H35B430 

   
           (C)H35B650                   (D)H35F20 

図－1 圧縮強度の発現 

 

 

そこで，早強ポルトランドセメントの現評価式を混和材を用いたコンクリートに対応させるため，混和材

の寄与率を考慮して修正した式(3)～(6)（以下，修正評価式という）を用いて検討を行った。 

 

    ( ) ( )WBf sc /9.309.1428' +-=  (3) 

    ( )WBa s /19.139.4 -=  (4) 

   ( )WBb s /0428.0841.0 +=  (5) 

SCMkCkB ssscs +=  (6) 

ここに， sB ：強度発現に関する混和材の寄与率を加味した単位結合材量（kg/m3），W ：単位水量（kg/m3），

sck ：強度発現に関するセメントの寄与率， ssk ：強度発現に関する混和材の寄与率，C ：単位セメント量

（kg/m3），SCM ：単位混和材量（kg/m3）である。 

 
上記の修正評価式を用い，まず，H40の20℃封緘供試体の実験結果に基づいて式(2)の fS と式(6)の sck を未

知数（SCM  = 0のため， ssk は未知数とならない）として回帰分析を行った。この結果， sck = 1.04（現評価

式1.00）， fS = 0.31（現評価式 0.30）となった。 
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次に， sck = 1.04を用いて，混和材を用いたコン

クリートの20℃封緘供試体の実験結果に基づいて

fS と ssk を未知数として回帰分析を行った。凝結

時間と fS の関係を図－2に示す。混和材を用いた

コンクリートの fS は早強ポルトランドセメント

単味のコンクリートと同等の0.31～0.34日となり，

凝結の終結に概ね一致することが認められた。ま

た，別途実施した水結合材比を40%として，混和

材の置換率を変化させた供試体の材齢7日におけ

る圧縮強度試験結果を図－3に示す。図には上記

の回帰分析によって得られた ssk （図－1の値，

H35B430： ssk = 0.40，H35B650： ssk = 0.63，

H35F20： ssk = 0.17）の値を用いて修正評価式から

求めた圧縮強度の推定値をあわせて示した。この

結果，今回の配合であれば混和材の置換率が ssk

に与える影響は大きくないことが認められた。 

 

2.2.3 引張強度及びヤング係数の発現 

圧縮強度と引張強度の関係を図－4に，圧縮強

度とヤング係数の関係を図－5に示す。混和材を

用いたコンクリートの圧縮強度と引張強度の関係

及び圧縮強度とヤング係数の関係は，早強ポルト

ランドセメント単味のコンクリートと同様の傾向

を示し，コンクリート標準示方書に示される関係

式1)の値に概ね合致する結果が得られた。 

 

      
図－4 圧縮強度と引張強度の関係        図－5 圧縮強度とヤング係数の関係 
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図－2 凝結時間と fS の関係（20℃封緘） 

 

 

※HPC：早強ポルトランドセメント，BS4：高炉スラグ 
微粉末4000，BS6：高炉スラグ微粉末6000，FA：フラ 
イアッシュⅡ種である。 

図－3 置換率が ssk に与える影響 
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3. 断熱温度上昇 
 
3.1 実験方法 

シリーズⅡでは，一辺400mmのマスブロック供試体の中心温度と外気温を測定し，逆解析によって断熱温

度上昇量を求めた7)。また，シリーズⅢでは，オイル循環式断熱温度上昇試験装置を用い，コンクリート試

料を完全な断熱状態に保ち断熱温度上昇量を測定した8)。 

逆解析による断熱温度上昇量は，コンクリート中の熱伝導速度が供試体表面からの熱の逸散速度と比較し

て遥かに大きくなるため，マスブロック供試体の熱収支が式(7)によって表すことができることから求めた。

また，式(7)の熱伝達率（h）は，シリーズⅡの供試体温度の実測値（ massT ）と外気温の実測値（ outT ）を用

いて算出される断熱温度上昇量（ )(tQ ）の計算値とシリーズⅢから得られる断熱温度上昇量の差が最小とな

るように最小二乗法によって求めた。 

 

dt
dT

cVTTSh
dt

tdQcV mass
outmass rr =-- )()(                 (7) 

ここに， )(tQ ：断熱温度上昇量（℃），r ：コンクリートの密度（= 2300kg/m3），c ：コンクリートの比熱

（= 1.05kJ/kg℃），V ：供試体の体積（= 0.064m3），S ：供試体表面積（= 0.96m2），h：熱伝達率（W/m℃），

massT ：供試体温度（℃）， outT ：外気温（℃），t ：材齢（日）である。 

 

3.2 実験結果 

コンクリートの打込み後に断熱養生，簡易断熱養

生を行ったコンクリートの温度測定結果の一例

（H35F20）を図－6に示す。図にはシリーズⅡの温

度測定値に基づいて式(7)を用いて逆解析した断熱

温度上昇量を（熱伝達率h = 0.36W/m2℃）を示した。

この結果，シリーズⅢの完全断熱の測定値と精度良

く一致した。 

シリーズⅡの温度測定値に基づいて逆解析した断

熱温度上昇量の結果を図－7に示す。図には現在使

用されている式(8)の推定式1)（以下，現推定式とい

う）を用いて求めた断熱温度上昇量の推定値を破線で示した。 

 

( )rteQtQ -
¥ -= 1)(                     (8) 

ここに，Q(t)：材齢t 日における断熱温度上昇量（℃）， ¥Q ：終局断熱温度上昇量（℃），r：断熱温度上昇

速度に関する定数，t ：材齢（日）である。 

 
図－6 断熱温度上昇試験の結果 
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             (A)H40                    (B)H35B430 

   
              (C)H35B650                    (D)H35F20 

図－7 断熱温度上昇試験結果（練上がり温度20℃の例） 

 

 

図－7の現推定式と実験値を比較すると，H40の実験値は早強ポルトランドセメントの現推定式と概ね相似

形となったが，混和材を用いたコンクリートの実験値は高炉セメントB種あるいはフライアッシュセメントB

種の現推定式よりも断熱温度上昇速度が明らかに速まっている。これは，混合セメントの現推定式が普通ポ

ルトランドセメントをベースとした複合水和発熱モデルから定式化されていること2)が理由として考えられ

る。また，図中の実線に示す実験値に基づいて式(8)を用いて回帰した混和材を用いたコンクリートの断熱温

度上昇速度は，水結合材比を同一とした早強ポルトランドセメント単味のコンクリートの現推定式と概ね相

似形となることがわかる。つまり，早強ポルトランドセメントの現推定式を改良することで，混和材を用い

たコンクリートの断熱温度上昇量を推定できると考えられる。 

 

3.3 断熱温度上昇特性に関する改良式の提案 

現推定式の終局断熱温度上昇量 ¥Q は単位セメント量の一次式として表される。しかし，単位セメント量

が400kg/m3を超えると， ¥Q は単位セメント量の一次式で推定されるよりも小さくなるとの指摘がある7)。そ

こで，文献7)に示される早強ポルトランドセメント単味のコンクリートの ¥Q に関する実験結果に基づいて，

式(9)に示す単位セメント量の累乗式によって回帰して実験定数を求めた。 
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bCaQ ¢
¥ ¢=                           (9) 

ここに， 'a ， 'b ：実験定数，C ：単位セメント量（kg/m3）である。 

 

式(9)の回帰結果（ 'a = 1.49， 'b = 0.63）と今回の

実験結果を図－8に示す。H40では式(9)の ¥Q と実験

値が良く一致するが，混和材を用いたコンクリート

では式(9)の ¥Q よりも実験値が若干小さくなってい

る。 

このことから，式(9)の累乗式を，混和材を用いた

コンクリートに対応させるため，混和材の寄与率を

考慮して修正した式(10) （以下，改良式という）を

用いて検討を行った。 

 

 ( ) 63.049.1 SCMkCQ T・+=¥      (10) 

ここに， Tk ：断熱温度上昇特性に関する混和材の寄

与率，C ：単位セメント量（kg/m3），SCM ：単位混和材量（kg/m3）である。 

 

式(10)中の Tk はH35B430で0.82～0.96，H35B650で0.83～0.98，H35F20で0.70～0.79と推定された。練上が

り温度が終局断熱温度上昇量や温度上昇速度に与える影響を図－9に示す。終局断熱温度上昇量は，混和材

の有無によらず練上がり温度の影響がほとんど認められなかった。また，温度上昇速度は，混和材を用いた

コンクリートにおいても早強ポルトランドセメント単味のコンクリートと同様に練上がり温度が高くなるに

つれ定数rが増大することが確認された。なお，定数rの実験値が現推定式を上回る傾向にあったが，練上

がり温度が最大3℃ほど高いこと等が影響したためと考えられる。 

 

  
図－9 練上がり温度が ¥Q やrに与える影響 
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   図－8 結合材量と ¥Q の関係 
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4. 自己収縮 
 
4.1 実験方法 

自己収縮試験に用いた供試体の形状を

図－10に示す。シリーズⅠでは，「(仮称)

高流動コンクリートの自己収縮試験方法」

9)を参考に100×100×400mmの角柱供試

体を製作し，封緘状態でコンクリート温

度を概ね20℃に保持した。シリーズⅡで

は，所定の温度の練上がりコンクリート

を用いて400×400×400mmのマスブロ

ック供試体を製作し，外周6面を厚さ

200mmで発泡倍率90倍の発泡スチロー

ルで覆い，簡易断熱養生を行った。各供

試体の中心部に低弾性タイプの埋込型ひずみ計と熱電対を設置し，供試体中心部に生じる全ひずみとコンク

リート温度を材齢56日まで測定した。 

また，シリーズⅠの小型供試体を用い，材齢56日以降に温度範囲を20～55℃に可変させた際のひずみを測

定して熱膨張係数を求めた。 

これらの実験結果に基づいて，式(11)を用いて自己収縮ひずみを求めた。 

 

Tas D-= aee  (11) 

ここに， ase ：自己収縮ひずみ（×10−6），e ：全ひずみ（埋込型ひずみ計による）（×10−6），a：熱膨張係

数（×10−6/℃）， TD ：供試体中心温度と練上がり温度との差（℃）である。 

 

4.2 実験結果 

コンクリートの最高温度と熱膨張係数の測定結

果を表－4に示す。シリーズⅠでは最大5℃，シリ

ーズⅡでは60℃を超える温度上昇が認められた。

また，熱膨張係数は11.4～12.0×10−6/℃であり，混

和材の使用による影響は小さいことが認められた。 

練上がり温度 20℃の自己収縮ひずみの経時変

化を図－11，12に示す。同図には，後述する提案

式による計算値も併記した。シリーズⅠでは，混

和材の使用によって自己収縮ひずみの経時変化が

生じる時期，増加速度，最大値が異なることがわ

 

 

図－10 自己収縮試験用供試体 
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表－4 コンクリート最高温度と熱膨張係数 

配合 

最高温度(℃) 
熱膨張係数

(×10−6/℃) 
シリー

ズⅠ 

シリーズⅡ 

10℃ 20℃ 30℃ 

H40 25.2 71.0 81.0 89.8 11.8 

H35B430 24.5 74.6 83.3 92.0 12.0 

H35B650 25.0 70.9 79.9 89.8 11.9 

H35F20 25.1 72.4 82.4 91.4 11.4 

 



 

 

117

かる。また，シリーズⅡでは，自己収縮ひずみの増加速度は，20℃一定のシリーズⅠと比較して，有効材齢

で整理しても大幅に早まることが認められた。この現象は，混和材を用いたコンクリート，早強ポルトラン

ドセメント単味のコンクリートのいずれについても認められた。 

 

 
           ※BS：BS4またはBS6                                    ※BS：BS4またはBS6 

図－11 自己収縮ひずみの経時変化（シリーズⅠ） 図－12 自己収縮ひずみの経時変化（シリーズⅡ） 

 

 

4.3 自己収縮ひずみの予測 

4.3.1 予測式の提案 

現在使用されている自己収縮ひずみの予測式 1)（以下，現予測式という）を，混和材を用いたコンクリー

トに対応させるため，混和材の寄与率を考慮して現予測式を修正した式(12)～(16)（以下，提案式という）を

用いて検討を行った。ここでは，早強ポルトランドセメント単味のコンクリートをHPC，高炉スラグ微粉末

を用いたコンクリートをHPC+BS，フライアッシュを用いたコンクリートをHPC+FAの記号で示す。 
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ここに， age ：自己収縮ひずみの推定値（×10−6），b：配合補正係数， 't ：有効材齢（日）， st ：凝結の始

発（日）， dt ：自己収縮ひずみの経時変化が生じる時期の遅れ， ¥as'e ：自己収縮ひずみの最終値（×10−6），
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1c ， 2c ：係数（HPCとHPC+FAは 1c = 3070， 2c = −7.2，HPC+BSは 1c = 2350， 2c = −5.8と仮定する），W ：単

位水量（kg/m3），C：単位セメント量（kg/m3），SCM：単位混和材量（kg/m3）， Ak ：混和材の寄与率， asT'e ：

高温履歴による自己収縮ひずみの増加量（×10−6）， ¥asT'e ：高温履歴による自己収縮ひずみの増加量の最終

値（×10−6）（HPCとHPC+FA：50，HPC+BS：80と仮定する）， maxT ：温度解析によって求めるコンクリート

の最高温度（℃），a，b：自己収縮ひずみの進行特性を表す係数，g ，h：高温履歴による影響を表す係数

（HPCとHPC+FAはg = h = 1.0，HPC+BSはg = 0.060 maxT − 0.20，h = −0.0075 maxT + 1.15と仮定する）である。 

 

4.3.2 tsと tdについて 

凝結の始発は混和材の影響があまり大きくないことから（表－3），HPC+BS，HPC+FA いずれも現予測式

の st = 0.2日とする。また，混和材の使用によって自己収縮ひずみの経時変化が生じる時期の遅れが認められ

るものの，顕著な遅れではないことから， dt = 0日とする。 

 

4.3.3 βと kAについて 

 混和材を用いたコンクリートの温度20℃，材齢28日時点の自己収縮ひずみの既往のデータ10)～13)に基づいて，

図－13の提案式のbと Ak を変化させた。この結果， HPC+BSはb = 1.0， Ak = 1.0，HPC+FAはb = 1.2， Ak

= 0に近づくことが認められた。 

 

4.3.4 ε’asT∞について 

コンクリート最高温度と今回の実験で得られた有効材齢28日までの自己収縮ひずみの最大値と提案式の予

測値の結果を図－14に示す。コンクリート最高温度にかかわらず，H35B650，H35B430，H40，H35F20の順

に大きくなっており，予測値はこの傾向と概ね一致することが認められた。 

 

  
※BS：BS4またはBS6                                ※BS：BS4またはBS6 

図－13 提案式のbと Ak の検証          図－14 提案式の ¥asT'e の検証 
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4.3.5 gと h について 

自己収縮ひずみの進行特性のうち，高温履歴の影響を表す係数g とhを現予測式（以下，現g ，hという）

のまま用いた場合の自己収縮ひずみの予測値と実験値の関係を図－15 に示す。シリーズⅠの 20℃一定の場

合では実験値が予測値の±40%の範囲に入ったが，シリーズⅡの高温履歴を受ける場合では予測精度が十分

に得られなかった。 
 

 
(A)シリーズⅠ                   (B)シリーズⅡ 

図－15 現g ，hによる自己収縮ひずみの予測精度 
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H35B430 と H35B650 では高温履歴の影響が

過大に評価されていることが考えられる。そ

こで，現g ，hを全配合に対応させるため，

式(17)及び式(18)に改良した（以下，改良g ，

hという）。 

 

40.0030.0 += maxTg      (17) 

 95.0025.0 += maxTh       (18) 

 

改良g ，hを用いた予測値と今回の実験値を比較した結果を図－11，12の提案式として示した。提案式の

予測値は実験値に良く一致していることがわかる。 

なお，フライアッシュの化学特性によっては自己収縮ひずみ（混和材の寄与率 Ak ）が大幅に変動する 14)

おそれがあるため，ここでの混和材を用いたコンクリートの自己収縮ひずみの設計値は，表－5 に示す値を

用いるのがよいと考えられる。 
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表－5  自己収縮ひずみの設計値 

 HPC，HPC+FA HPC+BS※※ 

age  式(12)を用い， st = 0.2日， dt = 0 日とする 

b  1.2 1.0 

¥as'e  
式(13)を使用 

( 1c = 3070， 2c = −7.2) 

式(13)を使用 

( 1c = 2350， 2c = −5.8) 

Ak  1.0 1.0 

¥asT'e  50 80 

g ，h  式(17)，式(18)の改良g ，hによる 
※適用範囲：35 ≤ W/B ≤ 55%，20 ≤ Tmax ≤ 90℃ 

  ※※BS：BS4またはBS6 
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5. まとめ 
 
混和材を用いたコンクリートの温度ひび割れ解析に用いる物性値を明らかにするため，各種実験を行った。

得られた知見を以下にまとめる。 

(1) 混和材を用いたコンクリートの圧縮強度発現は，練上がり温度 10～30℃の範囲でかつ有効材齢 28 日程

度までであれば有効材齢を用いた単一の式で評価可能であり，早強ポルトランドセメント単味のコンク

リートの現評価式をもとに単位結合材量に関して混和材の初期強度の発現への寄与率を加味した修正評

価式を用いて推定することができた。 

(2) 混和材を用いたコンクリートの圧縮強度と引張強度の関係及び圧縮強度とヤング係数の関係は，早強ポ

ルトランドセメント単味のコンクリートと同様の傾向が認められた。 

(3) 混和材を用いたコンクリートの断熱温度上昇量は，強度発現が同程度の早強ポルトランドセメント単味

のコンクリートと概ね相似形となり，早強ポルトランドセメント単味のコンクリートの現推定式をもと

に単位結合材量に関する混和材の断熱温度上昇特性への寄与率を加味した改良式を用いて推定できた。 

(4) 混和材を用いたコンクリートは，早強ポルトランドセメント単味のコンクリートと比較して，自己収縮

ひずみの経時変化が生じる時期，増加速度，最大値が異なるとともに，高温履歴を受ける場合の自己収

縮ひずみの増加速度は，20℃一定の場合と比較して，有効材齢で整理しても大幅に速まった。これらの

実験結果及び既往のデータに基づいて現在使用されている予測式に改良を加えることで，混和材を用い

たコンクリートの自己収縮ひずみを精度良く推定できた。 
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付録－5  混和材を用いたコンクリートの温度ひび割れ抵抗性 
 

 

1. 概要 
  

混和材を用いたコンクリートにおいて，付録－4 では，マスコンクリートの水和発熱に起因した温度履歴

（以下，高温履歴という）を模擬したコンクリート供試体の自己収縮ひずみを測定した。この結果，特に高

炉スラグ微粉末を用いたコンクリートの場合に自己収縮ひずみとその進展速度が大幅に大きくなることが認

められた 1)。温度ひび割れの発生リスクの評価は，高温履歴の影響を考慮した自己収縮ひずみの挙動に加え

て，コンクリートの温度変化，クリープによる応力緩和，ヤング係数の発現等の影響を適切に考慮して，若

材齢時のコンクリートに発生する応力を推定する必要がある。しかしながら，混和材を用いたコンクリート

の温度応力の発生メカニズム及び温度応力の推定手法は必ずしも明確ではない。 

 そこで，まず，発泡スチロール製の型枠を用いてマスコンクリートの高温履歴を模擬したコンクリート供

試体の拘束試験を行い，混和材を用いたコンクリートの温度応力の発生メカニズムと膨張材による温度ひび

割れ抑制効果を検討した 2)。次に，混和材を用いたコンクリートの有効ヤング係数法を用いたクリープ解析

の結果に基づいて温度応力の推定手法の適用性を検証するとともに，温度ひび割れ抑制対策として膨張材を

併用して温度応力低減を図った場合の応力の推定手法についても検討した 3)。さらに，混和材を用いたコン

クリートをプレストレストコンクリート橋に適用する場合に，温度ひび割れに対する抵抗性及び自己収縮ひ

ずみの高温履歴の影響を把握するため，ラーメン箱桁橋を一例とした解析的検討を行った 4)。 

 

 

2. 拘束試験による温度ひび割れに対する抵抗性の検討 
 

2.1 実験方法 

2.1.1 コンクリートの配合と基礎物性 

 コンクリートの配合と基礎物性を表－1 に示す。配合は，早強ポルトランドセメント単味のコンクリート

（H40），早強ポルトランドセメントの 30%を高炉スラグ微粉末 4000 で置換したコンクリート（H35B430），

50%を高炉スラグ微粉末 6000 で置換したコンクリート（H35B650），H35B650 で結合材の一部を膨張材で置

換したコンクリート（H35B650EX），20%をフライアッシュⅡ種で置換したコンクリート（H35F20）の 5 種

類とした。高温履歴を受ける場合に特に高炉スラグ微粉末を用いたコンクリートで自己収縮ひずみが大幅に

大きくなることが認められたため 1)，膨張材を併用した H35B650EX を追加して膨張材による温度ひび割れ

の抑制効果も検討した。水結合材比は，設計基準強度40N/mm2と材齢3日のプレストレス導入時強度30N/mm2

が得られるように，H40 で 40%，混和材を用いたコンクリートで 35%とし，全配合において，単位水量（W）

を 165kg/m3，単位粗骨材量（G）を 968kg/m3に統一した。 
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2.1.2 拘束試験及び強度試験の方法 

 供試体の形状を図－1 に，実験の実施状況

を写真－1 に示す。供試体は拘束供試体と無

拘束供試体の 2種類とした。拘束供試体では，

既往文献 5)を参考に，拘束用鋼材として異形

鉄筋（D32，ゲージ貼付部断面積 701mm2，ヤ

ング係数 202kN/mm2）を用いてコンクリート

の自己収縮ひずみに起因する拘束応力を測定

し，熱膨張係数の小さいインバー鋼材（φ30，

ゲージ貼付部断面積 599mm2，ヤング係数

136kN/mm2，熱膨張係数 0.7×10−6/℃）を用い

てコンクリートの自己収縮ひずみと温度変化

に起因する拘束応力を測定した。インバー鋼

材は，コンクリート温度が下降する際の温度

応力に対する抵抗性を把握する目的で使用し

た。コンクリートの拘束応力は，事前に測定

した拘束用鋼材の荷重とひずみの関係を用い，

拘束用鋼材のひずみの測定値から荷重を推定

し，この荷重をコンクリートの断面積で除し

て求めた。一方，無拘束供試体では，埋込型ひずみ計と熱電対を供試体中心部に設置してコンクリートのひ

ずみと温度を測定した。 

 マスコンクリートの高温履歴を模擬するため，厚さ200mmの発泡スチロール製（発泡倍率 90倍）の型枠

表－1 コンクリートの配合と基礎物性 

配合 
W/B 
(%) 

単位量（kg/m3） スラ 
ンプ 
(cm) 

空気 
量 
(%) 

凝結時間 熱膨張 
係数 

(×10−6/℃） 
W B = HPC + BS4 + BS6 + EX + FA S G 始発 

(min) 
終結 
(min) HPC BS4 BS6 EX FA 

H40 40 

165 

413 
(100%) － － － － 758 

968 

12.0 4.2 345 464 12.1 

H35B430 

35 

330 
(70%) 

141 
(30%) － － － 700 13.5 4.4 344 448 12.8 

H35B650 236 
(50%) － 236 

(50%) － － 695 12.5 3.7 304 416 12.6 

H35B650EX 226 
(48%) － 226 

(48%) 
20 

(4%) － 696 13.5 3.0 316 448 12.5 

H35F20 377 
(80%) － － － 94 

(20%) 
682 17.0 4.9 396 509 11.0 

※HPC: 早強ポルトランドセメント(密度 = 3.14g/cm3, 比表面積 = 4,600cm2/g), BS4: 高炉スラグ微粉末4000(密度 = 2.89g/cm3, 比表面積= 
4,440cm2/g, SO3 = 2.1%(無水せっこう添加)), BS6: 高炉スラグ微粉末6000(密度 = 2.91g/cm3, 比表面積 = 5,970cm2/g, SO3 = 3.1%(無水せっ

こう添加)), EX: 膨張材(石灰系, 単位量 20kg/m3となるようHPCとBS6を均等に置換), FA: フライアッシュ II種(密度 = 2.31g/cm3, 比表

面積 = 4,000cm2/g), 単位量の( )内の%値は全結合材に占める各結合材の割合を表示 
※S: 細骨材(静岡県掛川産陸砂, 密度 = 2.56g/cm3, 吸水率 = 2.23%), G: 粗骨材(茨城県笠間産砕石6号(密度 = 2.67g/cm3, 吸水率 = 0.43%)と

5号(密度 = 2.67g/cm3, 吸水率 = 0.46%)を均等に混合)，化学混和剤: 高性能AE減水剤と空気連行剤を使用 
※熱膨張係数: 封緘養生した角柱供試体(100×100×400mm)を用いて材齢91日以降に温度範囲15～55℃で測定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－1 拘束供試体と無拘束供試体の形状 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(A)打込み前の状況            (B)測定時の状況 

写真－1 実験の実施状況 
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にコンクリートを打込み，直ちに封緘状態として測定を

開始した。 

圧縮強度，ヤング係数及び割裂引張強度を終結直後，

注水から材齢 0.5，0.75，1，1.5，2，2.5，3，5，7，28

日の 11時点で測定した。圧縮強度とヤング係数の測定は，

コンクリート打込み直後から室温約 20℃の実験室で封

緘養生を行った円柱供試体（φ100×200mm）と JASS 5 

T-606 に準拠して発泡スチロール製の容器で簡易断熱養

生を行った円柱供試体（φ100×200mm）を用い，JIS A 

1108 と JIS A 1149に準拠して行った。割裂引張強度の測

定は，室温約 20℃の実験室で封緘養生を行った円柱供試

体（φ150×150mm）を用い，JIS A 1113に準拠して行っ

た。 

 

2.2 実験結果 

2.2.1 強度試験の結果 

 各配合の圧縮強度の発現を図－2(A)に，圧縮強度と割

裂引張強度の関係を図－2(B)に，圧縮強度とヤング係数

の関係を図－2(C)に示す。無拘束供試体と簡易断熱養生

を行った円柱供試体の最高温度が同程度であったため，

図－2(A)では簡易断熱養生を行った円柱供試体の圧縮強

度を用いて日本コンクリート工学会マスコンクリートの

ひび割れ制御指針 6)（以下，JCI指針）の圧縮強度発現式

で回帰分析して求めた結果を示す。なお，20℃封緘養生

を行った供試体と簡易断熱養生を行った供試体の圧縮強

度は，有効材齢で整理すると，初期材齢では温度履歴に

かかわらず同様の傾向で増加した 2)。H35F20の圧縮強度

が若干小さくなったが，圧縮強度と割裂引張強度，圧縮

強度とヤング係数の関係は，混和材や膨張材の使用の有

無にかかわらず，同様の傾向が認められた。 

 
(A)圧縮強度の発現 

 

 
(B)割裂引張強度と圧縮強度 

 

 
(C)ヤング係数と圧縮強度 

図－2 強度試験の結果 
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2.2.2 拘束試験（異形鉄筋）の結果 

 無拘束供試体の自己収縮ひずみを図－3 に，異

形鉄筋を用いた拘束供試体のコンクリート温度と

拘束応力を図－4，5に示す。材齢 7日の拘束応力

は，H40 と比較すると，H35F20 で同程度， 

H35B430 とH35B650で大きく，特にH35B650で

は突出して大きくなることが認められた。また，

拘束応力の大小関係と増加開始時の材齢は自己収

縮ひずみの傾向と概ね一致した。コンクリート温

度は混和材の置換率が高いほど上昇時の勾配が小

さくなったが拘束応力への影響はほとんどなく，

自己収縮ひずみが大きいほどコンクリートに発生

した拘束応力も大きくなる傾向が認められた。一

方， H35B650EXの拘束応力はH40よりも小さく，

膨張材の使用による拘束応力の低減効果が認めら

れた。 

次に，拘束応力と自己収縮ひずみの関係を図－

6に示す。H35B650EX以外の供試体では，混和材

の使用の有無にかかわらず，自己収縮ひずみと拘

束応力の関係の勾配が概ね等しく，自己収縮ひず

みの進展とともに拘束応力が増加した。図－3 の

自己収縮ひずみは，材齢 7 日の値が各配合で異な

るものの，増加開始時の材齢や増加時の勾配は概

ね一致した。すなわち，混和材の使用の有無にか

かわらず，若材齢の自己収縮ひずみの進展と拘束

応力の増加は同様の傾向を示し，若材齢クリープ

による応力緩和の影響も同程度であったと考えら

れる。一方，H35B650EX では，始発直後に膨張

ひずみが急速に発生したが，その際の圧縮応力の

増加量は必ずしも大きくならないことが認められ

た。 

 

2.2.3 拘束試験（インバー鋼材）の結果 

 インバー鋼材を用いた場合の拘束応力を図－7

に示す。なお，コンクリート温度は異形鉄筋を用 

 

 
図－3 自己収縮ひずみ（無拘束供試体） 

 

 
図－4 コンクリート温度（拘束供試体，異形鉄筋） 
 

 
図－5 拘束応力（異形鉄筋） 

 

 
図－6 拘束応力と自己収縮ひずみ（異形鉄筋） 
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いた場合と同様であった。材齢 7日の拘束応力は，

H40 と比較すると，異形鉄筋を用いた供試体と同

様に，H35F20で同程度，H35B430とH35B650で

大きくなった。また，材齢 3 日の圧縮強度を同等

とするために水結合材比を調整したことによって，

図－4 に示すようにコンクリートの最高温度から

材齢 7 日までに低下する温度は配合間でほとんど

差がなく，温度降下時の温度ひずみに起因して発

生した拘束応力は同程度となったと考えられる。

この結果，異形鉄筋を用いた供試体と同様に，自

己収縮ひずみが大きいほど拘束応力も大きくなっ

たと考えられる。一方，有効材齢 7 日の

H35B650EX の拘束応力は H40 よりも若干大きく

なったがH35B650よりも小さく，膨張材の使用に

よる拘束応力低減効果が認められた。 

次に，拘束応力とコンクリート温度の関係を図

－8 に示す。若干のばらつきはあるが，コンクリ

ート温度が最高温度に達した後に拘束応力がゼロ

となる時点の温度が低いほどその後の引張応力が

小さくなった。既往文献 7)では，コンクリート温

度が最高温度に達した後に拘束応力がゼロとなる時点の温度を指標として温度ひび割れ抵抗性を定性的に評

価する方法が提案されている。自己収縮ひずみが大きくなった H35B430 と H35B650 では拘束応力がゼロと

なる材齢が早くなり，この時点のコンクリート温度も高くなる傾向にあった。このため，拘束応力がゼロと

なる時点のコンクリートの温度を比較することによって，自己収縮ひずみの傾向が異なる場合にも引張応力

の発生量の違いを定性的に評価できる可能性があると考えられる。 

 

2.2.4 ひび割れ発生状況とひび割れ指数 

 材齢 91日までの拘束試験の結果を図－9に，材齢 91 日に確認したひび割れの発生状況を図－10に，材齢

91 日までのひび割れ指数の最小値を図－11 に示す。ひび割れ指数は，コンクリートの拘束応力を割裂引張

強度で除して求めた。割裂引張強度（図－9(A)）は，配合ごとに JCI 指針に示される圧縮強度と割裂引張強

度の関係式の各係数を回帰し，図－2(A)の圧縮強度を用いて求めた。 

発泡スチロール製の型枠を用いたため，ひび割れ発生材齢を目視で特定することが困難であったが，図－

9(C)において拘束応力が大きく変動した材齢に着目すると，インバー鋼材を用いたH35B430では材齢61日，

H35B650 では材齢 57 日，H35F20 では材齢 73 日に拘束供試体の中央付近にひび割れが発生したと推測され

る。この 3体は，図－10に示すように他の供試体と比較してひび割れ幅が大きく，ひび割れ本数が多い。同 

 

 
       図－7 拘束応力（インバー鋼材） 

 

 
図－8 拘束応力とコンクリート温度 
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様に，インバー鋼材を用いたH40と比較すると，高炉スラグ微粉末を用いたコンクリートは自己収縮ひずみ

の増大に伴い拘束応力が大きかったこと，フライアッシュⅡ種を用いたコンクリートは拘束応力がH40と同

等であるものの，割裂引張強度が小さかったことがひび割れの増加した理由として考えられる。さらに，ひ

び割れ発生状況とひび割れ指数は概ね対応している。このように，コンクリートの拘束応力と割裂引張強度

を考慮して求めたひび割れ指数によって混和材を用いたコンクリートの温度ひび割れに対する抵抗性を評価

できると考えられる。 

 
図－10 供試体上面のひび割れ発生状況 

 

 
 

図－11 ひび割れ指数の最小値 

 
(A)割裂引張強度（推定） 

 

 
(B)拘束応力（異形鉄筋） 

 

 
(C)拘束応力（インバー鋼材） 

 

図－9 拘束試験の結果（材齢 91日まで） 

0.05mm

H35B430 異形鉄筋

0.05mm

H35B650 異形鉄筋

0.05mm

H40 インバー鋼材

0.1mm 0.1mm 0.15mm                      0.1mm

H35B430 インバー鋼材

0.1mm

0.1mm                    0.15mm

H35B650 インバー鋼材

0.05mm

0.05mm

H35F20 インバー鋼材

0.05mm 0.1mm 0.05mm

※クラックゲージによるひび割れ幅の測定値を併記

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

H
40

H
35

B
43

0

H
35

B
65

0

H
35

B
65

0E
X

H
35

F2
0

H
40

H
35

B
43

0

H
35

B
65

0

H
35

B
65

0E
X

H
35

F2
0

異形鉄筋 インバー鋼材

ひ
び

割
れ

指
数

の
最

小
値

0

1

2

3

4

5

0 20 40 60 80 100

割
裂

引
張

強
度

(N
/m

m
2 )

材齢(日)

H40
H35B430
H35B650
H35B650EX
H35F20

-4

-3

-2

-1

0

1

2

0 20 40 60 80 100

拘
束

応
力

(N
/m

m
2 )

←
引

張
圧

縮
→

材齢(日)

H40
H35B430
H35B650
H35B650EX
H35F20

-4

-3

-2

-1

0

1

2

0 20 40 60 80 100

拘
束

応
力

(N
/m

m
2 )

←
引

張
圧

縮
→

材齢(日)

H40
H35B430
H35B650
H35B650EX
H35F20



 

 

128

一方，H35B650EXではひび割れの発生は認められず，自己収縮ひずみの大きい高炉スラグ微粉末 6000を

用いたコンクリートにおいても膨張材の併用によって，ひび割れ発生リスクの低減に寄与すると考えられる。 

 

 

3. FEM 解析による温度応力推定と膨張材の応力低減効果の評価 
 

3.1 解析概要 

3.1.1 解析モデル 

コンクリート温度応力解析プログラム（ASTEA MACS）を用いて 3次元 FEM解析によって拘束応力を求

めた。解析モデルを図－12に示す。解析モデルは，対称性を考慮し 1/8モデルで解析を行い，拘束用鋼材（鉄

筋とインバー鋼材）も 3 次元要素によって断面積が実測値と同一となるようモデル化した。解析期間はコン

クリート打込み後 28日間とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.1.2 解析方法及び解析に用いた材料の物性値 

解析に用いたコンクリートの物性値を表－2 に示す。ここでは混和材を用いたコンクリートの拘束応力を

推定する際の有効ヤング係数法を用いたクリープ解析の適用性を検討することを目的とし，解析を行う際の

各供試体の温度履歴やコンクリートの物性値は，可能な限り実測値を用いた。クリープによる応力緩和の影

響は，JCI 指針に準拠した有効ヤング係数法を用いて評価した。自己収縮においては，高温履歴下の自己収

縮ひずみの増加挙動の考慮が拘束応力の推定精度に与える影響を検討するため，2.1.2 項で述べた拘束供試体

と同一養生である発泡スチロール製の型枠を用いて高温履歴を与えた自己収縮ひずみと，JCI 試験法 8)に準

拠して 20℃一定の環境下で封緘養生した角柱供試体（100×100×400mm）の自己収縮ひずみを解析に用いた。

これらの自己収縮ひずみの経時変化を図－13に示す。 

 

図－12 解析モデル 
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3.1.3 解析に用いた膨張ひずみ 

膨張材を用いた場合の拘束応力

の推定には膨張ひずみの設定方法

やクリープによる応力緩和の考慮

方法が重要となる。ここでは，ク

リープによる応力緩和は JCI 指針

に準拠した有効ヤング係数法を用

いて考慮し，膨張ひずみの設定方

法を変化させた場合の応力の推定

精度を検討した。 

表－1のH35B650EXにおいて，

JCI 指針で推奨している膨張ひず

み測定方法に準拠して，標準的な

拘束膨張試験（JIS A 6202附属書 2）

の PC 鋼棒（φ11）を用いた拘束

供試体（100×100×900mm）に解

析対象の拘束供試体と同一の簡易

断熱による高温履歴を与えた封緘

養生の供試体と，JIS A 6202 附属

書 2 に準拠して材齢 1 日で脱型を

行い，材齢 7日まで標準養生（20℃

水中）を行った供試体（100×100

×400mm）を製作し，膨張ひずみ

を測定した。 

JIS A 6202 附属書 2 に準拠して標準養生を行った

H35B650EXの膨張ひずみ（以下，JIS膨張という）の

経時変化を図－14 に示す。図には， JCI 指針の早強

ポルトランドセメントの膨張ひずみの近似式（以下，

JCI 膨張式という）である式(1)の値と，比較対象の

H35B650の同一試験の結果をあわせて示している。 

 

 ( ){ }[ ]exb
exexexex ttat 0,, 'exp1)'( ---= ¥ee       (1) 

ここに， )'(texe ：有効材齢 日における膨張ひずみ（×

10−6）， ¥,exe ：膨張ひずみの終局値（×10−6）， ¥,exe = 165×10−6， exa 及び exb ：膨張ひずみの進行特性に及ぼ

す影響を表す係数， exa = 1.45， exb = 1.38， 0,ext ：膨張開始時点の有効材齢（日）， 0,ext = 0.20 日である。 

 

 

 

 

表－2 解析に用いたコンクリート物性値 

コンクリート 
温度履歴 

各供試体の中央位置でのコンクリート

温度の実測値 
圧縮強度 

f’c(te) 
各配合の実測値を用いて JCI 指針式の

係数を回帰 
ヤング係数 

Ec(te) 
各配合の実測値を用いて JCI 指針式の

係数を回帰 

有効 
ヤング係数 

Ee(te) 

)()()( eceee tEttE j=  

（ピーク温度時まで )( etj =0.42，最高温度

に達する有効材齢+1日以降 )( etj =0.65） 

自己収縮 
各配合の無拘束供試体での実測値 
(A)高温履歴考慮 
(B)20℃一定 

熱膨張係数 各配合の実測値（付録－4表－4参照） 
ポアソン比 0.2 

 

図－13 自己収縮ひずみの経時変化 

図－14 膨張ひずみの経時変化（標準養生） 
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さらに，膨張材を用いた場合の検討ケース一覧

を表－3 に，各検討ケースの膨張ひずみの経時変

化を図－15に示す。 

検討は，H35B650EX の無拘束供試体で得られ

たひずみ（無拘束膨張），PC 鋼棒φ11を拘束鋼材

として用いて応力推定する拘束供試体と同一養生

を行った供試体で得られたひずみ（拘束φ11 膨

張），「JIS膨張」と「JCI膨張式」には自己収縮ひ

ずみの影響を含んでいないため，H35B650の同一

の簡易断熱養生を行った無拘束供試体で得られた

自己収縮ひずみと重ね合わせたひずみ（収縮＋JIS

膨張，収縮＋JCI 膨張式）の 4 種類で比較した。

なお，図－14 に示すように「JIS 膨張」のひずみ

では有効材齢 1.5 日以降で収縮側に推移している

が，膨張材を用いないH35B650 の場合においても

水中養生中に同様に収縮した。「JIS膨張」の膨張

ひずみでは，自己収縮を二重に考慮しないように

最大値のまま一定として自己収縮ひずみと重ね合

わせた。 

 鋼材のヤング係数は実測値を用い，熱膨張係数

は異形鉄筋で 10.0×10−6/℃，インバー鋼材で 0.7

×10−6/℃とし，ポアソン比はどちらの鋼材も 0.3

とした。 

 

3.2 解析結果 

3.2.1 コンクリート応力分布 

 FEM 解析結果の一例として H35B650 の長さ方

向の応力分布を図－16に示す。  

コンクリートと鋼材の境界部及び長さ方向端部

を除くとコンクリート応力は概ね一様に分布した。

ひずみゲージを用いて拘束応力を実測した供試体

中央断面において，表面の長さ方向の応力を平均

して実験結果と比較した。 

 

 

表－3 膨張材効果の検討ケース 

ケース 自己収縮ひずみ 膨張材効果 

無拘束膨張 無拘束供試体 
【H35B650EX（簡易断熱）】 

拘束φ11膨張 拘束供試体（PC鋼棒φ11） 
【H35B650EX（簡易断熱）】 

収縮+JIS膨張 
無拘束供試体 
【H35B650EX 
（簡易断熱）】 

JIS A 6202 
【H35B650EX
（標準養生）】 

収縮+JCI膨張式 
無拘束供試体 
【H35B650EX 
（簡易断熱）】 

JCI指針膨張 
ひずみ近似式 
【早強】 

 

図－15 解析に用いた膨張ひずみの経時変化 
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3.2.2 拘束応力の推定（膨張材を用いない場合） 

膨張材を用いない 4 配合の異形鉄筋とインバー鋼材による拘束応力の実測値と，高温履歴を考慮した自己

収縮ひずみを用いて解析した結果（以下，高温履歴考慮という）及び 20℃一定の場合の自己収縮ひずみを用

いて解析した結果（以下，20℃一定という）を図－17，18に示す。また，これらの材齢 28 日までの最大引

張応力の実測値と解析値の関係を図－19に示す。 

拘束供試体と同一養生の高温履歴を考慮した場合に着目すると，図－17の異形鉄筋を用いた場合では混和

材の有無によらず材齢 3 日までは実測値を過小評価することが多い。これは，クリープによる応力緩和の影

響を簡易的に考慮していることが原因と考えられる。しかしながら，その後，材齢 7 日までには実測値と解

析値は概ね同等になり，図－19に示すように最大引張応力の実測値と解析値は概ね同等となった。したがっ

て，混和材を用いたコンクリートでは，自己収縮応力が卓越する異形鉄筋による拘束応力，自己収縮応力と

温度応力が複合したインバー鋼材による拘束応力のいずれの場合でも，コンクリートの材料特性が把握でき

れば JCI指針の有効ヤング係数法に基づいた既存の応力解析手法によって概ね推定できると考えられる。 

次に，自己収縮ひずみの高温履歴の考慮の有無が温度解析結果に及ぼす影響を検討した。自己収縮応力が

卓越する異形鉄筋を用いた図－17で特にみられるように，混和材の有無にかかわらず若材齢時の応力の推定

精度は明らかに 20℃一定の場合より高温履歴考慮の場合の方が向上した。さらに，図－19 をみると最大引

張応力の実測値と解析値の相関係数も高温履歴を考慮した方が大きい。このことから，混和材の有無にかか

わらず，自己収縮ひずみの高温履歴を考慮することによって温度応力の解析精度を向上できることが認めら

れた。 

     
            (A)H40                     (B)H35B430 

     
            (C)H35B650                    (D)H35F20 

図－17 拘束応力の経時変化（異形鉄筋，膨張材を用いない場合） 
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            (A)H40                     (B)H35B430 

     
            (C)H35B650                    (D)H35F20 

図－18 拘束応力の経時変化（インバー鋼材，膨張材を用いない場合） 

 

 
(A)高温履歴考慮            (B)20℃一定 

図－19 最大引張応力（膨張材を用いない場合） 

 

 

3.2.3 拘束応力の推定（膨張材を用いる場合） 

膨張材を用いる表－3 の 4 ケースについて，異形鉄筋とインバー鋼材による拘束応力の実測値と解析値の

経時変化を図－20に示す。さらに，材齢 28日までの引張応力の最大値を図－21に示す。 
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「無拘束膨張」のケースに着目すると，異形鉄筋と

インバー鋼材のいずれも若材齢の圧縮応力を過大評価

し，引張側に応力が推移した場合では，実測値を過小

評価した。無拘束供試体によって得られたひずみを用

いて拘束応力を推定した場合，膨張材を用いないケー

スでは拘束応力を概ね評価できたが，膨張材を用いる

ケースではひび割れ発生に対し危険側の評価を与える

結果となった。JCI 指針においても拘束下での膨張ひ

ずみを用いて膨張材の効果を考慮しているが，図－15

に示したように若材齢の無拘束の膨張ひずみでは，他

のケースより急激に増加するため，クリープによる応

力緩和の影響を有効ヤング係数法のような簡易的な方

法では評価できないと考えられる。一方，図－20の他

の 3ケースでは，異形鉄筋とインバー鋼材による拘束

応力どちらも「収縮＋JIS 膨張」のケースが若材齢か

らの応力の経時変化を最も適切に評価できている。た

だし，膨張材による応力低減効果を示すと考えられる

図－21の最大引張応力に着目すると「収縮＋JIS 膨張」

に対して「拘束φ11 膨張」もほとんど差はみられず，

これらと比較して「収縮＋JCI膨張式」でも 0.1N/mm2

程度の過大評価となった。 

これらのことから，高炉スラグ微粉末と膨張材を併

用した場合の応力低減効果は，JCI 指針で推奨してい

る PC 鋼棒（φ11）を用いて温度履歴を与えて封緘養

生を行った供試体のひずみ，あるいは JIS A 6202附属

書 2に準拠して標準養生を行った供試体のひずみと膨

張材を用いない温度履歴を考慮した自己収縮ひずみを

重ね合わせたひずみを用いることで概ね評価できると

考えられる。なお，膨張ひずみの実測値が得られない

場合，早強ポルトランドセメント単味のコンクリート

の JCI 膨張式を用いても多少安全側ではあるが最大引

張応力は概ね推定できると考えられる。 
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図－21 最大引張応力（膨張材を用いた場合） 
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4. ラーメン箱桁橋における温度ひび割れ抵抗性の検討例 
 

4.1 解析概要 

4.1.1 解析対象 

コンクリート温度応力解析プログラム（ASTEA 

MACS）を用いて 3 次元 FEM 解析によるプレストレ

ストコンクリート橋の温度ひび割れに対する抵抗性の

検討を行った。解析モデルを図－22に示す。解析対象

は，片持張出架設によって施工する PC ラーメン箱桁

橋の柱頭部と張出部とした。 

柱頭部はマスコンクリートとなるため，内部拘束に

よる温度応力が卓越する場合，2 リフトが 1 リフトの

外部拘束によって拘束応力が生じる場合を想定してい

る。2 リフトに分けてコンクリートの打込みを行い，

打込み間隔は 16日間とした。一方，部材が柱頭部と比

較すると薄い張出部は， 2 ブロックのコンクリートの

初期材齢の自己収縮ひずみが 1ブロックに拘束する外

部拘束によって拘束応力が生じる場合を想定している。

1ブロックと2ブロックの打込み間隔は10日間とした。

解析は，2 ブロックのコンクリートの打込み後，材齢

28 日まで行った。 

 

4.1.2 解析に用いたコンクリートの特性 

付録－4の4配合（H40，H35B430，H35B650，H35F20）

の実験結果に基づいて検討した。解析に用いた圧縮強度の発現を図－23に，自己収縮ひずみの経時変化を図

－24に示す。自己収縮ひずみは，温度履歴の異なる小型供試体（100×100×400mm）と厚さ 200mmの発泡

(A)柱頭部 

(B)張出部 

図－22 解析モデル 

図－24 自己収縮ひずみの経時変化 図－23 圧縮強度の発現 
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スチロールによって全面を覆って簡易的な断熱を行ったマスブロック（400×400×400mm）を用いて測定し

た。図－23 から混和材の使用が圧縮強度発現に及ぼす影響は小さいことが認められた。一方，図－24 に示

した自己収縮ひずみの経時変化をみると，全ての配合で小型供試体よりもマスブロックの方が自己収縮ひず

みの増加速度が速く，また最大値も大きくなっており，高温履歴の影響が認められた。配合間の比較では，

H40を基準にすると，自己収縮ひずみの最大値は，H35F20では小さいが，H35B430 とH35B650では明らか

に大きくなることが認められた。 

一方，この試験の範囲内では，温度ひび割れに対する抵抗性に及ぼす要因のうち，熱膨張係数，クリープ

係数，ヤング係数は同様であった 1),9)。また，混和材を用いたコンクリートの圧縮強度と引張強度の関係も早

強単味のコンクリートと概ね同様の傾向が認められた 10)。 

 

4.1.3 解析条件 

圧縮強度と自己収縮ひずみ以外の物性値は，コンクリート標準示方書 11)に準拠した早強ポルトランドセメ

ント単味のコンクリートの値を用いて解析を行った。自己収縮ひずみの高温履歴を考慮した影響を確認する

ため，小型供試体とマスブロックの自己収縮ひずみの実験結果に基づいて比較した。熱伝達率は，養生マッ

トで 5W/m2℃，木製型枠で 8W/m2℃，鋼製型枠（張出部に使用）で 14W/m2℃，コンクリート露出面で 13W/m2℃

とした。なお，養生期間は，柱頭部で 7日間，張出部で 3日間とした。 

 

4.2 解析結果 

4.2.1 コンクリート温度 
柱頭部と張出部のコンクリートの最高温度分

布を図－25に示す。最高温度は，柱頭部では横

桁中央の 92℃，張出部では上縁から 150mm の

ウェブ内部の 67℃であった。マスブロックのコ

ンクリート最高温度と比較すると，柱頭部では

約 10℃高く，張出部では約15℃低い。しかしな

がら，現段階では温度履歴と自己収縮ひずみの

データが蓄積されていないため，マスブロック

の自己収縮ひずみを用いて温度履歴考慮の影響

を検討した。 

 

4.2.2 ひび割れ指数 

(1) 検討箇所 

 ひび割れに対する抵抗性は，式(2)に示すひび割れ指数（ )(tIcr ）によって検討した。すなわち，ひび割れ

指数が小さいほど，ひび割れが発生しやすいことを示す。 

 

横桁中央 
(最高温度部) 

ウェブ内部(最高温度部) 
※上縁からの距離 150mm 

(A)柱頭部 (B)張出部 

施工 
目地 

施工 
目地 

図－25 最高温度分布 
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    )(/)()( ttftI ttkcr σ=       (2) 

ここに， )(tf tk ：材齢 t 日におけるコンクリート引張強度， )(ttσ ：材齢t 日におけるコンクリート最大主引

張応力度である。 

  

最小ひび割れ指数分布の一例として，マス

ブロックの自己収縮ひずみを用いた場合の

H35B650 の結果を図－26 に示す。ひび割れ

指数は，全てのケースにおいて，柱頭部では

横桁付近のウェブ，張出部では上床版の上縁

で最小となった。さらにマスコンとなってい

る柱頭部では，図－26(A)に示すように横桁表

面のひび割れ指数も小さかった。このため，

図－26の 3箇所（ウェブ，横桁表面，上床版）

でひび割れ指数を比較した。この 3 箇所と図

－25 に示した最高温度部のコンクリート温

度履歴を図－27に示す。 

 

(2) 混和材及び自己収縮ひずみの高温履歴考慮の影響 

小型供試体から得られた 20℃一定の自己収縮ひず

みを用いた場合（以下，20℃一定という）と，マスブ

ロックから得られた高温履歴を考慮した自己収縮ひず

みを用いた場合（以下，高温履歴考慮という）のひび

割れ指数の経時変化を図－28，29に示す。図中には，

自己収縮の影響を検討するためH40の自己収縮未考慮

の場合（以下，収縮未考慮という）の結果もあわせて

示す。 
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図－26 最小ひび割れ指数分布 

（H35B650（マスブロック）） 
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ひび割れ指数が最小となった柱頭部のウェブと張出部の上床版は，収縮未考慮の場合のひび割れ指数の経

時変化や図－27 の温度履歴からもみられるように，温度降下に伴い（柱頭部では材齢 1～5 日，張出部では

材齢 1～3 日），ひび割れ指数が低下した。コンクリート温度が低下するまでひび割れ指数の低下が継続して

いる。このことから，これらの箇所では既設部の外部拘束が卓越していると考えられる。 

一方，マスコンとなった柱頭部の横桁表面では，材齢 0.5 日以前は温度上昇時，材齢 3 日までは温度降下

時の急激な温度変化に伴いひび割れ指数が低下しているが，すぐに増加に転じた。柱頭部の横桁表面は既設

部に近いため外部拘束の影響もあるが，ひび割れ指数の低下は一時的なものであり，外部拘束よりも内部拘

束が卓越していると考えられる。 

3 箇所での最小ひび割れ指数の比較を図－30 に示す。なお，図－28(B)，29(B)の材齢 0.5 日以前でみられ
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(C)上床版（張出部） 
図－28 ひび割れ指数の経時変化 

（自己収縮：小型供試体) 
図－29 ひび割れ指数の経時変化 

（自己収縮：マスブロック) 
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る温度上昇時の一時的なひび割れ指数の低下は，コンクリート引

張強度が極めて小さい段階で生じたものであり，発生応力も小さ

く部材への影響は少ないと考えられるため検討から除外した。 

ひび割れ指数が最小であった箇所に着目すると，部材厚は柱頭

部のウェブが 600mm，張出部の上床版が 300mm と 2 倍異なり，

図－30(A)，30(C)から両者の収縮未考慮の場合のひび割れ指数の

差も 0.50であり，柱頭部のウェブの方が温度応力によるひび割れ

指数低下の影響が大きい。温度応力の影響が大きい柱頭部のウェ

ブでは，混和材の使用による 20℃一定と高温履歴考慮の結果にほ

とんど差がみられなかった。自己収縮ひずみが大きかった高炉ス

ラグ微粉末を用いたコンクリートでも，H40と比較して，H35B430

で平均 0.05，H35B650で平均 0.14程度のひび割れ指数低下であっ

た。このように，図－24では小型供試体とマスブロックの自己収

縮ひずみの進行速度や大きさは異なるものの，柱頭部のウェブに

おける最小ひび割れ指数の差は小さかった。しかし，温度応力が

小さく自己収縮が卓越すると考えられる張出部上床版においては，

20℃一定と高温履歴考慮のひび割れ指数に明確な差が認められ，

高温履歴考慮の場合では，混和材の使用の有無によらず自己収縮

によるひび割れ指数の低下が顕著にみられた。また，20℃一定で

は，混和材の使用による差も顕著であったが，高温履歴考慮では

最大でも差は 0.13 と小さく傾向が異なった。これらのことから，

張出部上床版のように部材が薄く温度応力が小さい部材では，自

己収縮ひずみの高温履歴考慮がひび割れ抵抗性の評価に影響する

ことが認められた。 

一方，図－30(B)の内部拘束が卓越する柱頭部の横桁表面では， 

20℃一定の場合のひび割れ指数が，収縮未考慮の場合に対して大

きいものもみられた。また，高温履歴考慮の場合は最も自己収縮

ひずみが大きいH35B650が他の3配合よりひび割れ指数が大きく

なった。これらは，内部の高温部において自己収縮が進行し，内

外のひずみ差が減少したことが要因として考えられる。このように内部拘束が卓越する場合には，ひび割れ

指数が改善される場合もある。ただし，高温履歴考慮の自己収縮ひずみを用いた場合には，明らかに収縮未

考慮の場合よりひび割れ指数が小さくなった。 

 

 

 

図－30 最小ひび割れ指数の比較 

(A)ウェブ（柱頭部） 

 (C)上床版（張出部） 

 (B)横桁表面（柱頭部）  
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5. まとめ 
 
 マスコンクリートの高温履歴を模擬した拘束試験によってコンクリートの拘束応力の発生メカニズムを検

討し，FEM 解析による拘束応力の推定精度を検証した。また，PC ラーメン箱桁橋の柱頭部と張出部を対象

として，混和材を用いたコンクリートの温度ひび割れに対する抵抗性及び自己収縮の高温履歴考慮の影響を

FEM解析によって試算した。得られた知見を以下にまとめる。 

(1) マスコンクリートの高温履歴を模擬した供試体の材料試験の結果，混和材や膨張材の使用有無にかかわ

らず，圧縮強度と割裂引張強度及びヤング係数の関係は同様の傾向となることがわかった。 

(2) マスコンクリートの高温履歴を模擬した拘束試験の結果，高炉スラグ微粉末を用いたコンクリートでは

自己収縮ひずみが増大し，早強ポルトランドセメント単味のコンクリートと比較して拘束応力が大きく，

ひび割れが多く発生した。また，混和材を用いたコンクリートにおいてもひび割れ指数の大小とひび割

れ発生状況の関係が概ね一致すること，高炉スラグ微粉末を用いたコンクリートにおいても膨張材を併

用することによってひび割れの発生を抑制できること等がわかった。 

(3) FEM解析によるコンクリートの拘束応力の推定精度を検証した結果，混和材を用いたコンクリートにお

いても，コンクリートの材料特性を把握できていれば，自己収縮応力や温度応力は有効ヤング係数法を

用いた既存のクリープ解析手法で概ね推定できることがわかった。また，混和材の使用有無にかかわら

ず，自己収縮ひずみの高温履歴を考慮することによって温度応力の解析精度が向上することがわかった。 

(4) 高炉スラグ微粉末と膨張材を併用したコンクリートの拘束応力の推定方法を検討した結果，有効ヤング

係数法に基づいた拘束応力の推定方法に，PC鋼棒φ11の拘束下で温度履歴を与えた封緘養生の供試体の

ひずみ，あるいは，JIS A 6202附属書2に準拠して標準養生を行った供試体のひずみと膨張材を用いない

温度履歴を考慮した自己収縮ひずみを重ね合わせたひずみを用いると，膨張材による応力低減効果を概

ね評価できることがわかった。また，早強ポルトランドセメント単味のコンクリートを対象とした既存

の膨張ひずみの近似式を用いても多少安全側ではあるが最大引張応力を推定できることがわかった。 

(5) PCラーメン箱桁橋を対象としたFEM解析の結果，外部拘束が卓越する部材においては，部材が厚い柱頭

部のウェブでは混和材の使用有無や自己収縮ひずみの高温履歴考慮がひび割れ指数に及ぼす影響は小さ

いことがわかった。ただし，部材が薄い張出部の上床版においては，自己収縮ひずみの高温履歴考慮が

解析結果に及ぼす影響は顕著になり，高温履歴を考慮するとひび割れ指数に及ぼす混和材の使用有無の

影響は小さくなった。一方，内部拘束が卓越する柱頭部の横桁表面においては，自己収縮ひずみを考慮

するとひび割れ指数が改善される場合があることがわかった。ただし，高温履歴を受けた自己収縮ひず

みを用いると自己収縮を考慮しない場合よりひび割れ指数は低下した。 
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付録－6  混和材を用いたコンクリートの養生 
 

 

1. 概要 
 

 混和材を用いたコンクリートは，早強ポルトランドセメント単味のコンクリートと比較して，強度発現が

遅く，強度発現や耐久性が初期材齢の湿潤養生期間の影響を受けやすい。混和材を用いたプレストレストコ

ンクリート橋において，所要の強度や耐久性を確保するためには，初期材齢の湿潤養生期間の違いが強度発

現と耐久性に与える影響を把握した上で，適切な湿潤養生日数を設定する必要がある。しかし，混和材を用

いたコンクリートの湿潤養生期間の設定方法は明確でなく，現場打ちプレストレストコンクリート橋に混和

材を用いたコンクリートを適用する際の課題となっていた。また，国内外の主要な基準類1)～5)を対象として，

混和材を用いたコンクリートの湿潤養生期間に関する規定を調査した結果，次のことがわかった。 

 

・ 早強ポルトランドセメントの一部を混和材で置換したコンクリートの湿潤養生期間については，明確

な規定が定められていなかった。 

・ 混和材を用いたコンクリートの湿潤養生期間については，ポルトランドセメント単味のコンクリート

よりも長く設定する必要があること，低温時には湿潤養生期間をさらに延長する必要があること等が

示されていた。 

・ 湿潤養生期間を検討する際に考慮すべき項目として，強度と耐久性が挙げられていた。 

 

 そこで，早強ポルトランドセメントの一部を混和材で置換したコンクリートの湿潤養生期間を設定するた

め，湿潤養生期間の異なるコンクリート供試体を製作して室内試験及び暴露試験を行い，湿潤養生期間が強

度発現と耐久性に与える影響を検討した。 

 

 

2. 実験方法 
 

2.1 コンクリートの配合と基礎物性 

 混和材を用いたコンクリートの初期材齢の湿潤養生期間の違いが強度発現と耐久性に与える影響を明らか

にするため，湿潤養生期間の異なるコンクリート供試体を製作して室内試験及び暴露試験を行った。コンク

リートの配合と基礎物性を表－1 に示す。配合は，早強ポルトランドセメント単味のコンクリート（H40），

早強ポルトランドセメントの 30%を高炉スラグ微粉末 4000 で置換したコンクリート（H40B430），50%を高

炉スラグ微粉末 6000 で置換したコンクリート（H40B650），20%をフライアッシュⅡ種で置換したコンクリ

ート（H40F20）の 4種類とした。湿潤養生期間の違いが混和材を用いたコンクリートの強度発現と耐久性に

与える影響を明らかにすることを目的としたため，全配合において，水結合材比を40%，単位水量を165kg/m3，
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単位粗骨材量を 968kg/m3 に統一した。コンクリートの練混ぜ，打込み，養生については，室温 20℃に管理

された実験室内で行った。 

 

表－1 コンクリートの配合と基礎物性 

配合 
W/B 
（%） 

単位量（kg/m3） 
s/a 

（%） 
スランプ 
（cm） 

空気量 
（%） 

温度 
（℃） W 

B=HPC+BS4+BS6+FA 
S G 

HPC BS4 BS6 FA 

H40 

40 165 

413 
(100%) － － － 758 

968 

45.0 13.0 5.3 23.0 

H40B430 
289 

(70%) 
124 

(30%) － － 749 44.7 12.0 4.4 21.3 

H40B650 
206 

(50%) － 206 
(50%) － 745 42.9 11.5 4.5 21.5 

H40F20 
330 

(80%) － － 83 
(20%) 734 42.4 9.5 4.4 23.0 

※HPC: 早強ポルトランドセメント（密度 = 3.14g/cm3，比表面積 = 4,490cm2/g）, BS4: 高炉スラグ微粉末4000（密度 = 2.89g/cm3，比表

面積 = 4,440cm2/g，SO3 = 2.19%（無水せっこう添加））, BS6: 高炉スラグ微粉末6000（密度 = 2.91g/cm3， 比表面積 = 5,950cm2/g，SO3 

= 2.85%（無水せっこう添加））, FA: フライアッシュ II種（密度 = 2.30g/cm3，比表面積 = 4,280cm2/g），単位量の（ ）内の%値は全結

合材に占める各結合材の割合を表示 
※S: 細骨材（静岡県掛川産陸砂，密度 = 2.56g/cm3，吸水率 = 2.23%）, G: 粗骨材（茨城県笠間産砕石6号（密度 = 2.67g/cm3，吸水率 = 

0.43%）と5号（密度 = 2.67g/cm3， 吸水率 = 0.46%）を均等に混合） 
※化学混和剤: スランプ12±2.5cm，空気量4.5±1.5%となるよう高性能AE減水剤と空気連行剤の使用量を調整 

 

 

2.2 養生条件 

 供試体の養生条件を表－2 に示す。養生条件は，標準養生（W），気中養生（D），湿潤養生（C3，C7）

とした。湿潤養生では，十分に湿らせた養生マットを用いて供試体を覆い，1 日 1 回の頻度で散水して水分

を供給した。湿潤養生期間については，3日（C3）と 7 日（C7）の 2種類とした。 

 

表－2 供試体の養生条件 

養生条件 記号 養生方法 

標準養生 W 
コンクリート打込み翌日に脱型し，水温 20℃の養生槽内で材齢28日まで水中養生した後，室

温 20℃，湿度 60%の室内で試験時まで気中養生 
気中養生 D コンクリート打込み翌日に脱型した後，室温 20℃，湿度 60%の室内で試験時まで気中養生 

湿潤養生 

C3 
コンクリート打込み翌日に脱型し，材齢 3 日まで室温 20℃，湿度 60%の室内で湿潤養生した

後，室温 20℃，湿度 60%の室内で試験時まで気中養生 

C7 
コンクリート打込み翌日に脱型し，材齢 7 日まで室温 20℃，湿度 60%の室内で湿潤養生した

後，室温 20℃，湿度 60%の室内で試験時まで気中養生 

 

 

2.3 試験項目 
 試験項目を表－3に示す。試験項目は，圧縮強度，中性化，塩化物イオン浸透，凍結融解の 4種類とした。 

 圧縮強度については，円柱供試体（φ100×200mm）を用いて，標準養生（W）と気中養生（D）で材齢 3，

7，28，56，91，365日，湿潤養生（C3，C7）で材齢 7，28，56，91，365日に測定した。材齢 365日の試験



 

 

143

については，材齢 91日以降に屋外暴露した円柱供試体を用いて行った。屋外暴露試験の実施場所は，土木研

究所（茨城県つくば市南原）とした。供試体の暴露状況を写真－1に示す。 

 

表－3 試験項目 
試験項目 養生条件 試験材齢 

圧縮強度 
圧縮強度試験 

JIS A 1108 
W，D，C3，C7 

材齢 3，7，28，56，91，365日で実施 
（※材齢 365日の試験は材齢 91日以降に屋外暴露した後で実施） 
（※材齢 3，7日の試験は養生条件Wと養生条件Dで実施） 

中性化 
促進中性化試験 

JIS A 1153 D，C3，C7 
材齢 56日から開始 

屋外暴露試験 材齢 91日以降に 30ヶ月屋外暴露した後で中性化深さを測定 

塩化物イオン 
浸透 

電気泳動試験 

（非定常法） 
W，D，C3，C7 

材齢 4，8，30ヶ月で実施 
（※材齢8，30ヶ月の試験は材齢91日以降に屋外暴露した後で実施） 

凍結融解 
凍結融解試験 
JIS A1148 A法 

C3 材齢 28日まで気中養生した後で実施 

 

 

 中性化に対する抵抗性については，促進中性化試験と暴露試験を行って検討した。促進中性化試験につい

ては，角柱供試体（100×100×400mm）を気中養生（D）と湿潤養生（C3，C7）で製作し，材齢 49 日以降

で供試体の片側側面（100×400mm）以外をエポキシ樹脂塗料でシールした後，材齢 56日から JIS A 1153に

準拠して開始した。暴露試験については，促進中性化試験に用いた角柱供試体と同時に角柱供試体（100×

100×200mm）を製作し，材齢 49 日以降で供試体の片側側面（100×200mm）以外をエポキシ樹脂塗料でシ

ールした後，材齢 91 日以降に写真－1 に示した場所で開始した。その後，暴露 30 ヶ月後に角柱供試体を回

収し，JIS A 1152に準拠して中性化深さを測定した。 

 塩化物イオン浸透に対する抵抗性については，電気泳動試験（非定常法）を行って検討した。円柱供試体

（φ100×100mm）を標準養生（W），気中養生（D），湿潤養生（C3，C7）で製作し，図－1 に示す方法を

用いて材齢 4，8，30 ヶ月で試験を行った。材齢 8，30 ヶ月の試験については，材齢 91 日以降に写真－1 に

示した場所に暴露した円柱供試体を用いて行った。養生方法の違いが塩化物イオン浸透に対する抵抗性に与

える影響を検討するため，型枠底面を試験対象面として，この面が脱型後に湿潤状態あるいは乾燥状態とな

るように養生を行った。養生後，型枠底面から厚さ 50mmで供試体を切断し，真空飽水処理後に印加電圧 30V

で通電を行い，通電後の供試体を割裂して硝酸銀溶液（0.1mol/L）を割裂面に噴霧し，塩化物イオンの浸透

深さを測定した。 

 凍結融解に対する抵抗性については，凍結融解試験（JIS A 1148のA法）を行って検討した。角柱供試体

（100×100×400mm）を湿潤養生（C3）で製作し，材齢 28 日から試験を開始した。ただし，ここでは付録

－3 の凍結融解試験に用いた供試体と同時に製作した供試体を用いたため，コンクリートの配合と基礎物性

は付録－3の表－3と同一である。 
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3. 実験結果 
 

3.1 圧縮強度の試験結果 

 標準養生を行った供試体の材齢28日の圧縮強度に対する比率で圧縮強度の発現を整理した結果を図－2に

示す。混和材を用いたコンクリートでは，早強ポルトランドセメント単味のコンクリートと比較して，湿潤

養生期間の違いによる圧縮強度の差が大きくなり，この傾向は混和材の置換率が大きいものほど明確に現れ

た。また，標準養生を行った供試体では，材齢 91日から 365日までの圧縮強度の増加が小さくなったが，養

生期間が短い供試体ほど材齢 91日から 365日までの圧縮強度の増加が大きくなった。混和材を用いたコンク

リートでは，早強ポルトランドセメント単味のコンクリートと比較して，養生の影響を受けやすいこと，長

期的に強度発現が継続すること等が認められた。 

 

3.2 強度発現の観点から検討した既存の基準類における湿潤養生期間の設定方法 

 湿潤養生期間を設定する際には，コンクリート標準示方書 1)の「湿潤養生」に示される「表 8.2.1 湿潤養生

期間の標準」や「解説 表 12.6.2 所要の圧縮強度を得るまでの養生期間の目安」等が適用されているが，こ

れらの設定方法は明確には示されていない。そこで，昭和 61年制定コンクリート標準示方書[施工編]7)の「マ

スコンクリート」の「15.3.5 コンクリートの力学特性」に示される圧縮強度算定式から得られる圧縮強度と

材齢の関係に基づき，湿潤養生期間の設定方法について検討した。 

 圧縮強度算定式である式(1)から得られた材齢 28日の圧縮強度に対する強度発現率を図－3に示す。この結

果によると，日平均気温 15℃で，普通ポルトランドセメントを用いたコンクリートの材齢 5日あるいは早強

ポルトランドセメントを用いたコンクリートの材齢 3日の強度発現率は 50%以上となることがわかる。 

 

 

 

 

 

場所：茨城県つくば市南原 
平均気温：15.5℃ 
平均湿度：72.9％ 
累積降水量：2580mm 
※気象データは暴露場の最寄りの気象観測地点 
（つくば（舘野））の値 6)を記載 

写真－1 暴露試験の実施状況と気象データ 

  

図－1 電気泳動試験（非定常法）の概要 

アクリル製容器

NaOH溶液
(0.3mol/L)

供試体
(φ100×50mm)

電極

直流電源

Cl-

NaCl溶液(10%)

印加電圧：30V 
通電時間： 
 9h（材齢4ヶ月） 
 18h（材齢8，30ヶ月） 

塩
化
物
イ
オ
ン
浸
透
深
さ
 



 

 

145

       
            (A)H40                   (B)H40B430 

       
             (C)H40B650                  (D)H40F20 

※図中において，下線付き数字は標準養生（W），〇囲み数字は湿潤養生3日（C3），□囲み数字は気中養生（D）の値を示す。 
※（ ）内の数字は標準養生を行った供試体の材齢28日の圧縮強度（N/mm2）を示す。 

図－2 圧縮強度の発現（標準養生を行った供試体の材齢 28日の圧縮強度に対する比率） 

 

 

)91(')(' cc f
tba

ttf
・+

=  (1) 

ここに， )(' tf c ：材齢 t 日のコンクリートの圧縮強度

（N/mm2）， )91('cf ：材齢 91 日のコンクリートの圧縮

強度（N/mm2），a：定数（早強ポルトランドセメント = 

2.9，普通ポルトランドセメント = 4.5），b：定数（早強

ポルトランドセメント = 0.97，普通ポルトランドセメン

ト = 0.95）である。 

 

 また，コンクリート標準示方書 1)の「湿潤養生」に示

される「表 8.2.1 湿潤養生期間の標準」の日平均気温 10℃

及び 5℃の湿潤養生期間についても，明確な設定方法が

示されていない。そこで，昭和 61年制定コンクリート標
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図－3 材齢 28日の圧縮強度に対する 

強度発現率 

0

20

40

60

80

100

120

0 7 14 21 28

材
齢

28
日

に
対

す
る

強
度
発

現
率

(%
)

材齢(日)

早強ポルトランドセメント

普通ポルトランドセメント

3     5



 

 

146

準示方書［施工編］7)の「寒中コンクリート」の「16.8 管理」に示される日平均気温 15℃の湿潤養生期間か

ら算出した積算温度と日平均気温 10℃及び 5℃の湿潤養生期間から算出した積算温度との関係について検討

した。 

 早強ポルトランドセメントの積算温度は，養生温度5℃で材齢 5日の場合は 75℃・日，養生温度 10℃で材

齢 4 日の場合は 80℃・日，養生温度 15℃で材齢 3 日の場合は 75℃・日であり，普通ポルトランドセメント

の積算温度は，養生温度 5℃で材齢 9日の場合は 135℃・日，養生温度 10℃で材齢 7日の場合は 140℃・日，

養生温度 15℃で材齢 5日の場合は 125℃・日となった。すなわち，養生温度 15℃の湿潤養生期間で算出した

積算温度と養生温度 10℃及び 5℃の湿潤養生期間で算出した積算温度は概ね一致する。したがって，日平均

気温 5℃及び 10℃の湿潤養生期間については，日平均気温 15℃の湿潤養生期間から算出した積算温度と同等

となる日数として設定されたものではないかと考えられる。 

 

3.3 強度発現の観点から設定したプレストレストコンクリート部材の湿潤養生期間 
 圧縮強度試験の結果に基づき，プレストレストコンクリート部材の湿潤養生期間について検討した。前述

の図－2 には，標準養生を行った供試体の材齢 28 日の圧縮強度に対する比率が 50%及び 70%となる位置を

破線で示している。前述したように 50%はコンクリート標準示方書 1)の「湿潤養生」に示される「湿潤養生

期間の標準」を設定するために適用されたと考えられる値であり，70%は ACI 308 R-01 Guide to Curing 

Concrete5)で圧縮強度を確保するために養生を継続することが望ましいとされている値である。また，「高炉

スラグ微粉末を用いたコンクリートの施工指針」2)では，標準養生を行った供試体の材齢 28日の圧縮強度に

対する比率が 50%程度に達する材齢を基準として湿潤養生期間の目安を定めている。これらのことを踏まえ

て，表－4 に標準養生を行った供試体の材齢 28 日の圧縮強度に対する比率が 50%以上及び 70%以上となる

ために必要な湿潤養生期間を示す。湿潤養生期間を 3 日とした供試体の湿潤養生終了時の圧縮強度について

は，標準養生を行った供試体の材齢 3 日の圧縮強度で代用した。この結果，標準養生を行った供試体の材齢

28 日の圧縮強度に対する比率が 50%以上となる湿潤養生期間は，全ての配合において 3 日であった。また，

標準養生を行った供試体の材齢 28 日の圧縮強度に対する比率が 70%以上となる湿潤養生期間は，H40 と

H40F20 で 3日，H40B430とH40B650 で 7日であった。したがって，混和材を用いたコンクリートにおいて，

標準養生を行った供試体の材齢 28 日の圧縮強度に対する比率が 50%以上となる材齢を基準として湿潤養生

期間を定める場合，日平均気温 15℃以上では，早強ポルトランドセメント単味のコンクリートの湿潤養生期

間の標準と同一の 3日としてよいと考えられる。 

 なお，日平均気温が低い場合には，混和材を用いたコンクリートでは，早強ポルトランドセメント単味の

コンクリートと比較して強度発現が遅くなる可能性が高い。養生温度を 10℃以上とした場合には，大幅な強

度発現の遅延が生じなかったこと，有効材齢を用いて強度発現を推定できること等が確認されている（付録

－4参照）。このため，混和材を用いたコンクリートの養生温度については，10℃以上とすることが望ましい

と考えられる。また，日平均気温が低い場合には，湿潤養生期間を長くすること，給熱養生や保温養生によ

って養生温度を管理すること等の対策を行うことが望ましいと考えられる。 

 



 

 

147

表－4 強度発現の観点から設定した湿潤養生期間 
判断基準 H40 H40B430 H40B650 H40F20 

標準養生を行った供試体の材齢 28日の圧縮強度に 
対する比率が 50%以上となる湿潤養生期間 

3日 3日 3日 3日 

標準養生を行った供試体の材齢 28日の圧縮強度に 
対する比率が 70%以上となる湿潤養生期間 

3日 7日 7日 3日 

 

 

3.4 中性化に対する抵抗性に関する試験結果 

 促進中性化試験の結果を図－4 に，暴露 30 ヶ月後の中性化深さの測定値と，この測定値を用いて求めた

100 年後の中性化深さの推定値を図－5に示す。100年後の中性化深さの推定値は，コンクリートの中性化が

暴露試験の実施期間の平方根に比例して進行すると仮定して，暴露30ヶ月後の中性化深さの測定値から式(2)

を用いて求めた。 

 

     
test

estimated
measuredestimated t

tCC =       (2) 

ここに， estimatedC ：100年後の中性化深さの推定値（mm）， measuredC ：暴露 30ヶ月後の中性化深さの測定値

（mm）， estimatedt ：中性化深さを推定するコンクリートの材齢（= 100年）， testt ：暴露試験の実施期間（= 30/12

年）である。 

 

中性化深さの測定値は，いずれの試験結果においても，湿潤養生期間が短いほど大きくなった。また，100

年後の中性化深さの推定値は，早強ポルトランドセメント単味のコンクリートでは湿潤養生期間の違いにか

かわらず小さくなったが，混和材を用いたコンクリ－トでは湿潤養生期間の違いによる差が大きく，早強ポ

ルトランドセメント単味のコンクリートよりも大きくなった。 

道路橋示方書では，かぶりの最小値を 35mm としている。また，コンクリート標準示方書 8)の「中性化に

対する照査」ではかぶりと中性化深さの差である中性化残りを考慮した照査方法を規定しており，通常環境

下での中性化残りを 10mmとしている。このため，道路橋示方書に示されるかぶりの最小値 35mmから通常

環境下での中性化残り 10mmを差し引くと，25mm となる。暴露試験の結果から求めた 100 年後の中性化深

さの推定値は，湿潤養生期間を3日とした場合，全ての供試体において25mm以下となることが認められた。

したがって，混和材を用いたコンクリートでは，湿潤養生期間を 3 日とすることによって，中性化に対して

十分な抵抗性を確保できると考えられる。 
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図－4 促進中性化試験の結果 

 

 

3.5 塩化物イオン浸透に対する抵抗性に関する試験結果 

電気泳動試験（非定常法）による塩化物イオン浸透速度の結果を図－6 に示す。試験材齢ごとに通電時間

が異なったため，ここでは塩化物イオン浸透速度（mm/h）を求めて検討した。 

混和材を用いたコンクリートでは，湿潤養生期間が短い場合に材齢 4 ヶ月では塩化物イオン浸透速度が大

きくなったが，8ヶ月及び 30 ヶ月暴露後では塩化物イオン浸透速度が小さくなった。材齢の経過とともに塩

化物イオン浸透に対する抵抗性が向上したためと考えられる。この傾向は，特に H40F20 で明確に現れた。

また，材齢の経過とともに，湿潤養生期間の違いによる塩化物イオン浸透速度の差も減少した。混和材を用

いたコンクリートでは，湿潤養生期間を 3 日とすることによって，長期的には早強ポルトランドセメント単

味のコンクリートと同等以上の塩化物イオン浸透に対する抵抗性を確保できると考えられる。 

 

 

図－6 電気泳動試験（非定常法）による塩化物イオン浸透速度 

 

 

3.6 凍結融解に対する抵抗性に関する試験結果 

凍結融解試験による相対動弾性係数と質量変化率の結果を図－7 に，凍結融解 300 サイクル後の供試体の

状況を写真－2 に示す。湿潤養生期間を 3 日とした場合，混和材を用いたコンクリートの相対動弾性係数と
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図－5 暴露 30ヶ月後の中性化深さの測定値と 

 100年後の中性化深さの推定値 
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質量変化率は，早強ポルトランドセメント単味のコンクリートと同等であった。また，相対動弾性係数は100%

前後で推移しており，化学混和剤を用いて空気量の目標値を 4.5%とすることによって，凍結融解に対して十

分な抵抗性を確保できることが認められた。したがって，混和材を用いたコンクリートにおいても，湿潤養

生期間を 3 日として，かつ，化学混和剤を用いて AE コンクリートとすることによって，同様の条件で製作

した早強ポルトランドセメント単味のコンクリートと同等の凍結融解に対する抵抗性を確保することができ

ると考えられる。 

 

   

図－7 相対動弾性係数と質量変化率 

 

          
       (A)H40                (B)H40B430             (C)H40B650               (D)H40F20 

                        ※コンクリート打込み面側の供試体表面の状況 

写真－2 凍結融解 300サイクル後の供試体の状況 
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中性化，塩化物イオン浸透及び凍結融解に対する抵抗性に着目して，プレストレストコンクリート部材の
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抵抗性を確保できると考えられる。また，塩化物イオン浸透に対する抵抗性については，湿潤養生期間を 3
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日とすることで早強ポルトランドセメント単味のコンクリートと同等以上の塩化物イオンに対する抵抗性を

確保できると考えられる。さらに，凍結融解に対する抵抗性についても，湿潤養生期間を 3 日とすることで

早強ポルトランドセメント単味のコンクリートと同等の凍結融解に対する抵抗性を確保できると考えられる。

このように，混和材を用いたコンクリートの湿潤養生期間について中性化，塩化物イオン浸透及び凍結融解

に対する抵抗性に着目して検討した結果，早強ポルトランドセメント単味のコンクリートと同様に湿潤養生

期間を 3 日とすることで，それぞれの作用に対して十分な抵抗性を確保できることが認められた。ただし，

混和材を用いたコンクリートの中性化深さは早強ポルトランドセメント単味のコンクリートよりも大きくな

ったため，混和材を用いたコンクリートの湿潤養生期間を設定する際には中性化に対して十分な抵抗性を確

保できるよう配慮する必要があると考えられる。 

 

 

4. まとめ 
 

混和材を用いたコンクリートの強度発現と耐久性に湿潤養生期間が与える影響について，室内試験及び暴

露試験を行って検討した。これらの試験結果及び各試験項目に対する判断基準に基づき，混和材を用いたコ

ンクリートの湿潤養生期間の標準については3日とすることが望ましいと考えられた。これらを整理した結果

を表－5に示す。 

 

表－5 混和材を用いたコンクリートの湿潤養生期間の標準 

試験項目 判断基準 
湿潤養生期間の標準 

（日平均気温15℃以上の場合） 

圧縮強度 
脱型時の圧縮強度が標準養生を行った供試体の材齢28日の

圧縮強度の50%以上となる湿潤養生期間 

3日 

中性化に対する 

抵抗性 

屋外に30ヶ月暴露した供試体の試験結果から求めた100年
後の中性化深さの推定値が25m以下となる湿潤養生期間 

塩化物イオン浸透に

対する抵抗性 

電気泳動試験（非定常法）による塩化物イオン浸透深さが

標準養生を行った早強ポルトランドセメント単味のコンク

リートよりも小さくなる湿潤養生期間 

凍結融解に対する 

抵抗性 

凍結融解試験による相対動弾性係数が早強ポルトランドセ

メント単味のコンクリートと同等となる湿潤養生期間 

 

 

 なお，表－5 では混和材を用いたコンクリートの湿潤養生期間の標準を 3 日としたが，試験結果によると

湿潤養生期間の延長は脱型後の強度増加や耐久性の向上に寄与することが確認されている。したがって，施

工効率や経済性等に悪影響を及ぼさない範囲で湿潤養生期間を延長することができれば，混和材を用いたコ

ンクリートの強度及び耐久性をさらに向上させることができると考えられる。 
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付録－7  混和材を用いたコンクリートの二酸化炭素排出削減効果 
 
 
1. 概要 
 

混和材の使用によって得られる二酸化炭素排出削減効果を定量的に評価するためには，二酸化炭素排出量

の算出方法を明確にする必要がある。プレストレストコンクリート橋の二酸化炭素排出量の算出方法は，（一

社）プレストレスト・コンクリート建設業協会によって検討が行われており，「PC 構造物の環境負荷低減の

取組み」1)に詳細が示されている。 

この付録では，文献 1)に基づき，混和材を用いたプレストレストコンクリート橋の二酸化炭素排出量の算

出方法を示すとともに，二酸化炭素排出量の試算を行い，混和材の使用によって得られる二酸化炭素排出削

減効果を検証した。ただし，このマニュアル（案）ではプレストレストコンクリート橋の上部工を対象とし

ているため，プレストレストコンクリート橋の上部工のみを対象とした。下部工を含めた二酸化炭素排出量

の算出方法については，文献 1)を参考にされたい。 

 

 

2. 試算対象橋梁の概要 
 
2.1 試算対象橋梁の構造形式 

 ここでは，「PC 構造物の環境負荷低減の取組み」で二酸化炭素排出量の試算が行われている構造形式の中

から，プレストレストコンクリート橋の上部工において採用実績の多い「プレテンション方式 PC 単純 T 桁

橋」，「ポストテンション方式 3径間連結PCT桁橋」，「ポストテンション方式 4径間連続PC箱桁橋」の 3パ

ターンの構造形式において二酸化炭素排出量の試算を行った。各構造形式の構造諸元を (1)～(3)に示す。 

 

(1) プレテンション方式PC単純T桁橋 

   橋 長：20.800m 支 間：20.000m 

   幅 員：9.500m 全幅員：10.700m 

   製作方法：工場製作（主桁は現場から 110km離れた工場にて製作） 

架設方法：クレーン架設 

(2) ポストテンション方式3 径間連結PC T桁橋 

   橋 長：78.000m 支 間：3@25.000m 

   幅 員：9.500m 全幅員：10.700m 

   製作方法：現場製作 

架設方法：架設桁架設 
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(3) ポストテンション方式4 径間連続PC箱桁橋 

   橋 長：202.000m 支 間：4@50.000m 

   幅 員：9.500m 全幅員：10.700m 

   製作方法：現場打ち工法 

   架設方法：固定支保工架設 

 

2.2 試算に用いたコンクリートの配合 

2.2.1 プレテンション橋のコンクリートの配合 

プレテンション橋の試算に用いたコンクリートの配合を表－1 に示す。プレテンション橋に用いるコンク

リートの配合は，設計基準強度 50N/mm2の混和材を用いたコンクリートの実績を参考に設定した（付録－1

参照）。 

早強ポルトランドセメント単味のコンクリート（H36）では水結合材比（W/B）を 36％とし，早強ポルト

ランドセメントの 30%を高炉スラグ微粉末 4000で置換したコンクリート（H34B430）ではW/Bを 34％，50%

を高炉スラグ微粉末 6000 で置換したコンクリート（H32B650）ではW/B を 32％，15%をフライアッシュⅡ

種で置換したコンクリート（H35F15）ではW/B を 35％とした。なお，混和材を用いたコンクリートは，初

期強度を確保するために早強ポルトランドセメント単味のコンクリートよりも水結合材比を小さく設定して

いる。 

 

 
 

2.2.2 ポストテンション橋のコンクリートの配合 

 ポストテンション橋の試算に用いたコンクリートの配合を表－2 に示す。ポストテンション橋に用いるコ

ンクリートの配合は，付録－4，5 の実験で用いたコンクリートと同一とし，設計基準強度 40N/mm2を想定

している。早強ポルトランドセメント単味のコンクリート（H40）ではW/Bを 40%とし，混和材を用いたコ

ンクリート（H35B430，H35B650，H35F20）では早強ポルトランドセメント単味のコンクリートと同程度の

初期材齢の強度発現を確保するためW/Bを 35%とした。 

 

表－1 プレテンション橋のコンクリートの配合 

配合 
W/B 
（%） 

単位量（kg/m3） 

W B=HPC+BS4+BS6+FA S G HPC BS4 BS6 FA 

H36 36 151 420 
(100%) － － － 731 1093 

H34B430 34 170 350 
(70%) 

150 
(30%) － － 941 845 

H32B650 32 153 239 
(50%) － 239 

(50%) － 704 1104 

H35F15 35 150 366 
(85%) － － 65 

(15%) 762 958 

※HPC: 早強ポルトランドセメント, BS4: 高炉スラグ微粉末 4000, BS6: 高炉スラグ微粉

末 6000, FA: フライアッシュ II種, 単位量の（ ）内の%値は全結合材に占める各結合材

の割合を表示 
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3. 二酸化炭素排出量の算出方法 
 
3.1 試算の範囲 

プレストレストコンクリート橋のライフサイクルにおいて発生する二酸化炭素排出量は，建設時に発生す

るものの割合が大きく，この中でも特にコンクリートに用いる材料の製造時に発生するものの占める割合が

大きい。このため，ここでは“コンクリートに用いる材料の製造時”と“プレストレストコンクリート橋の

上部工の建設時”の二酸化炭素排出量について試算を行った。 

“コンクリートに用いる材料の製造時”の二酸化炭素排出量は，結合材（セメント，高炉スラグ微粉末，

フライアッシュ），細骨材及び粗骨材の使用量に各材料の二酸化炭素排出原単位を乗じた値の総和で算出され

る。“プレストレストコンクリート橋の上部工の建設時”の二酸化炭素排出量は，各工種における仮設資材，

使用材料，施工機械の使用量にそれぞれの二酸化炭素排出原単位を乗じた値の総和で算出される。建設時の

二酸化炭素排出量の試算にあたって考慮した項目を(1)～(3)に示す。 

 

(1) 仮設資材（支保工，架設桁等）の運搬に伴うもの 

(2) 使用材料（コンクリート，PC鋼材，鉄筋等）の製造，運搬に伴うもの 

(3) 施工機械（トラック，クレーン，コンクリートポンプ等）の運転に伴うもの 

 

運搬に伴って生じる二酸化炭素排出量は施工場所等の条件によって異なるため，ここでは次の条件で二酸

化炭素排出量を算出した。 

 

・ 運搬車両はディーゼルの 10tトラック 

・ 仮設資材の運搬距離は 100 km 

・ 使用材料のうち，生コン以外の材料の運搬距離は 100 km 

・ 使用材料のうち，生コンの運搬距離は 20 km 

表－2 ポストテンション橋のコンクリートの配合 

配合 
W/B 
（%） 

単位量（kg/m3） 

W B=HPC+BS4+BS6+FA S G HPC BS4 BS6 FA 
H40 40 

165 

413 
(100%) － － － 758 

968 
H35B430 

35 

330 
(70%) 

141 
(30%) － － 700 

H35B650 236 
(50%) － 236 

(50%) － 695 

H35F20 377 
(80%) － － 94 

(20%) 682 

※HPC: 早強ポルトランドセメント, BS4: 高炉スラグ微粉末 4000, BS6: 高炉スラグ微

粉末 6000, FA: フライアッシュ II種, 単位量の（ ）内の%値は全結合材に占める各結

合材の割合を表示 
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3.2 試算に用いた二酸化炭素排出原単位 

 試算に用いた二酸化炭素排出原単位の一覧を表－3 に示す。二酸化炭素排出原単位は文献 2)に示される数

値を用いた。なお，産業副産物である高炉スラグ微粉末やフライアッシュの二酸化炭素排出原単位は，生産

時の二酸化炭素排出量を加算せず，加工時に要したエネルギー消費とこれに伴う二酸化炭素排出量のみを考

慮して算出した値である。 

 

 
 

 

4. 二酸化炭素排出量の試算結果 
 

4.1 材料の製造時の二酸化炭素排出量 

 コンクリートに用いる材料の製造時の二酸化炭素排出削減効果を定量化した結果を図－1 に示す。前述し

たように，混和材を用いたコンクリートでは，初期材齢の強度発現を確保するために，早強ポルトランドセ

メント単味のコンクリートよりも水結合材比を小さく設定した。 

この試算結果によると，混和材を用いることによって，構造形式にかかわらず，早強ポルトランドセメン

ト単味のコンクリートよりも二酸化炭素排出量を削減できることがわかる。また，二酸化炭素排出削減効果

は混和材の置換率が高い場合ほど大きく，早強ポルトランドセメント単味のコンクリートと比較して最大で

約 40％の削減効果が得られた。これは，表－3に示す高炉スラグ微粉末とフライアッシュの二酸化炭素排出

原単位が早強ポルトランドセメントと比較して非常に小さく，混和材を用いることによって早強ポルトラン

ドセメントの使用量を抑制し，二酸化炭素排出量を削減できたためである。 

 

 

表－3 二酸化炭素排出原単位の一覧 

材料・使用機械 単位 二酸化炭素排出原単位 
（kg-CO2） 

セメント t 766.6 

高炉スラグ微粉末 t 26.5 

フライアッシュ t 19.6 

粗骨材 t 2.9 

細骨材 t 3.7 

鉄筋 t 767.4 

PC鋼より線 t 1321.8 

大型ブレーカ h 24.0 

ブルドーザ（15t） h 25.0 
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※（ ）内はプレテンション方式PC単純T桁橋の配合を示す。 
※図の縦軸は，早強ポルトランドセメント単味のコンクリートに対する 
混和材を用いたコンクリートの二酸化炭素排出量の削減率を示す。 

図－1 コンクリートに用いる材料の製造時の二酸化炭素排出削減効果 

  

 

4.2 建設時の二酸化炭素排出量 

構造形式ごとの二酸化炭素排出量の算出結果を表－4 に，プレストレストコンクリート橋の上部工の建設

時の二酸化炭素排出削減効果を定量化した結果を図－2に示す。 

プレストレストコンクリート橋の上部工の建設時の二酸化炭素排出量においても，混和材を用いることに

よって，構造形式にかかわらず，早強ポルトランドセメント単味のコンクリートよりも二酸化炭素排出量を

削減できることがわかる。また，二酸化炭素排出削減効果は，混和材の置換率が高い場合ほど大きく，最大

で約 18％となった。 

また，二酸化炭素排出量の合計に材料の製造時の二酸化炭素排出量が占める割合を比較すると，プレテン

ション方式 PC 単純 T 桁橋で約 64～71％，ポストテンション方式 3 径間連結 PCT 桁橋で約 77～80％，ポス

トテンション方式 4 径間連続 PC 箱桁橋で約 76～80％となり，プレストレストコンクリート橋の上部工の建

設時に発生する二酸化炭素量の大部分を占めることがわかる。 
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※（ ）内はプレテンション方式PC単純T桁橋の配合を示す。 
※図の縦軸は，早強ポルトランドセメント単味のコンクリートに対する 
混和材を用いたコンクリートの二酸化炭素排出量の削減率を示す。 

図－2 プレストレストコンクリート橋の上部工の建設時の二酸化炭素排出削減効果 

 

 

5. まとめ 
 

 プレストレストコンクリート橋の上部工を対象として，コンクリートに用いる材料の製造時及び建設時に

発生する二酸化炭素排出量を算出し，混和材の使用によって得られる二酸化炭素排出削減効果を定量的に評
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表－4 二酸化炭素排出量の算出結果 

構造形式 配合 

橋面積あたりの二酸化炭素排出量（t-CO2/m2） 
二酸化 
炭素 
排出量 
（t-CO2） 

早強ポルトランドセメント単味の

コンクリートに対する 
混和材を用いたコンクリートの 
二酸化炭素排出量の比率（%） 

①材料の製造時 
②施工時 ①+② 

建設時 コンク 
リート 鋼材 計 材料製造時 

（コンクリート） 
建設時 

プレテンション 
方式 

PC単純T桁橋 

H36 0.153 

0.090 

0.243 

0.101  

0.344  76.6  100.0 100.0 

H34B430 0.130 0.220 0.321  71.4  85.0 93.2 

H32B650 0.091 0.181 0.282  62.8  59.5 82.0 

H35F15 0.134 0.224 0.325  72.4  87.6 94.5 

ポストテンション 
方式 

3径間連結 
PCT桁橋 

H40 0.170 

0.135 

0.305 

0.072  

0.377  303.4  100.0 100.0 

H35B430 0.138 0.273 0.345  277.9  81.2 91.6 

H35B650 0.102 0.237 0.309  248.5  60.0 81.9 

H35F20 0.156 0.291 0.363  292.4  91.8 96.4 

ポストテンション 
方式 

4径間連続 
PC箱桁橋 

H40 0.218 

0.176 

0.394 

0.098  

0.492  1063.7  100.0 100.0 

H35B430 0.177 0.353 0.451  976.0  81.2 91.8 

H35B650 0.130 0.306 0.404  874.5  59.6 82.2 

H35F20 0.200 0.376 0.474  1025.7  91.7 96.4 

※鋼材は，鉄筋とPC鋼材を示す。 

※①②③は，橋面積1m2あたりの二酸化炭素排出量を示す。橋面積は，プレテンション方式PC単純T桁橋222.56m2， 
ポストテンション方式3径間連結PC T桁橋802.5m2，ポストテンション方式4径間連続PC箱桁橋2161.4m2である。 
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価した。得られた知見を以下にまとめる。 

(1) プレストレストコンクリート橋の上部工の建設に伴って発生する二酸化炭素排出量のうち，コンクリー

トに用いる材料の製造時の二酸化炭素排出量が占める割合は約 64～80％と大きいことがわかった。コン

クリートに用いる材料の製造時の二酸化炭素排出量を算出した結果，早強ポルトランドセメント単味の

コンクリートと比較して，混和材の使用によって最大で約 40％の二酸化炭素排出削減効果が得られるこ

とがわかった。 

(2) プレストレストコンクリート橋の上部工の建設時の二酸化炭素排出量を算出した結果，早強ポルトラン

ドセメント単味のコンクリートと比較して，混和材の使用によって最大で約 18％の二酸化炭素排出削減

効果が得られることがわかった。 

 

なお，混和材を用いたコンクリートは，付録－3 に示したように早強ポルトランドセメント単味のコンク

リートと比較して塩化物イオン浸透に対する抵抗性が向上するため，プレストレストコンクリート橋の長寿

命化にも寄与し，二酸化炭素排出量の削減効果をさらに大きくすることができると期待される。 

 

 

参考文献 

1) プレストレスト・コンクリート建設業協会：PC 構造物の環境負荷低減への取組み－PC 構造物の建設に

伴うCO2排出量の見える化－，2011 

2) 土木学会：コンクリート構造物の環境性能照査指針（試案），コンクリートライブラリー125，2005 
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付録－8  混和材を用いたプレテンション部材の載荷試験事例 
 

 

1. 概要 
 

 混和材を用いたプレテンション部材の耐荷性能について，既往文献の調査を行った。この結果，載荷試験

に用いられた供試体が JIS げた（JIS A 5373）やプレキャストPC床版，矩形のプレテン梁部材等，様々であ

ったため，この付録では高炉スラグ微粉末 4000，高炉スラグ微粉末 6000 あるいはフライアッシュⅡ種を用

いた 3 種類のコンクリートの載荷試験が実施された JIS げたの結果を示す。載荷試験結果の一覧を表－1 に

示す。全ての載荷試験において，混和材を用いた JIS げたは，早強ポルトランドセメント単味の JIS げたの

規格値を満足する結果となった。また，混和材を用いた JIS げたと早強ポルトランドセメント単味の JIS げ

たを比較した載荷試験では，両者が同等の耐荷性能を有していたことが報告されている。  

 

表－1 載荷試験結果の一覧 

供試体概要 試験結果 

載荷試験

げた種類 

載荷 

方法 

結合材 
混和材の 

置換率 

（%） 

水結合材比 

（%） 

ひび割れ発生荷重 

crP （kN） 

終局荷重 

uP （kN） 
セメント 混和材 試験値 規格値※ 試験値 規格値※ 

JIS げた 
AS14 

2 点曲げ

載荷 
HPC  BS4 38 32 162 127 379 333 

JIS げた 
BS15 

2 点曲げ

載荷 
HPC  － 0 40 186 

154 
432 

393 
HPC BS6 50 35 211 441 

JIS げた 
AS09 

2 点曲げ

載荷 
HPC － 0 39 152 

104 
349 

287 
HPC FA 20 32 147 372 

※HPC：早強ポルトランドセメント，BS4：高炉スラグ微粉末 4000，BS6：高炉スラグ微粉末 6000， 
FA：フライアッシュⅡ種 

※JIS A 5373に規定されている曲げモーメントに相当する荷重 

 
 
2. 試験結果 
 
2.1 高炉スラグ微粉末4000【JISげたAS14の載荷試験 1)】 

2.1.1 試験概要と目的 

高炉スラグ微粉末 4000 を用いたコンクリートを実物大のプレストレストコンクリートげたに使用した場

合の耐荷性能を確認することを目的として，載荷試験を実施している。試験には，早強ポルトランドセメン

トの 38%を高炉スラグ微粉末 4000で置換した JISげた（H32B438）を用いている。 
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2.1.2 試験方法 

対象としたプレストレストコンクリートげたは， JIS げたのプレテンション方式スラブげた（AS14）であ

り，けた長 13,640mm の供試体である。使用したコンクリートの配合を表－2 に示す。コンクリートの配合

は，設計基強度を 70N/mm2として設定されている。載荷試験は，材齢 14日に，支間長を 13,140mmとし，2

点曲げ載荷試験にて実施されている。 

 

表－2 コンクリートの配合 

 

 

2.1.3 試験結果 

載荷試験の結果を図－1 に示す。載荷試験時のコンクリ

ート圧縮強度は 61.6N/mm2であった。載荷試験による荷重

変位曲線は，弾性域で計算値と同様の傾きを示し，ひび割

れ発生荷重と終局荷重は，いずれも規格値を満足すること

が示されている。 

載荷試験の結果と JIS 規格値との比較を表－3 に示す。

ひび割れ発生曲げモーメントと破壊抵抗曲げモーメントは，

いずれも JIS 規格値を満足することが報告されている。 

 

 

2.2 高炉スラグ微粉末6000【JISげたBS15の載荷試験 2)】 

2.2.1 試験概要と目的 

 高炉スラグ微粉末 6000 を実物大のプレストレストコンクリートげたに使用した場合の耐荷性能を確認す

ることを目的として，載荷試験を実施している。試験には，早強ポルトランドセメント単味の JISげた（H40）

と早強ポルトランドセメントの50%を高炉スラグ微粉末6000で置換したJISげた（H35B650）を用いている。 

配合 
スランプ 
フロー 
（cm） 

空気量 
（%） 

水結合

材比 
（%） 

混和材の 
置換率 
（%） 

単位量（kg/m3） 

水 

結合材 

細骨材 粗骨材 混和剤 早強ポルト 
ランド 
セメント 

高炉スラグ 
微粉末4000 

H32B438 60 1.5 32 38 175 340 210 922 800 5.0 

図－1 載荷試験結果（荷重-変位） 

 H32B438  JIS A 5373 

ひび割れ発生荷重 （kN） 161.8 126.7※ 

終局荷重 （kN） 378.5 333.3※※ 
※JIS A 5373に規定されている曲げモーメントに相当する荷重 
※※JIS A 5373に規定されている破壊抵抗曲げモーメントに相当する荷重 

表－3 試験結果の比較 
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2.2.2 試験方法 

対象としたプレストレストコンクリートげたは，JIS げたのプレテンション方式スラブげた（BS15）であ

り，けた長 14,910mm である。コンクリートの配合を表－4 に示す。早強ポルトランドセメント単味の配合

と，高炉スラグ微粉末 6000を用いたコンクリートの配合で水結合材比が異なっている理由は，プレストレス

力導入時に必要なコンクリートの圧縮強度 35N/mm2を満たすように配合が決定されたためである。載荷試験

は，1 年間の屋外暴露後に，支間長を 14,316mm とし，等曲げモーメントスパン 1,500mm の 2 点曲げ載荷試

験にて実施されている。 

 

表－4 コンクリートの配合 

 

 

2.2.3 試験結果 

 載荷試験の結果を図－2 に示す。載荷試験時のコンクリ

ート圧縮強度は，早強ポルトランドセメント単味のコンク

リートでは 59.9N/mm2，高炉スラグ微粉末 6000を用いたコ

ンクリートでは 65.7N/mm2であった。載荷試験による荷重

変位曲線では，両配合の供試体ともに載荷試験の挙動に大

差はない結果であった。高炉スラグ微粉末 6000 を用いた

JIS げたで残留変位が大きくなっている理由は，高炉スラ

グ微粉末6000を用いたJISげたのみ破壊寸前まで載荷と除

荷が繰り返されたためである。また，供試体の破壊形態は，

高炉スラグ微粉末 6000の使用の有無にかかわらず，曲げひ

び割れ進展に伴う供試体上縁の圧縮破壊であった。 

 載荷試験の結果と JIS 規格値との比較を表－5 に示す。ひび割れ発生荷重と終局荷重は，いずれの試験値

も規格値を上回っており，高炉スラグ微粉末 6000を用いた JIS げたにおいても JIS規格値を満足することが

報告されている。 

配合 スランプ 
（cm） 

空気量 
（%） 

水結合

材比 
（%） 

混和材の 
置換率 
（%） 

単位量（kg/m3） 

水 

結合材 

細骨材 粗骨材 混和剤 早強ポルト 
ランド 
セメント 

高炉スラグ 
微粉末6000 

H40 10 2.0 40 0 160 400 － 768 1173 3.2 

H35B650 10 2.0 35 50 160 229 223 732 1143 2.3 

図－2 載荷試験結果（荷重-変位）2) 
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2.3 フライアッシュⅡ種【JIS げたAS09の載荷試験 3)】 

2.3.1 試験概要と目的 

 分級されたフライアッシュⅡ種を実物大のプレストレストコンクリートげたに使用した場合の耐荷性能を

確認することを目的として，載荷試験を実施している。試験には，早強ポルトランドセメント単味の JIS げ

た（H39）と早強ポルトランドセメントの 20%をフライアッシュⅡ種で置換した JIS げた（H32F20）を用い

ている。 

 

2.3.2 試験方法 

 対象としたプレストレストコンクリートげたは，JIS げたのプレテンション方式スラブげた（AS09）であ

り，けた長 9,600mmである。コンクリートの配合を表－6に示す。早強ポルトランドセメント単味のコンク

リートと，フライアッシュⅡ種を用いたコンクリートで水結合材比が異なっている理由は，プレストレス力

導入時に必要なコンクリートの圧縮強度 40.6/mm2と，材齢 14 日での圧縮強度 58.0N/mm2を満たすように配

合が決定されたためである。載荷試験は，支間長を 9,200mm とし，等曲げモーメントスパン 1,000mm の 2

点曲げ載荷試験にて実施されている。 

 

表－6 コンクリートの配合 

 

 

2.3.3 試験結果 

載荷試験の結果を図－3に示す。載荷試験時のコンクリート圧縮強度は，早強ポルトランドセメント単味

のコンクリートでは 59.8N/mm2，フライアッシュⅡ種を用いたコンクリートでは67.0N/mm2であった。載荷

試験による荷重変位曲線の図内に示すひび割れ発生荷重と終局荷重は，実強度から算出された値である。試

配合 スランプ 
（cm） 

空気量 
（%） 

水結合

材比 
（%） 

混和材の 
置換率 
（%） 

単位量（kg/m3） 

水 

結合材 

細骨材 粗骨材 混和剤 早強ポルト 
ランド 
セメント 

フライ 
アッシュ 
Ⅱ種 

H39 12 4.5 39 0 150 388 － 729 1061 ※高性能

減水剤

+AE剤 
を添加 H32F20 12 4.5 32 20 150 375 94 730 969 

 H40 H35B650  JIS A 5373 

ひび割れ発生荷重 （kN） 186.0 211.0 154.0※ 

終局荷重 （kN） 432.0 441.0 393.0※※ 
※JIS A 5373に規定されている曲げモーメントに相当する荷重 
※※JIS A 5373に規定されている破壊抵抗曲げモーメントに相当する荷重 

表－5 試験結果の比較 
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験の結果，ひび割れ発生荷重と終局荷重は，両配合の JIS

げたとも計算値を上回っており，両供試体の挙動は同様で

あった。 

載荷試験の結果と JIS 規格値との比較を表－7 に示す。

ひび割れ発生荷重と終局荷重は，いずれの試験値も規格値

を上回っており，フライアッシュⅡ種を用いた JIS げたに

おいても JIS 規格値を満足することが報告されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. まとめ 
 

 混和材を用いたプレキャスト部材（プレストレストコンクリートげた）の載荷試験事例を調査した結果，

混和材を用いたプレストレストコンクリートげたの耐荷性能は早強ポルトランドセメント単味のプレストレ

ストコンクリートげたと同等であり，ひび割れ発生荷重と終局荷重は JIS 規格値を満足することが報告され

ていた。 
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 H39 H32F20 JIS A 5373 

ひび割れ発生荷重 crP （kN） 152.0 147.0 103.6※ 

終局荷重 uP （kN） 349.0 372.0 286.8※ 
※JIS A 5373に規定されている曲げモーメントに相当する荷重 
※※JIS A 5373に規定されている破壊抵抗曲げモーメントに相当する荷重 

表－7 試験結果の比較 

図－3 載荷試験結果（荷重-変位） 
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